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第１章　計画の策定に当たって

１　計画策定の趣旨

２　計画の期間等

３　高齢者健康福祉圏域等

４　関連計画との連携

この章では、京都府高齢者健康福祉計画の策定趣旨、計画の期間、高

齢者健康福祉圏域の設定等、京都府高齢者健康福祉計画の基本的な事

項について説明します。
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（１）趣 旨 

 

■ 我が国の高齢化は世界に例を見ない速さで進行し、これまでに経験したことのな

い超高齢社会を迎えています。2025 年にはいわゆる「団塊の世代」が後期高齢者と

なり、2040 年には「団塊ジュニア世代」が高齢者となって、高齢者人口がピークを

迎えると予測されています。また、高齢者人口の急増に加え、一人暮らし高齢者や

高齢者のみの世帯の増加、認知症高齢者の増加、これらに伴う要介護等認定者の増

加、また少子化の進行による現役世代の減少など、厳しさを増す状況の中で、京都

府としては、高齢になっても、生きがいを持って活躍でき、支援が必要になっても

安心して生活できる社会を、それぞれの地域の実情に応じて構築することが重要で

あると考えています。 

 

■ そのため、第８次京都府高齢者健康福祉計画では、高齢者健康福祉に関する総合

計画として、「高齢になっても、住み慣れた地域でそれぞれの状態や環境に応じて自

分らしく生きることができるよう、2025 年に向けて、地域包括ケアシステムをさら

に推進し、府内の隅々まで行き渡ることを目指す」すなわち「地域包括ケアシステ

ムの一層の推進」を基本的な政策目標に位置づけ、「地域包括ケア３大プロジェクト

の一層の推進」をはじめとする、５つの重点課題を中心とした各種施策を推進して

きたところです。 

 

■ 2021（令和３）年度から 2023（令和５）までが計画期間となる第９次計画におい

ては、これまでの取組の成果を踏まえ、京都地域包括ケア推進機構を中心とした地

域包括ケアシステムの一層の推進や、高齢者の在宅生活を支えるための基盤整備、

介護予防・生活支援の充実、人材の確保、多様な住まいの整備など、超高齢社会に対

応するための様々な施策を網羅しています。 

 

■ また、一人ひとりの夢や希望が全ての地域で実現できる京都府をめざして、令和

元年 10 月に策定した京都府総合計画（京都夢実現プラン）、令和２年度に中間見直

しが行われた「京都府保健医療計画」等との整合を図りながら、各市町村における

「介護保険事業計画（老人福祉計画を含む）」の推進を広域的視点から支援すること

としています。 

 

 

第１章 計画の策定に当たって 

１ 計画策定の趣旨 
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（２）京都府高齢者居住安定確保計画の策定について 

 

■ 高齢者が安心して暮らせる住まいの確保は、地域包括ケアの推進において非常 

 に重要な課題です。 

  今回の計画策定にあたっては、高齢者の居住の安定確保に関する法律に基づき、 

 京都府高齢者居住安定確保計画（以下、「居住計画」という。）を、本計画と一 

 体的に策定することとしています。 

 （計画期間：2021（令和３）～2023（令和５）年度） 

 

■ この計画において、居住計画に位置づける部分は、以下のとおりです。また、 

 居住計画の位置づけ、目標等については、主たる章である「第１３章 高齢者が安 

 心して暮らせる多様な住まい（施設・住宅）の整備」において記載しています。 

 

【居住計画に位置づける部分】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）法令等の根拠 

 

■ この計画は、「老人福祉計画」（老人福祉法第２０条の９）、「介護保険事業支援計

画」（介護保険法第１１８条）及び「高齢者居住安定確保計画」（高齢者の居住の安定

確保に関する法律第４条） 

を一体的に定めています。 

 

■ また、各市町村においては「介護保険事業計画」が策定されています。 

  

 第１章  計画の策定に当たって 

 第２章  高齢者をめぐる主な現状と課題（一部） 

 第３章  第８次計画の取組状況（一部） 

  第４章  基本的な政策目標と重点課題 

      重点課題５ 

       高齢者が安心して暮らせる多様な住まい（施設・住宅）の整備 

 第５章  高齢者に対する適切な介護保険サービス等の提供 

 第９章  高齢者の在宅療養を支える介護保険サービス等の充実と医療・介護 

      の連携促進 

 第１０章 介護予防・健康づくりの充実と高齢になっても生きがいを持って活

躍できる地域づくり 

 第１１章 高齢者の安心・安全な日常生活を支える取組の推進 

 第１２章 地域包括ケアを支える人材の確保・定着・育成 

 第１３章 高齢者が安心して暮らせる多様な住まい（施設・住宅）の整備 
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（１）計画の期間 

 

■ 2021（令和３）年度から 2023（令和５）年度までの３か年計画です。 

 

（２）ＰＤＣＡの推進による計画の進捗管理 

 

■ 本計画では、計画の進捗状況を把握し、施策の成果を評価するための指標を設定

することにより、ＰＤＣＡサイクルを推進して取組の改善を図ります。（図表１－１） 

 

■ 計画の評価及び見直しに当たっては、京都府高齢者サービス総合調整推進会議に

おいて、有識者や関係団体から意見を聴取し、計画の円滑な推進を図ります。 

 

■ この計画は、法令に基づき３年ごとに見直しを行うこととし、次回は 2024（令和

６）年度から３か年の計画を策定することとなります。 

 

【図表１－１ ＰＤＣＡサイクルの推進例】 

 

  

２ 計画の期間等 
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（１）高齢者健康福祉圏域 

 

■ 市町村の区域を越えた広域的な見地から、各市町村間で均衡のとれた介護・福祉 

 サービス供給体制の確保を図るため、従来と同様に６つの高齢者健康福祉圏域を 

 設定します。（図表１－２） 

 

■ これらの圏域は、保健・医療・福祉の連携を図る観点から、医療法（昭和２３年 

 法律第２０５号）に基づく京都府における２次医療圏と整合を図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３ 高齢者健康福祉圏域等 
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【図表１－２ 京都府の高齢者健康福祉圏域】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圏域名 市町村 

丹後 宮津市、京丹後市、伊根町、与謝野町 

中丹 福知山市、舞鶴市、綾部市 

南丹 亀岡市、南丹市、京丹波町 

京都・乙訓 京都市、向日市、長岡京市、大山崎町 

山城北 宇治市、城陽市、八幡市、京田辺市、久御山町、井手町、宇治田原町 

山城南 木津川市、笠置町、和束町、精華町、南山城村 

京都・乙訓 

中  丹 

山 城 南 

山 城 北 

南  丹 

丹  後 

京丹後市 

伊根町 

宮津市 

与謝野町 

宮津市 

福知山市 

舞鶴市 

綾部市 

京丹波町 

南丹市 

亀岡市 

京都市 

向日市 

長岡京市 

大山崎町 宇治市 
久御山町 

八幡市 
城陽市 宇治田原町 

井手町 京田辺市 

木津川市 
精華町 

和束町 

笠置町 
南山城村 
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（２）日常生活圏域 

 

■ 「日常生活圏域」とは、高齢者が住み慣れた地域で適切なサービスを受けながら 

 生活できるように、地理的条件・人口・交通事情その他の社会的条件、介護給付等 

 対象サービスを提供するための施設の整備状況などを総合的に勘案し、介護保険法 

 第１１７条第２項の規定により各市町村の介護保険事業計画で設定するものです。 

 

■ 地域包括ケアの取り組みを進めるに当たっては、各市町村においてそれぞれの地 

 域特性に応じた「日常生活圏域」を設定した上で、概ね３０分以内に必要なサービ 

 スが提供されることが可能な日常生活圏域内（具体的には中学校区を基本）におい 

 て、地域で高齢者を支えるネットワーク構築を進める必要があります。 

 

■ 京都府では、高齢者のワンストップ窓口となる地域包括支援センターが、各日常 

 生活圏域毎に適正に配置され、当該センターを中心に、地域におけるネットワーク 

 構築が進むよう、市町村への働きかけや支援を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

■ 京都府保健医療計画や京都府地域福祉支援計画、京都府住生活基本計画、また 

 京都府障害福祉計画等、関連計画と整合を図るとともに、これらの計画に基づく施

策と十分に連携し、取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

４ 関連計画との連携 
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５　高齢者の受診・疾病の状況

第２章　高齢者をめぐる主な現状と課題

１　人口構造・高齢化率

２　高齢者の世帯の状況

３　高齢者の生活と住まいの状況

４　要介護認定者の状況

この章では、各種統計データに基づいて、京都府の高齢者をめぐ

る現状と課題を明らかにします。
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第２章

▲
▲

▲
▲

（１）全国の状況

【図表２－１　総人口と高齢者人口の推移（全国）】

注１：出典　総務省「国勢調査」（2019（令和元）年のみ総務省「人口推計」）

注２：高齢化率は過去の統計にあわせるため、総人口に年齢不詳を含めて算出している

総人口が減少する中、高齢者数は増加し高齢化率は上昇を続ける

京都府の高齢化率は全国を上回る

山城南圏域の高齢化率は低く、丹後・中丹・南丹圏域の高齢化率は高い

1990(平成 2)年 12,361 1,489 12.0% 12.6%

14.7%

□　我が国では、総人口が減少に転じている一方で、平均寿命の伸長や少子化を

　反映して高齢化が急速に進んでおり、国勢調査等の高齢化率の推移を見ると、

　平成17（2005）年が２０．１％、平成22（2010）年が２２．８％、

　平成27（2015）年が２６．３％、令和元（2019）年が２８．４％と

　顕著に増加しています。（図表２－１）

1985(昭和60)年 12,105

14.5%

3,347 26.3% 26.9%

1,247 10.3% 11.2%

□　令和元（2019）年の総人口は１億２，６１７万人で、平成27（2015）年と比べ

　約９２万人（０．７％）の減少となっている一方で、６５歳以上の高齢者人口は

  ３，５８８万人で、２４１万人（７．２％）の増加となっています。

　（図表２－１）

(単位：万人)

総人口
(参考：京都府)

高齢者人口 高齢化率 高齢化率

1995(平成 7)年 12,557 1,826

2,925 22.8% 23.0%

１　人口構造・高齢化率

2015(平成27)年 12,709

2000(平成12)年 12,693 2,201 17.3% 17.4%

2005(平成17)年 12,777 2,567 20.1% 20.0%

2010(平成22)年 12,806

2019(令和元)年 12,617 3,588 28.4% 29.2%

特に75歳以上、85歳以上の高齢者人口は今後も大きく増加

第２章 高齢者をめぐる主な現状と課題

この項目のポイント
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第２章

【図表２－１グラフ】

【図表２－２　総人口と高齢者人口の将来推計（全国）】

注１：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成29年推計)」による

注２：端数処理のため、数値の合計は一致しない場合がある（以下、図表共通）

2055(R37)年 9,744 3,704 (38.0%) 1,258 12.9% 2,446 25.1% 

2060(R42)年 9,284 3,540 (38.1%) 1,154 12.4% 2,387 25.7% 

2065(R47)年 8,808 3,381 (38.4%) 1,133 12.9% 2,248 25.5% 

□　また、前期高齢者人口は2020年頃をピークに一旦減少に転じますが、

　後期高齢者人口は増加を続け、2040年には総人口の５人に１人が後期高齢者

　となり、その後も2060年頃までは増加が続くと見込まれています。

　（図表２－２）

(単位：万人)

総人口(A) 高齢者人口(B)
前期高齢者(C) 後期高齢者(D)

□　将来推計としては、2025年にはいわゆる「団塊の世代」が７５歳に到達し、

　後期高齢者が急増することが見込まれ、「団塊ジュニア世代」が高齢者となる

　2040年には、高齢者人口は３，９００万人を超えてピークを迎えますが、

　現役世代の減少により高齢化率はその後も上昇を続けることが予想されます。

　（図表２－２）

(高齢化率) 割合C/A 割合D/A

2,288 19.2% 

2035(R17)年 11,522 3,782 (32.8%) 1,522 13.2% 2,260 19.6% 

2030(R12)年 11,913 3,716 (31.2%) 1,428 12.0% 

1,872 14.9% 

2025(R7)年 12,254 3,677 (30.0%) 1,497 12.2% 2,180 17.8% 

2020(R2)年 12,532 3,619 (28.9%) 1,747 13.9% 

2,417 23.7% 2050(R32)年 10,192 3,841 (37.7%) 1,424 14.0% 

2,239 20.2% 

2045(R27)年 10,642 3,919 (36.8%) 1,643 15.4% 2,277 21.4% 

2040(R22)年 11,092 3,921 (35.3%) 1,681 15.2% 

1,247 1,489 1,826 2,201 2,567 2,925 3,347 3,588

10,858 10,872 10,731 10,492 10,210 9,881 9,363
9,02810.3%

12.0%
14.5%

17.3%
20.1%

22.8%

26.3%
28.4%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

1985(S60) 1990(H02) 1995(H07) 2000(H12) 2005(H17) 2010(H22) 2015(H27) 2019（R1)

65歳未満 65歳以上 高齢化率
万人
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第２章

【図表２－２グラフ】

8,913 8,577 8,197 7,740 7,171 6,723 6,352 6,040 5,744 5,427

1,747
1,497 1,428

1,522 1,681
1,643

1,424 1,258 1,154 1,133

1,872
2,180 2,288

2,260
2,239

2,277 2,417
2,446

2,387 2,24828.9% 30.0% 31.2%

32.8% 35.3% 36.8% 37.7% 38.0% 38.1% 38.4%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年

後期高齢者 前期高齢者 その他人口 高齢化率万人
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第２章

【図表２－３　圏域別の総人口と高齢者人口の推移（京都府）】

注１：出典　総務省「国勢調査」（2019（令和元）年のみ住基台帳に基づく市町村報告数値）

注２：表中の（　　）は総人口に対する割合を示す

65歳以上
738,252 35,650 61,213 43,303 437,168 129,088 31,830

(29.1%) (37.6%) (32.0%) (32.5%) (28.0%) (29.7%) (25.8%)

75歳以上
384,575 20,132 33,232 21,811 230,607 63,871

(14.7%) (12.1%)

2010
(H22)
年

総人口 445,855 114,577

(12.3%) (10.5%) (8.9%) (8.7%)

(30.8%) (29.3%) (25.9%) (27.3%) (23.7%)

438,080 117,192

2019
(R元)
年

総人口 2,538,310 94,868 191,085 133,274 1,560,839 434,845 123,399

19,350

65歳以上
605,709 33,242 55,977 34,971 362,401 96,972 22,146

(23.0%) (31.7%) (27.4%) (24.4%) (22.3%) (21.7%) (19.3%)

75歳以上
286,195 18,659 30,456 17,654 169,717 39,784 9,925

(10.9%) (17.8%) (14.9%)

2,636,092 104,850 204,157 143,345 1,623,308

（２）京都府の状況

□　令和元（2019）度の市町村報告値によると、京都府の高齢者人口は

  ７３８，２５２人、高齢化率は２９．１％となっています。（図表２－３）

（単位：人）

合　計
丹後 中丹 南丹 京都・乙訓 山城北 山城南

1990
(H2)
年

総人口 2,602,460 125,492 219,719 147,759 1,607,374 422,785 79,331

15,307 4,190

(5.5%) (8.5%) (7.3%) (6.2%) (5.4%) (3.6%) (5.3%)
75歳以上

142,397 10,700

65歳以上
327,429 24,128 37,841 21,121 197,437 37,092 9,810

(12.6%)

10,670 97,634 18,556 4,963

16,101 9,122 86,977

(19.2%) (17.2%) (14.3%) (12.3%) (8.8%) (12.4%)

12,069

(13.8%)

(5.7%)

(14.7%)

87,295

65歳以上
459,273 30,594 49,713 29,862 273,531 60,927 14,646

(17.4%)

121,445 217,320 156,104

75歳以上
162,555 11,980 18,752

21,986 12,945 115,785

65歳以上
386,976 27,583 44,615 25,628 229,528

(15.2%)

総人口 2,644,391 117,559 216,051 156,787

2005
(H17)
年

総人口 2,647,660 111,859 211,465 147,625

75歳以上
242,033 16,788 27,207 15,369 143,317 31,187

(7.0%)

76,871

(16.9%) (13.8%)

17,916

(20.0%) (28.9%) (25.1%) (21.2%) (19.6%) (17.3%) (16.6%)
65歳以上

530,350 32,305

1995
(H7)
年

総人口 2,629,592 1,611,688 435,740

2000
(H12)
年

1,614,792 442,739

23,429

(7.3%) (11.9%) (10.2%) (8.3%) (7.2%) (5.3%)
75歳以上

194,202 13,983

(26.0%) (23.0%) (19.0%)

(6.2%) (9.9%) (8.6%) (6.8%) (6.1%) (4.3%)

47,553

(22.7%) (20.5%) (16.4%) (14.2%) (10.9%)

96,463

6,074

(6.3%)

65歳以上
703,419 35,258 60,663 40,183 420,110 119,381 27,824

(26.9%)

(7.5%)

総人口 2,610,353 97,424 196,746 137,077 1,623,834

53,014 31,324 318,920

1,623,378 445,108 108,225

8,165

(9.1%) (15.0%) (12.9%) (10.4%) (8.8%)

49,838 11,661

(12.6%) (19.9%) (16.0%) (14.1%) (12.2%) (11.4%) (10.0%)
75歳以上

329,552 31,486 19,313 197,904

2015
(H27)
年

(36.2%)

14,922

(15.2%) (21.2%) (17.4%) (16.4%) (14.8%)

注３：高齢化率は過去の統計にあわせるため、総人口に年齢不詳を含め計算している
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第２章

【図表２－４　第９次計画期間と2025年・2040年の圏域別の総人口と高齢者人口の将来推計（京都府）】

（単位：人）

注：数値は市町村報告値の集計による

(31.1%) (21.7%) (24.6%)

21,682

(16.4%) (20.4%) (19.6%)

85歳以上
180,412 9,179 15,302 10,755 102,603 33,118 9,455

(8.1%) (14.9%) (10.2%) (11.0%) (7.0%) (9.6%) (8.6%)

75歳以上
409,498 19,087 32,687 23,956 241,707 70,379

118,390

66,055

総人口 2,560,999

2040
(R22)
年

総人口 2,238,226 61,417 150,409 97,553 1,473,092 345,367 110,388

65歳以上
753,033 29,924 55,811 40,507 456,173 130,286 40,332

(33.6%) (48.7%) (37.1%) (41.5%) (31.0%) (37.7%) (36.5%)

(18.3%)

□　当計画期間内の高齢者人口の将来推計によると、高齢者人口は、2021（令和3）

　年から2023（令和5）年までの２年間で約２千人減少する一方、高齢化率は

　２９．０％に上昇する見通しです。

　　75歳以上人口は、2021（令和3）年からの２年間で約３万４千人増え、85歳以上

　人口は、同じく約７千人増える見通しです。（図表２－４）

合計
丹後 中丹 南丹 京都・乙訓 山城北 山城南

88,434 186,230 128,762 1,615,566 423,617

(22.7%) (18.3%) (17.0%) (14.4%) (15.6%) (12.9%)

(27.4%)

75歳以上
390,234 20,111 34,125 21,932 232,680

□　また、現状では比較的高齢化率が低い京都・乙訓、山城南圏域においても、

　今後急速に高齢化率が上昇する見通しです。（図表２－４）

総人口 2,548,226 86,957 184,391

15,331

(15.2%)

(28.8%) (39.9%) (32.7%) (33.8%) (27.0%) (30.6%)

129,411 32,876

(30.8%) (27.8%)

1,610,845 420,454 118,324127,255

65歳以上
738,571 35,283 60,901 43,538 436,766 129,633 32,450

128,750 8,097 12,757 7,674

65歳以上
736,187 34,870 60,287 43,567 434,844 129,375 33,244

(29.0%)

(13.7%)

65歳以上
737,107 35,084 60,587 43,551 435,598

総人口 2,535,457 85,482 182,551 125,748 1,606,126 417,292 118,258

22,706 242,894 69,992 16,185

(16.0%) (23.5%) (18.9%)

(40.8%)

20,836 35,721 23,711 253,062

75歳以上
407,091 20,422 34,892

73,966 17,332

(16.7%) (24.4%) (19.6%) (18.9%) (15.8%) (17.7%) (14.7%)
75歳以上

424,628

(17.8%)

(28.1%)

75歳以上
452,347 21,478 37,214 25,366 268,415 80,423

総人口 2,509,875 82,524 178,867 122,729 1,596,673 410,957 118,125

65歳以上
734,100 34,417 59,669 43,598 433,603 128,831 33,982

(29.2%) (41.7%) (33.4%) (35.5%) (27.2%) (31.3%) (28.8%)

(19.6%) (16.5%)(26.0%) (20.8%) (20.7%) (16.8%)

76,949 18,586 4,687

(5.0%) (9.2%) (6.9%) (6.0%) (4.8%) (4.4%) (4.0%)

(28.9%) (40.3%) (32.9%) (34.2%) (27.0%)

(15.1%) (16.6%)

(33.0%) (34.6%) (27.1%) (31.0%)

(5.6%) (10.0%) (7.2%) (6.5%) (5.3%) (5.5%) (4.4%)

2021
(R3)
年

85歳以上

85歳以上
133,035 8,151 12,836 7,807 79,727 19,654 4,860

(5.2%) (9.4%) (7.0%) (6.1%) (4.9%) (4.7%) (4.1%)

2022
(R4)
年

19,451

(18.0%)

2023
(R5)
年

2025
(R7)
年

85歳以上
136,220 8,190 12,897 7,939 81,614 20,542 5,038

(5.4%) (9.6%) (7.1%) (6.3%) (5.1%) (4.9%) (4.3%)

85歳以上
141,441 8,216 12,926 7,989 84,668 22,411 5,231
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【図表２－３、２－４グラフ】

□　高齢者人口の長期的な将来推計を見ると、2045年には高齢化率が３７．８％

　に達する見通しです。また、後期高齢者の割合も2030年には２０％を超え、

　５人に１人が後期高齢者となると見込まれています。（図表２－５）

□　高齢者人口の長期的な将来推計を年代別・圏域別に見てみると、６５歳以上

　人口は今後「緩やかに増加～減少」する見通しである一方で、８５歳以上人口

　は京都府全体で2035年に2015年の約２．２倍に達し、圏域別に見ると約３倍近

　くに達する圏域もあると予測されています。（図表２－５）
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第２章

【図表２－５　総人口と高齢者人口の将来推計（京都府）】 ※暫定

注：数値は第８期介護保険事業計画における介護サービス見込量等の市町村推計（第１回目）の集計による

総人口 2,527,538

合　計 丹後 中丹 南丹 京都・乙訓 山城北 山城南

90,974 189,399 132,459 1,559,308 431,950 123,448

65歳以上
738,209 35,505 61,213 43,421 437,024 129,146 31,900

(29.2%) (39.0%) (32.3%) (32.8%) (28.0%) (29.9%) (25.8%)

180,114 125,346 1,531,497 418,255 126,180

75歳以上
386,113 19,975 33,580 21,884 231,258 64,432

(6.7%) (5.6%) (4.7%) (4.0%) (3.6%)

26,581 265,269 82,158

65歳以上
734,100 34,417 59,669 43,598 433,603 128,831 33,982

(29.8%) (41.4%) (33.1%) (34.8%) (28.3%) (30.8%) (26.9%)

75歳以上
452,347 21,478 37,214 25,366 268,415 80,423 19,451

(18.4%) (25.8%)

5,231

(5.7%) (9.9%)

(20.7%)

(8.7%) (7.7%) (6.5%) (7.2%) (5.3%)

総人口 2,381,449 75,638 170,743 117,424 1,491,122 398,463 128,059

65歳以上
728,681 33,114 57,524 42,712 432,918 126,871 35,542

(30.6%) (43.8%) (33.7%) (36.4%) (29.0%) (31.8%) (27.8%)

75歳以上
453,870 21,259 36,915

(29.7%) (21.7%) (22.6%) (17.2%) (19.9%) (17.0%)

21,688

(19.1%) (28.1%) (21.6%) (22.6%) (17.8%) (20.6%) (16.9%)

総人口 2,290,024 68,263 161,204 108,830 1,442,399 380,004 129,324

85歳以上
164,563 8,438 14,780 9,007 96,697 28,852 6,789

(6.9%) (11.2%)

65歳以上
729,984 31,283 55,652 40,407 439,146 126,181 37,315

(31.9%) (45.8%) (34.5%) (37.1%) (30.4%) (33.2%) (28.9%)

75歳以上
426,349 20,257 35,001 24,624 248,751 75,788 21,928

(18.6%)

112,886 35,821 9,176

(8.5%) (14.0%) (10.0%) (9.9%) (7.8%) (9.4%) (7.1%)
85歳以上

(単位：人)

85歳以上

(22.0%) (17.7%) (16.5%) (14.8%) (14.9%) (12.1%)

総人口 2,464,591 83,199

(7.2%) (6.4%) (5.5%)

(20.2%) (17.5%) (19.2%) (15.4%)

14,984

(15.3%)

9,542 16,191 10,787

2020
(R2)
年

2025
(R7)
年

2030
(R12)
年

2035
(R17)
年

85歳以上
123,569 8,020 12,693 7,470 73,419 17,462 4,505

(4.9%) (8.8%)

23,956 241,707 70,379 21,682

(18.7%) (31.3%)

141,441 8,216 12,926 7,989 84,668 22,411

151,526 99,744 1,388,643 358,554 130,041

(5.4%) (4.1%)

194,403

65歳以上
753,033 29,924 55,811 40,507 456,173 130,286 40,332

(34.4%) (49.0%) (36.8%) (40.6%) (32.9%) (36.3%) (31.0%)

75歳以上
409,498 19,087 32,687

(21.6%) (24.0%) (17.4%) (19.6%) (16.7%)

85歳以上
180,412 9,179 15,302 10,755 102,603 33,118 9,455

(8.2%) (15.0%) (10.1%) (10.8%) (7.4%) (9.2%) (7.3%)

2040
(R22)
年

総人口 2,189,533 61,025
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第２章

【図表２－５グラフ　2020年の人口を１とした場合の高齢者人口の増加率】 ※暫定

注：数値は第８期介護保険事業計画における介護サービス見込量等の市町村推計（第１回目）の集計
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第２章

【図表２－６　要介護認定率（年齢階級別・要介護度別）（京都府）〔概算〕】

□　要介護認定率を年齢階級別・要介護度別で見ると、７５歳以上８０歳未満では

　１５％に留まっていますが、８０歳以上８５歳未満では約１／３が要介護認定を

　受けており、８５歳以上９０歳未満では過半数を超え、９０歳以上では約８割が

　要介護認定を受けています。

　　特に、要介護３以上に絞って見ると、８０歳以上８５歳未満で約１割、８５歳

　以上９０歳未満で約２割、９０歳以上で約４割となっています。（図表２－６）

注１：介護保険事業状況報告令和2年9月月報　及び　第8期介護保険事業計画における介護サービス見込量等
の市町村推計（第1回目）から概算
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第２章

▲
▲

【図表２－７　総世帯数と高齢者世帯の推移（全国）】

注１：2015(H27)年以前は国勢調査による

注３：2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所の2018(平成30)年推計による

注４：2020年以降の「高齢夫婦世帯」は世帯主が65歳以上の世帯をいう

注２：2015(H27)年以前の「高齢夫婦世帯」は、夫65歳以上、妻60歳以上の一般世帯（施設等に
　　　入所していない世帯）をいう

2040年 5,076 687 13.5% 896 17.7% 1,583 31.2% 

うち高齢単身世帯 合　計

構成比 構成比 構成比

２　高齢者の世帯の状況

高齢夫婦世帯、高齢単身世帯が大きく増加し総世帯数の約１／４を占める

特に、丹後地域、中丹地域は高い状況

（１）全国の状況

□　2015（平成27）年の国勢調査によると、高齢夫婦世帯と高齢単身世帯が大きく

　増加し、総世帯数の約２３％を占める状況にあります。（図表２－７）

□　今後もこの傾向は続き、総世帯数が2025年をピークに減少に転じる一方で、

　2040年には高齢夫婦世帯と高齢単身世帯があわせて１５８３万世帯となり、総

　世帯数の３０％以上を占めると予測されています。（図表２－７）

359 8.8% 

1995(平成 7)年 4,390 276 6.3% 220 5.0% 496 11.3% 

1990(平成 2)年 4,067 197 4.8% 162 4.0% 

1985(昭和60)年 3,798 142 3.7% 118 3.1% 260 6.8% 

(単位：万世帯)

総世帯数
(一般世帯)

うち高齢夫婦世帯

1,004 19.4% 

2015(平成27)年 5,333 608 11.4% 593 11.1% 1,201 22.5% 

2010(平成22)年 5,184 525 10.1% 479 9.2% 

669 14.3% 

2005(平成17)年 4,906 449 9.1% 386 7.9% 835 17.0% 

2000(平成12)年 4,678 366 7.8% 303 6.5% 

1,465 27.4% 2030年 5,348 669 12.5% 796 14.9% 

1,377 25.4% 

2025年 5,412 674 12.5% 751 13.9% 1,426 26.3% 

2020年 5,411 674 12.5% 703 13.0% 

2035年 5,232 667 12.7% 842 16.1% 1,508 28.8% 
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第２章

【図表２－７グラフ】

【図表２－８　総世帯数と高齢者世帯の推移（京都府）】

注１：2015(平成27)年以前の数値は国勢調査による

注３：2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所の平成31(2019)年4月推計による

注４：2020年以降の「高齢夫婦世帯」は世帯主が65歳以上の世帯をいう

91,192 10.2% 

1995(平成 7)年 958,252 63,756

158,339 15.6% 

2005(平成17)年 1,063,907 99,794 9.4% 92,218 8.7% 192,012 18.0% 

2000(平成12)年 1,015,468 82,234 8.1% 76,105 7.5% 

202,190 19.1% 345,464 32.7% 

12.3% 149,846 13.0% 290,996 25.3% 

2010(平成22)年 1,120,440 117,836 10.5% 110,366 9.9% 

（２）京都府の状況

□　2015（平成27）年の国勢調査によると、高齢夫婦世帯や高齢単身世帯が大きく

　増加し、総世帯数の約２５％を占める状況にあり、全国と比べても高い割合を示

　しています。（図表２－８）

□　今後総世帯数が減少する一方で、特に高齢単身世帯が増加し、2040年には高齢

　夫婦世帯と高齢単身世帯が総世帯数の約３３％を占めると予測されています。

　（図表２－８）

(単位：世帯)

1985(昭和60)年 857,424 38,034 4.4% 32,948 3.8% 70,982 8.3% 

総世帯数
(一般世帯)

  うち   うち
合　計

高齢夫婦世帯 高齢単身世帯

構成比 構成比 構成比

6.7% 56,497 5.9% 120,253 12.5% 

1990(平成 2)年 893,733 47,776 5.3% 43,416 4.9% 

314,964 27.0% 

2025(令和7)年 1,157,598 146,264 12.6% 175,516 15.2% 321,780 27.8% 

2020(令和2)年 1,164,533 148,777 12.8% 166,187 14.3% 

228,202 20.4% 

2015(平成27)年 1,151,422 141,150

326,005 28.7% 2030(令和12)年 1,135,507 142,079 12.5% 183,926 16.2% 

2040(令和22)年 1,056,052 143,274 13.6% 

注２：2015(平成27)年以前の「高齢夫婦世帯」は、夫65歳以上、妻60歳以上の一般世帯（施設等に
入所していない世帯）をいう

2035(令和17)年 1,099,515 139,619 12.7% 191,724 17.4% 331,343 30.1% 

118 162 220 303 386 479 593 703 751 796 842 896142 197 276 366 449 525 608 674 674 669 667 687

3,538 3,708
3,894

4,009 4,071
4,180 4,132 4,034 3,986 3,883 3,723 3,492

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
その他(上段) 高齢夫婦(中段) 高齢単身(下段)

万世帯
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【図表２－８グラフ】

【図表２－９　圏域別の総世帯数と高齢者世帯（京都府：2015(平成27)年度）】 (単位：世帯)

注１：数値は国勢調査による

【図表２－９グラフ】

構成比 構成比 構成比

丹後 37,126 6,043 16.3% 5,378 14.5% 11,421 

□　京都府における2015（平成27）年の国勢調査の世帯数を圏域別に比較すると、

　高齢夫婦世帯の割合が最も高いのは丹後圏域で１６．３％、次いで山城北圏域が

　１５．０％となっています。（図表２－９）

□　また、高齢単身世帯の割合についても、丹後圏域が最も高く１４．５％となっ

　ており、次いで中丹圏域が１３．６％となっており、特に府北部の割合が高く

　なっています。（図表２－９）

総世帯数
うち高齢夫婦世帯 うち高齢単身世帯 合　計

13,266 25.5% 

京都・乙訓 764,923 78,561 10.3% 92,882 12.1% 171,443 22.4% 

南丹 52,028 7,702 14.8% 5,564 10.7% 

30.8% 

中丹 80,418 11,876 14.8% 10,938 13.6% 22,814 28.4% 

44,451 25.5% 

山城南 42,476 6,176 14.5% 3,510 8.3% 9,686 22.8% 

山城北 174,451 26,192 15.0% 18,259 10.5% 

273,081 23.7% 合計 1,151,422 136,531 11.9% 

注２：高齢夫婦世帯とは、夫65歳以上、妻60歳以上の一般世帯（施設等に入所していない世帯）
　　　をいう

136,550 11.9% 

33 43 56 76 92 110 150 166 176 184 192 20238 48 64 82 100 118 141 149 146 142 140 143

786 803 838 857 872 892 860 850 836 810 768 711

0
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その他(上段) 高齢夫婦(中段) 高齢単身(下段)千世帯

14.5% 13.6% 10.7% 12.1% 10.5% 8.3%

16.3% 14.8% 14.8% 10.3% 15.0% 14.5%

69.2% 71.6% 74.5% 77.6% 74.5% 77.2%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%
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その他(上段) 高齢夫婦世帯(中段) 高齢単身世帯(下段)
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▲
▲

【図表２－１０　世帯主の年齢階級別　１世帯当たりの年間収入・支出、貯蓄・負債】

注：数値は総務省「家計調査（二人以上世帯）」（2019年）による

３　高齢者の生活と住まいの状況

世帯主の年齢階級別（二人以上世帯）で見ると、６０歳以上の世帯では
年間収入は全世帯平均を下回るが、貯蓄額は２千万円を超えている。

高齢者世帯の１世帯あたりの平均所得金額は312万円

□　二人以上の世帯を世帯主の年齢階級別に見てみると、年間収入は６０～６９歳

　の世帯で５９０万円、７０歳以上の世帯で４３５万円と全世帯平均の６２９万円

　を下回っています。

　　年間消費支出は６０～６９歳の世帯が３５１万円で、全世帯平均の３５２万円

　とほぼ同額になっています。

　　貯蓄については６０～６９歳の世帯で２千３百万円を超えています。

　　負債については３０～３９歳の世帯が約１千４百万円でピークになり、６０～

　６９歳の世帯では２５０万円、７０歳以上の世帯では７０万円となっています。

　（図表２－１０）

□　「国民生活基礎調査」（厚生労働省）によると、平成30年の１世帯あたりの

　平均所得金額は、全世帯では５５２万３千円で、高齢者世帯（６５歳以上の人

　のみで構成するか、又はこれに１８歳未満の未婚の人が加わった世帯）では、

　３１２万６千円となっています。

この項目のポイント

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平均 ～29歳 30～39 40～49 50～59 60～69 70歳以上

年間収入 年間消費支出 貯蓄 負債

（万円）
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【図表２－１１　高齢単身無職世帯の家計収支　2019年】

注１：総務省「家計調査」（2019年）による

注２：高齢単身無職世帯とは、60歳以上の単身無職世帯である

注３：図中の「社会保障給付」及び「その他」の割合（％）は、実収入に占める割合である

注４：図中の「食料」から「その他の消費支出」の割合（％）は、消費支出に占める割合である

【図表２－１２　生活保護受給者の状況】

□　消費支出の内訳を見ると、「食料」、交際費などの「その他の消費支出」、

　「教養娯楽」などの割合が高くなっています。（図表２－１１）

□　高齢単身無職世帯（60歳以上の単身無職世帯）の実収入は月額約１２万５千円

　で、うち可処分所得は約１１万３千円となっています。（図表２－１１）

□　一方、生活費などの消費支出は約１４万円で、不足分は、預貯金などの金融資

　産の取崩しなどで賄われています。（図表２－１１）

104万人

 65歳以上人口
   に占める割合

2.80% 2.89% 2.89% 2.93% 2.93%

全国

 65歳以上の
   生活保護受給者

92万人 97万人 100万人 103万人

26,200人

 65歳以上人口
   に占める割合

3.44% 3.58% 3.48% 3.51% 3.50%

京都府

 65歳以上の
   生活保護受給者

24,087人

□　生活保護受給者の推移を見ると、平成30年7月末における６５歳以上の生活保護

  受給者は、全国で１０４万人、京都府では２６，２００人で、６５歳以上の人口

  に占める生活保護受給者の割合は全国で２．９３％、京都府で３．５％となって

  います。（図表２－１２）

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

25,178人 25,539人

注：数値は厚生労働省「被保護者調査／年次調査（個別調査）」による
　　各年7月31日現在の状況である

26,086人
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【図表２－１３　高齢者夫婦世帯、高齢者単身世帯の居住の状況（京都府）】

注１：高齢夫婦世帯とは、夫65歳以上、妻60歳以上の世帯をいう

注２：高齢者単身世帯とは、65歳以上の単身世帯をいう

注３：数値は、平成30年住宅・土地統計調査による

【図表２－１４　高齢者のいる世帯のうち、高齢者設備のある割合（京都府）】

注：数値は、平成30年住宅・土地統計調査による

全 体

世帯総数

うち持ち家世帯数（持ち家の割合）

うち借家世帯数  （借家の割合）

113,100（86.8%） 106,100（68.2%）

□　高齢者の住まいの状況については、高齢者のいる世帯のうち 持ち家世帯の割合

　は、高齢夫婦世帯で８６．８％、高齢者単身世帯で６８．２％となっています。

　（図表２－１３）

155,500

高齢者単身世帯高齢夫婦世帯

130,300

 16,600（12.7%） 49,000（31.5%）

持ち家 借 家

手すりや段差のない屋内など
高齢者設備のある割合

58.6% 60.9% 48.8%

□　また、手すりや段差のない屋内など高齢者設備のある割合は、持ち家で

　６０．９％、借家で４８．８％となっています。（図表２－１４）
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▲
▲

▲

【図表２－１５　要介護（要支援）認定者数の状況（全国）】

注１：数値は厚生労働省老健局「介護保険事業状況報告年報」による

(14.1%)
2

858,446 867,870 880,319 925,524 944,440

(13.8%) (13.7%) (13.7%) (14.1%)

要支援

1
889,645 891,758 877,891

(13.1%) (13.2%) (13.3%) (13.2%) (13.2%)

(17.4%) (17.4%) (17.5%) (17.3%) (17.3%)

3
809,617 851,635 866,569

(19.9%) (20.2%)

４　要介護認定者の状況

高齢者数の増加に伴い、全国・京都府とも要介護・要支援認定者が増加

927,688 934,336

(14.3%) (14.1%) (13.7%)

京都府は全国に比べ、要介護認定率が高い

（１）全国の状況

□　全国の要介護（要支援）認定者数は、令和2年3月末で約６６９万人となって

　います。（図表２－１５）

□　高齢者の増加に伴って総数は増加していますが、要介護度別構成割合には大き

　な変化は見られません。（図表２－１５）

（単位：人）

(14.1%) (14.0%)

Ｈ28年3月末 Ｈ29年3月末 Ｈ30年3月末 Ｈ31年3月末 Ｒ2年3月末

京都府は全国に比べ、軽度者の割合が高い

601,344 600,834 599,346 601,279 602,475

(9.7%) (9.5%) (9.3%)

4
743,913

(20.2%)

2
1,080,481 1,102,791 1,124,344 1,137,175 1,156,016

1
1,220,477

764,491 785,013 801,079 817,695

(12.0%) (12.1%) (12.2%) (12.2%)

(100.0%) (100.0%) (100.0%)

認定率 17.9% 18.0% 18.0% 18.3% 18.5%

注２：ただし、令和2年3月末の数値は厚生労働省老健局「介護保険事業状況報告月報（令和2年
　　　3月分）（暫定）」による

計
6,203,923 6,319,730 6,412,760 6,582,416 6,686,282

(100.0%) (100.0%)

要介護
832,152

(20.1%)

1,259,834 1,294,212 1,323,102 1,351,698

(19.7%)

879,622

(9.1%) (9.0%)

(12.2%)

5

この項目のポイント
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【図表２－１６　要介護(要支援)認定者数の状況（京都府）】

注１：数値は厚生労働省老健局「介護保険事業状況報告年報」による

【図表２－１７　圏域別の要介護(要支援)認定者数の状況（京都府）】

注：数値は京都府調査による

（単位：人）

Ｈ28年3月末 Ｈ29年3月末 Ｈ30年3月末 Ｈ31年3月末 Ｒ2年3月末

□　京都府の要介護（要支援）認定者数は、令和2年3月末で約１５万６千人となっ

　ており、高齢者の増加に伴い、総数は平成31年3月末と比べて１．７％増加してい

　ます。（図表２－１６、２－１７）

□　圏域別の要介護認定者数は、平成29年度末以降、どの圏域でも増加が続いてい

　ます。（図表２－１７）

□　認定率について見ると、全国に比べ京都府のほうが高い状況となっています。

　（図表２－１６、図表２－１７）

（２）京都府の状況

□　要介護度別構成割合は、要支援１～要介護２（軽度者）の占める割合が、全体

　の６６．１％（全国平均６５．７％）となっており、全国と比べて０．４％高く

　なっています。（図表２－１６、図表２－１７）

24,475   25,006   

(15.3%) (15.3%) (15.2%) (15.9%) (16.0%)

19,966   

(12.8%) (12.6%) (12.1%) (13.1%) (12.8%)
要支援

1
18,096   18,274   17,888   20,119   

2
21,712   22,166   22,520   

(17.8%) (17.5%) (17.4%)

2
27,920   29,204   30,025   30,157   31,215   

(19.7%)

要介護

1
24,338   25,236   26,424   26,859   27,241   

(17.2%) (17.4%)

17,498   

(11.3%) (11.3%) (11.5%) (11.3%) (11.2%)

(14.4%) (14.4%) (14.5%) (14.2%) (14.3%)

4
16,037   16,325   17,025   17,418   

(20.1%) (20.3%) (19.6%) (20.0%)

3
20,356   20,944   21,432   21,829   22,429   

(100.0%) (100.0%)

認定率 19.5% 19.7% 20.0% 20.6% 20.8%

(8.4%)

計
141,495   145,051   148,170   153,834   156,422   

(100.0%) (100.0%) (100.0%)

5
13,036   12,902   12,856   12,977   13,067   

(9.2%) (8.9%) (8.7%) (8.4%)

20,339 4,741 

(103.1%) (102.6%) (99.7%) (103.1%) (103.8%) (102.8%) (102.9%)
Ｈ28年3月末

141,495 7,574 12,237 7,423 89,181 

（単位：人）

合　計
(対前年伸率) 丹後 中丹 南丹

京都・
乙訓

山城北 山城南

21,563 5,004 
(102.2%) (103.0%) (100.6%) (100.4%) (102.4%) (102.2%) (102.7%)

Ｈ30年3月末
148,170 7,784 12,236 7,419 94,164 

21,102 4,871 
(102.5%) (99.7%) (99.4%) (99.5%) (103.1%) (103.8%) (102.7%)

Ｈ29年3月末
145,051 7,555 12,163 7,389 91,971 

23,259 5,598 
(101.7%) (101.7%) (100.8%) (100.9%) (101.5%) (102.4%) (104.7%)

Ｒ2年3月末
156,422 8,112 12,614 7,568 99,271 

22,711 5,347 
(103.8%) (102.5%) (102.3%) (101.1%) (103.8%) (105.3%) (106.9%)

Ｈ31年3月末
153,834 7,978 12,515 7,503 97,780 

注２：ただし、令和2年3月末の数値は厚生労働省老健局「介護保険事業状況報告月報（令和2年
　　　3月分）（暫定）」による
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【図表２－１８　圏域別の要介護(要支援)認定者数の将来推計（京都府）】

1

2

1

2

3

4

5

1

2

1

2

3

4

5

(対前年伸率)

1

2

1

2

3

4

5

(対前年伸率)

1

2

1

2

3

4

5

1

2

1

2

3

4

5

注１：数値は市町村報告値による 注２：要介護（要支援）認定者数は、第１号被保険者と第２号被保険者の計

11,505 33,311 9,441 

16,762 

8,047 107,811 98,679 9,132 

27.9% 24.7% 22.6% 25.6% 25.5% 25.9% 25.3% 23.2%

2040
(R22)
年度

(推 計)

要支援
22,441

29,035

要介護

32,441

38,289

29,352

23,548

16,908

合　計 192,014

認定率 25.2%

8,422 13,770 9,253 117,817 106,312 

1,880 

12,244 11,050 1,194 

1,351 

3,894 

要介護

29,336

33,512

要支援
21,497

27,177

要介護

28,624

32,714

23,736

18,530

13,755

合　計 166,033

14,087

合　計 170,168

102.5%

認定率 22.8%

1,205 18,220 

22,886

28,804

要介護

30,415

34,688

25,295

19,756

14,602

合　計 176,446

認定率 23.7%

22,610 2,039 6,122 

763 1,179 1,043 10,334 9,243 1,091 2,649 940 

1,567 

2022
(R4)
年度

(推 計)

認定率 22.2%

2023
(R5)
年度

(推 計)

要支援
22,064

27,843

1,109 1,689 1,270 14,214 12,583 1,631 3,959 1,307 

24,337

18,989

2,485 1,522 19,122 16,935 2,187 6,199 

2025
(R7)
年度

(推 計)

要支援

743 1,116 891 

103.0%

1,501 24,649 

9,141 8,309 832 

8,432 13,271 8,286 111,330 101,582 9,748 

1,290 1,291 1,161 13,882 12,349 1,533 

1,213 2,203 1,151 18,532 17,155 1,377 

1,047 1,566 1,086 

5,083 1,379 

24.2% 22.0% 18.7% 25.1% 25.5% 23.3% 21.7% 19.7%

1,208 1,252 1,273 13,287 11,775 1,512 4,357 1,064 

1,152 2,191 1,458 4,942 1,325 

1,286 2,174 1,439 17,991 16,404 1,587 

1,546 

1,337 2,800 

100.8% 101.0% 101.9% 102.5% 102.4% 103.4%

23.7% 21.4% 18.2% 24.2% 24.7% 21.7%

1,224 1,986 1,244 15,363 14,222 1,141 

1,034 1,540 1,054 11,797 10,690 1,107 

737 1,099 864 8,838 8,055 783 

8,377 13,077 

1,209 2,171 1,125 17,998 16,703 1,295 

1,570 2,362 1,304 18,073 16,243 1,830 

1,319 2,646 1,346 22,270 20,737 1,533 

100.9% 101.4% 102.2% 103.0% 103.0% 103.6%

23.4% 21.1% 17.8% 23.5% 24.1% 21.0%

1,284 1,273 1,110 13,472 12,029 1,443 

1,024 1,534 1,031 11,500 10,431 1,069 

731 1,085 842 8,625 7,867 758 

1,302 2,622 1,328 21,745 

8,310 12,945 7,895 105,204 96,374 8,830 

2,140 1,109 17,580 16,325 1,255 

1,559 2,337 1,278 17,644 15,874 1,770 

20,267 1,478 

1,211 1,973 1,224 14,972 13,871 1,101 

丹後 中丹 南丹
京都・乙訓

京都市 乙訓

23.1% 20.7% 17.4%

12,756 

17,092 

17,130 

21,116 

14,495 

11,137 

8,374 

102,100 

22.8%

11,404 

15,877 

15,419 

19,689 

13,435 

10,111 

7,642 

93,577 

17,981

13,349

161,220

21.5%

1,273 

2021
(R3)
年度

(推 計)

要支援

要介護

2,946 

4,414 

18.5%

2,648 

1,231 1,060 

1,203 2,082 1,091 

1,544 2,294 1,254 

1,287 2,609 1,301 

1,200 1,952 1,206 

1,009 1,534 996 

11,739 1,399 

1,204 

954 

1,583 2,395 1,352 18,631 16,685 1,946 

1,326 2,683 1,370 22,975 21,337 1,638 

1,230 2,017 1,275 15,925 14,697 1,228 

合　計

認定率

合　計

20,862

26,393

27,794

31,801

23,040

（単位：人）

山城北 山城南

4,019 906 

4,629 

3,823 719 

3,350 837 

943 

4,311 1,177 
1,060 

1,026 

24,490 5,903 

1,352 

1,215 

1,711 

1,427 

732 

8,523 

4,134 791 

4,342 998 

19.4% 18.4%

1,275 

17.9%

2,543 762 

1,815 559 723 1,064 814 

8,239 12,766 7,722 

3,989 754 

3,493 

981 

4,487 1,230 

4,190 

4,825 

23.3% 20.2%

1,279 1,254 1,083 13,138 

103.7% 103.9%

20.1% 18.9%

793 

1,887 585 

863 

25,519 6,160 

848 

4,640 1,065 

5,366 

867 

2,076 635 

28,319 6,808 

1,088 

4,983 

1,947 602 

26,455 6,401 

2,743 821 

3,624 896 

5,009 1,018 

4,656 

104.2% 104.4%

954 

□　要介護等認定者数は今後も増加すると見込まれ、2023（令和5）年度の京都府

　内の認定者数は約１７万人と、2020（令和2）年3月末と比較して７．６％増加

　すると推計されます。（図表２－１８）
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【図表２－１９　要介護（要支援）認定者数の将来推計（京都府）】

□　図表２－１８でお示しした今後の要介護（要支援）認定者数の長期的な
　将来推計をグラフ化すると、今後も要介護認定者は増加を続け、2035年に
　はピークをむかえ、約１９万７千人に達する見込みとなります。
　（図表２－１９）

注１：介護保険事業状況報告令和2年9月月報 及び 第８期介護保険事業計画における介護サービス見込量等
の市町村推計（第１回目）から試算

□　特に、要介護３～５の重度者に着目すると、今後も増加し続け、2040年には

　2020年の約１．３倍に増加することとなります。（図表２－１９）

要介護

３～５

50千人

(2015)

↓

91千人

(2040)
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▲
▲

（１）受診者総数等の状況

【図表２－２０　患者数の状況（全国）】

注：数値は厚生労働省「平成29年患者調査」による

【図表２－２１　患者数の状況（京都府）】

注：数値は厚生労働省「平成29年患者調査」による

高齢者の受診数が、全体の約半数を占めており、疾病では「循環器系疾患」が
最も多い

京都府の高齢者医療費は全国平均と比較して高水準

入　院 外　来 合　計

□　平成29年患者調査（全国編）によると、全国の高齢者の受診者総数は約４６０

　万人であり、患者数の５４．２％となっています。（図表２－２０）

５　高齢者の受診・疾病の状況

患　者　数 １３１．３万人 ７１９．１万人 ８５０．４万人

うち65歳以上
　９６．１万人 ３６４．５万人 ４６０．６万人

　（７３．２％） 　（５０．７％）

１５．９万人

□　京都府内の高齢者の受診者総数は約９．０万人で、患者数の５６．３％と約６

　割を占める状況であり、全国より高い数値となっています。（図表２－２１）

　（５４．２％）

入　院 外　来 合　計

患　者　数 ２．９万人

うち65歳以上
２．３万人 　６．７万人 　９．０万人

（７８．８％） （５１．４％） （５６．３％）

１３．１万人

□　高齢者の入院に係る傷病別の状況をみると、「循環器系疾患」が２１．１％と

　最も多く、次いで「精神及び行動の傷害神経系疾患」が１２．９％、「損傷、中

　毒及びその他の外因の影響」がそれぞれ１０．９％となっています。

　（図表２－２２）

この項目のポイント
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【図表２－２２　高齢者の入院に係る傷病別の状況（京都府）】

注：数値は京都府健康福祉統計「平成29年患者調査」による

【図表２－２３　高齢者の医療費の状況（京都府）】

注：数値は厚生労働省「後期高齢者医療事業年報」による

【図表２－２４　高齢者の１人当たり医療費の状況（全国上位）】

注：数値は厚生労働省「後期高齢者医療事業年報」による

万件

福岡県 高知県 長崎 京都府 新潟県

1,179千円 1,178千円 1,103千円 1,022千円 760千円 944千円

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度

 高齢者医療費総額 ３，３９７ 億円 ３，５５８ 億円 ３，６８３ 億円

 給付件数 ９４４ 万件 ９８９ 万件 １，０２８

（１２．９％） （１０．９％）

主な傷病
高血圧性疾患
脳血管系疾患

　 統合失調症
　 神経症性障害
　 ストレス関連障害

骨折

第１位 第２位 第３位

（構成比） （２１．１％）

（２）高齢者医療費の状況

□　平成30年度の京都府の高齢者医療費の総額は約３，６８３億円となっており、

　１人当たり高齢者医療費は、１，０２１，６５４円で全国第１５位と全国的にも

　高水準となっています。（図表２－２３、２－２４）

１位 ２位 ３位 １５位 ４７位 全国平均

傷病分類名 循環器系疾患
精神及び行動の傷害

神経系疾患
損傷、中毒及び

その他の外因の影響
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第３章　第８次計画の取組状況

１　介護保険サービスの実施状況

２　成果指標の推進状況

３　府内市町村の「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」

　　及び「在宅介護実態調査」の概要

この章では、各市町村における介護保険サービスの実施状況や

成果指標の進捗状況等、第８次京都府高齢者健康福祉計画

（計画期間：平成３０～令和２年度）の取組状況について説明

します。

本章の【３ 府内市町村の「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」

及び「在宅介護実態調査」の概要】については現在作成中です
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□　介護保険制度がスタートした平成12年4月から21年目を迎え、この間、高齢化

  の急速な進行や介護保険制度の普及に伴い、被保険者数・要介護認定者数は年々

  増加し続けている状況です。

１　介護保険サービスの実施状況

3,008 99.2%

中 丹

□　このような中で、平成30年度から令和2年度までの第８次計画期間における府内

  各圏域の介護保険サービス提供については、サービス毎に増減はあるものの、受給

  者に対して、おおむね計画どおりのサービス提供が行われています。

【居宅サービスの実績】

□　居宅サービスは、各サービスにおいて若干の増減はあるものの、圏域内において

　おおむね計画通りのサービス提供が行われています。サービス別の実績では、訪問

　リハビリテーション（介護予防含む）や居宅療養管理指導について、計画値を上回

　る傾向が見られます。

区　　分

Ｈ30年度 Ｒ元年度

実績 計画 対計画比 実績 計画 対計画比

A B A/B C D C/D

□　利用状況の詳細については、以下のとおりです。

□　また、介護老人福祉施設や介護老人保健施設、地域密着型の施設サービスなど

　については、京都府の補助制度等の活用により、計画に基づいて整備が進められて

　います。

①訪問介護 109,363 107,520 101.7% 111,960 109,992 101.8%

丹 後 3,008 2,950 102.0% 2,983

7,545 7,985 94.5% 7,314 7,958 91.9%

南 丹 4,995 5,157 96.9% 4,542 5,772 78.7%

京 都 ・ 乙 訓 74,875 72,395 103.4% 76,408 73,234 104.3%

山 城 北 15,553 15,539 100.1% 16,521 16,305 101.3%

（回/週） 山 城 南 3,387 3,494 96.9% 4,192 3,715 112.9%

第３章 第８次計画の取組状況
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③訪問看護 19,637 21,416 91.7% 21,669 23,540 92.1%

中 丹

南 丹

京 都 ・ 乙 訓 1,155 1,130 102.2% 1,115 1,146 97.3%

100.9% 247 241 102.4%

96 106.0%

山 城 北 245 331 74.0% 248 361

71 74.4% 50 71

Ｈ30年度 Ｒ元年度

実績 計画 対計画比

D C/D

68.8%

山 城 南 43 45 95.7% 35 49 71.4%

71.0%

区　　分 実績

②訪問入浴介護 1,843 1,907 96.7% 1,797

B

丹 後 661 892 74.1% 668 908 73.5%

53

249 247

計画 対計画比

A

682

京 都 ・ 乙 訓 14,307 14,530 98.5% 15,768 16,313 96.7%

A/B C

1,964 91.5%

丹 後

山 城 北 2,547 2,853 89.3% 2,785 3,045

119.2% 102

91.4%

中 丹 972 1,506 64.6% 1,265 1,493 84.7%

（回/週）

71.9%南 丹 467 525 88.9% 414 576

京 都 ・ 乙 訓

丹 後 259 129 200.4% 210 133 157.9%

99 83

南 丹 524 342 153.2% 429 361 118.9%

中 丹 356 334 106.6% 383 352 108.8%

④訪問リハビリテーション 11,836 10,056 117.7% 12,253 10,668 114.9%

（回/週） 山 城 南 1,110 61.5% 770 1,205 63.9%

⑤居宅療養管理指導 18,239 16,321 111.8% 19,758 17,733 111.4%

山 城 北 1,738 1,582 109.8% 1,868 1,822 102.5%

（回/週） 山 城 南 278 217

8,682 7,452 116.5% 9,118 7,736 117.9%

121.8% 260 217 119.9%

102.1% 59,637 58,864 101.3%

京 都 ・ 乙 訓 13,121 12,459 105.3% 14,115 13,675 103.2%

山 城 北 2,946 2,247 3,273 2,373 137.9%

南 丹 602 392

中 丹 583 544 107.2% 617 546 112.9%

153.5% 664 429 154.9%

丹 後 268 220

128.0% 246 264 93.0%

101.0% 37,291 37,322 99.9%

丹 後 3,690 3,508 105.2% 3,751 3,569 105.1%

中 丹 4,991

131.1%

2,707 2,606 103.9% 2,863 2,900 98.7%

（人/月）

4,930 101.2% 5,121 4,946 103.5%

⑥通所介護 58,003 56,817

山 城 南 720 459 156.8% 829 493 168.2%

⑦通所リハビリテーション 16,329 16,493 99.0% 16,605 16,842 98.6%

山 城 北 7,033 6,804 103.4% 7,276 7,173 101.4%

（回/週） 山 城 南 3,042

南 丹

中 丹 1,399 1,451 96.4% 1,412 1,453 97.2%

2,805 108.4% 3,335 2,954 112.9%

京 都 ・ 乙 訓 36,541

京 都 ・ 乙 訓 10,297 10,183 101.1% 10,377 10,285 100.9%

丹 後 392 296 132.6% 416 274 151.8%

山 城 北 2,910 3,053 95.3% 3,071 3,236 94.9%

（回/週） 山 城 南 484 510 94.9% 493 546 90.3%

南 丹 846 1,000 84.6% 835 1,048 79.7%

36,164
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B A/B C D C/D

実績 計画 対計画比 実績

A

南 丹 631 548 115.2%

6,918 6,890 100.4% 6,933 7,023 98.7%

南 丹 24 25 94.6% 57

897 990 90.6%

529,500 105.6%

78.7%

1,086 1,087 99.9% 1,101 1,074 102.5%

京 都 ・ 乙 訓 32,010 34,887 91.8% 32,926 36,065 91.3%

山 城 北 8,623 102.3%

62,951 68,871 91.4%

6,683 6,822 98.0% 6,744 6,908 97.6%

区　　分

Ｈ30年度 Ｒ元年度

中 丹 6,281 7,005 89.7% 6,328 6,954 91.0%

丹 後

計画 対計画比

⑧短期入所生活介護 62,047 66,874 92.8%

丹 後 94 95 98.6% 93 98 95.0%

山 城 南 137

28 204.4%

山 城 北 504 558 90.3% 517 623 83.0%

⑪福祉用具貸与 541,626 516,672 104.8% 559,172

160 85.5% 155 164 94.2%

2,967 3,324 89.3% 3,139 3,479 90.2%⑩特定施設入居者生活介護

（日/月）

京 都 ・ 乙 訓

717 572 125.3%

（日/月）

⑨短期入所療養介護

山 城 南 3,067 3,375 90.9% 3,270 3,571 91.6%

9,984 10,148 98.4% 10,251 10,322 99.3%

丹 後 316 473 66.8% 372 473

南 丹 5,524 6,283 87.9% 4,861 6,750 72.0%

中 丹

8,483 8,502 99.8% 8,821

974 1,016 95.9%

中 丹 105 134 78.4% 137 135 101.2%

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓 2,090 2,379 87.9% 2,210 2,436 90.7%

（人） 山 城 南 122 133 91.7% 125 159 78.9%

丹 後 23,567 21,684 108.7% 24,231 22,020 110.0%

中 丹 48,201 45,852 105.1% 49,382 45,804 107.8%

南 丹 23,485 22,440 104.7% 23,867 23,640 101.0%

京 都 ・ 乙 訓 357,367 342,492 104.3% 367,782 350,880 104.8%

山 城 北 71,030 67,992 104.5% 74,904 70,380 106.4%

（人/年） 山 城 南 17,976 16,212 110.9% 19,006 16,776 113.3%

⑫特定福祉用具購入費 8,830 10,452 84.5% 8,644 11,016 78.5%

丹 後 510 504 101.2% 464 528 87.9%

中 丹 758 1,020 74.3% 814 1,032 78.9%

南 丹 420 420 100.0% 395 432 91.4%

京 都 ・ 乙 訓 5,521 6,564 84.1% 5,385 6,996 77.0%

山 城 北 1,302 1,620 80.4% 1,235 1,692 73.0%

（人/年） 山 城 南 319 324 98.5% 351 336 104.5%

⑬居宅介護支援 63,365 63,900 99.2% 64,851 66,229 97.9%

丹 後 2,944 2,919 100.9% 2,925 2,911 100.5%

京 都 ・ 乙 訓 41,425 42,037 98.5% 42,056 43,814 96.0%

中 丹 5,582 5,537 100.8% 5,481 5,533 99.1%

南 丹 2,862 2,889 99.1% 2,809 2,982 94.2%

山 城 北 8,354 8,496 98.3% 9,277 8,916 104.0%

（人／月） 山 城 南 2,198 2,022 108.7% 2,304 2,073 111.1%
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〔予防サービス〕

86 70.0% 59 101 58.2%

中 丹 131

（回/週）

（人/月）

104.5%

Ｒ元年度

対計画比

108.1%

山 城 北 278

実績 計画 対計画比 実績

B A/B C D

計画

A C/D

Ｈ30年度

293 94.8% 308 332 92.9%

41.2% 1.2 2.0 62.3%

南 丹 3.8 2.0 187.9%

126

1,060

25 185.3%山 城 南 36 23 156.2% 46

103.7%

山 城 北 271 212 127.8% 294 247 118.9%

京 都 ・ 乙 訓 533 522 102.2% 616 594

113.4%

南 丹 62 36 172.7% 75 41 182.7%

中 丹 34 32 107.3% 37 33

113.4%

丹 後 30 30 101.4% 34 32 105.5%

④介護予防居宅療養管理
指導

967 855 113.1% 1,102 972

205.8%

山 城 南 50.5 26.0 194.3% 54.4 29.0 187.5%

山 城 北 264.4 134.0 197.3% 300.4 146.0

275.6%

京 都 ・ 乙 訓 636.4 635.0 100.2% 731.5 738.0 99.1%

南 丹 147.9 54.0 274.0% 159.8 58.0

238.6%

中 丹 64.7 46.0 140.6% 70.6 48.0 147.0%

丹 後 62.4 22.0 283.5% 57.3 24.0

257 45.7%

③介護予防訪問
リハビリテーション

1,226.4 917.0 133.7% 1,374.0 1,043.0 131.7%

（回/週）

1.2 4.0

山 城 南 104 220 47.1% 117

74.0% 143 177 80.6%

②介護予防訪問看護 1,799 1,947 92.4% 2,251

100.9%

南 丹 60

103.7%

1,107

126 125

93.9%

（回/週）

1,360 1,259京 都 ・ 乙 訓

67.6% 1.7 6.0 29.1%

丹 後 0.1 0.0 － 0.0 0.0

丹 後 120 162

－

山 城 南 0.3 1.0 30.7% 0.2 1.0 19.2%

山 城 北 0.9 0.0 － 0.4 0.0

2,114

30.2%

京 都 ・ 乙 訓 0.8 2.0

89.9% 4.8

中 丹 4.1 6.0

13.0 36.7%

－

①介護予防訪問入浴介護 9.9 11.0

区　　分

290 384 75.5% 286 396 72.2%

548 720 76.1% 507 732 69.3%

京 都 ・ 乙 訓 4,487 4,920

山 城 北

355 420 84.5% 311 444 70.0%

91.2% 4,481 5,052 88.7%

中 丹

7,135 8,436 84.6% 7,081 8,700 81.4%

丹 後

⑭住宅改修

（人/年）

南 丹

実績 計画 対計画比 実績 計画 対計画比

A B A/B C D C/D

区　　分

Ｈ30年度 Ｒ元年度

1,154 1,656 69.7% 1,165 1,692 68.9%

山 城 南 301 336 89.6% 331 384 86.2%
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山 城 南 2.0 0.0 － 1.3 0.0

中 丹 65.0%

山 城 北 16.9 11.0 153.8% 7.8 11.0

124.2%

（日/月）

（人/月）

（人）

6.5

77.0%

129.7%

68.9%

71.2%

－

－

117.2%

84.6%

89.0% 366 336

102.7%

119.5%

136,824

164 26.7%

112.4% 7,969 6,504 122.5%

192 60.4%山 城 南 137 192 71.4% 116（人/年）

山 城 北 23,124 22,752 101.6% 25,526 25,104

（人/年）

山 城 北 518 732 70.8% 611 768 79.6%

京 都 ・ 乙 訓 2,082 2,640 78.9% 1,971 2,724

108.9%

南 丹 213 204 104.4% 156 216 72.2%

中 丹 299 336

72.4%

南 丹

12,684 131.2%

丹 後 191 216 88.4% 198 204 97.1%

⑩介護予防特定福祉用具
購入費

3,440 4,320 79.6% 3,418 4,440

101.7%

山 城 南 4,693 4,608 101.8% 4,894 4,764

159,139

山 城 南 12 10.0 124.8% 15.6

104.7%

山 城 北 83 98.0 85.1% 89.4 126.0 71.0%

京 都 ・ 乙 訓 129 133.0 97.0% 152.9 146.0

12.0

324.0 88.8%

丹 後 8.1 10.0 81.2% 6.6 9.0 73.4%

⑧介護予防特定施設入居
者生活介護

247 281.0 88.0% 287.6

南 丹 1.4 1.0 143.0% 2.5 1.0 247.7%

中 丹 13 29.0 44.3% 20.7 30.0

10.1 14.0 72.0% 25.3 16.0 157.8%

南 丹 12.2 10.0 121.7% 12.4 10.0

10.0 55.8%

丹 後 2.6 0.0 － 0.8 0.0

5.6

京 都 ・ 乙 訓

⑦介護予防短期入所療養
介護

50.3 45.0 111.7% 53.2 47.0 113.1%

山 城 南 48 116 41.5% 44

10.0

（日/月）

山 城 北 174 151 115.3% 159 160 99.4%

京 都 ・ 乙 訓 285 237 120.1% 291 248

112.1%

南 丹 101 127 79.7% 97 167 58.2%

中 丹 67 51 130.6% 53 47

丹 後 119 116 102.6% 117 113 103.3%

⑥介護予防短期入所生活
介護

794 798 99.5% 760 899

99.9%

山 城 南 377 140 268.9% 160 146 109.5%

山 城 北 626 645 97.0% 731 732

京 都 ・ 乙 訓 1,321 1,234 107.0% 1,562 1,331 117.3%

南 丹 204 214 95.2% 206 219

173.4%

中 丹 231 226 102.2% 256 228 112.1%

丹 後 74 51 144.4% 83 48

94.1%

⑤介護予防通所
リハビリテーション

2,831 2,510 112.8% 2,997 2,704 110.8%

A B A/B C

区　　分

Ｈ30年度 Ｒ元年度

実績 計画 対計画比 実績 計画 対計画比

87,643

116.3%

丹 後 7,030 6,252

⑨介護予防福祉用具貸与 145,341 131,520

8,029 7,452 107.7%

95,007 79,500

109.5%

110.5%

8,801 8,040

中 丹 14,822

77,772 112.7%京 都 ・ 乙 訓

116.9% 16,942 12,912

D C/D
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注：「実績」、「計画」は小数点以下を四捨五入して表示している場合がありますが、「利用率」
　　は小数点以下も含めて算出しているため、見た目の計算結果と異なる場合があります

86.2%

（人/年）

（人/月）

対計画比

713 80.8%

252 76.2% 194 264

78.2%

115.7%

山 城 北 2,467 2,676 92.2% 2,748 2,773 99.1%

京 都 ・ 乙 訓 8,752 11,928 73.4% 9,523 12,179

山 城 南 533 734 72.6% 576

90.3% 975

南 丹 841 1,237 68.0% 889 1,285 69.2%

中 丹 1,406 1,357 103.6% 1,582 1,368

84.5%

丹 後 740 785 94.2% 825 797 103.5%

⑪介護予防支援 14,739 18,717 78.7% 16,143 19,115

1,056

92.4%

京 都 ・ 乙 訓 2,835 3,264 86.9% 2,904 3,468 83.7%

南 丹 260 288 90.3% 266 288

山 城 南 192

92.3%

73.5%

山 城 北 954 1,056

中 丹 358 384 93.2% 373 384 97.1%

丹 後 225 312 72.1% 269 312

⑫介護予防住宅改修 4,824 5,556 86.8% 4,981 5,772 86.3%

B A/B C D

実績 計画 対計画比 実績 計画区　　分

Ｈ30年度 Ｒ元年度

A C/D
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721 830

141.7% 2.0 2.0 100.0%

89.7%

95.5%829.0 937.0858.5

92.0%

111 151 73.4%

90.2%

792.0
①定期巡回・随時対応型

訪問介護看護

86.9%

87.2%

丹 後

（人／月）

（回/週）

126.4%6.07.6

南 丹 2.8 2.0

92.6% 3,878 4,299

－ 0

87.2%

0 － 1 0

0

96.2%

丹 後 164 165 99.3% 164 166 98.9%

中 丹 226

④認知症対応型共同生活
介護

3.0

－

10.0 129.2% 14.5 11.0 131.8%

7.0

89.5%

33 91.4% 27 33 82.6%

Ｈ30年度

741

750.0 95.2%

山 城 北 31.8 43.0

(人/月) 山 城 南 12.9

京 都 ・ 乙 訓 670.0

南 丹 176 182 96.9% 177 192

235

91.6%

71.4%111.079.360.3%111.066.9中 丹

42.9%

826

73.8% 46.1 56.0

京 都 ・ 乙 訓 2,295 2,440 94.1% 2,405 2,500 96.2%

82.3%

1,338

221 249 88.7%

657.0 102.0% 713.7

Ｒ元年度

計画 実績

1

実績 対計画比

102.2%

山 城 南 98 111 87.9% 101 116 87.0%

山 城 北 426 454 93.7% 484 474

（人）

3,385 3,587 94.4% 3,552 3,697 96.1%

計画 対計画比

A B A/B C D C/D

丹 後 30

【地域密着型サービスの実績】

②夜間対応型訪問介護 1,207 1,229 98.2%

－ 1 0 －

中 丹 0 0 － 0 0

93.9%

3,843 4,148

山 城 南 0

山 城 北

丹 後 391 392 99.8% 397

1,138 1,305

－

京 都 ・ 乙 訓 1,175 1,196

区　　分

1,167

423

0 －

③認知症対応型通所介護

南 丹 0 0

山 城 南 93 125 74.1%

中 丹

山 城 北 829 895 92.6%

98.3%

93.7%

南 丹 208 251 82.7% 212 251

839 938

84.3%

京 都 ・ 乙 訓 1,582 1,659 95.3% 1,598 1,706

□ 地域密着型サービスについては、サービス提供体制の拡充が徐々に進んでいま

　すが、実績値が計画値を２割以上下回っている、あるいは地域偏在の大きいサー

　ビス類型もあり、地域の実情に応じてサービス提供体制の充実を図っていくこと

　が重要です。
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京 都 ・ 乙 訓 7,166 7,201 102.8%

対計画比

82.2%

丹 後 40

71.1

81.3% 621 858 72.4%

99.5% 7,898 7,682

京 都 ・ 乙 訓 796 949 83.9%

A/B C D C/D

77.1%

計画計画 対計画比 実績

BA

(人) 山 城 南 0 0 － 0 0 －

山 城 北 92 103 89.5% 94 132 71.3%

南 丹 44 49 89.9% 46 49 93.1%

83.0%

70.8%

（人／月）

210 273 76.7%

25 47 53.7% 40 84 47.3%

108

中 丹 53 58 91.5% 50

456 484 94.2%

81.6%

南 丹 0 0 － 0

(回/週) 山 城 南 249 380 65.5% 260 397 65.5%

中 丹 925 935 98.9% 964 943 102.3%

南 丹 675 830

(人/月) 山 城 南 0

61

山 城 北 1,371

⑨地域密着型通所介護 10,799 11,236

1,445 94.9% 1,336 1,550 86.2%

1,348 83.9%
⑥地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護
1,131

78.0 91.2% 74.2 78.0

0

1,670 96.6% 1,669

115 97.9%

96.1% 11,536 11,914 96.8%

丹 後 412 445 92.7%

丹 後 0 0 － 0 0 －

1,804

－

山 城 北

⑧看護小規模多機能型居宅
介護

186 224

0.0 －山 城 南 0.0 0.0 － 0.0

0.0 －

351.0

1.0 1.0 100.0% 1.0 1.0 100.3%

⑤地域密着型特定施設入
居者生活介護

338.5 430.0 78.7% 348.5 452.0

269

丹 後

75.9% 273.2 373.0

95.2%

南 丹 0.0 0.0 － 0.0

中 丹

104.7%

37 107.9% 40

82.5%

1,006 85.1%

1,219 1,483

73.2%

山 城 北 0.0 0.0 － 0.0 0.0 －

京 都 ・ 乙 訓 266.4

中 丹

304 106.7% 328 313

⑦小規模多機能型居宅介護 2,864 2,982 96.1% 2,961 3,213 92.2%

丹 後 324

Ｒ元年度

実績

37 108.0%

856

159 210 75.8% 183 259

（人）

山 城 南 99 100 98.8% 113

92.5%

山 城 北 461 487 94.7% 481 517 93.0%

京 都 ・ 乙 訓 1,614

171 88.5% 149 195 76.4%

中 丹 215 250 85.8% 222

151南 丹

128 93.8%

区　　分

Ｈ30年度

0 0 －

119 90.5% 120京 都 ・ 乙 訓

0 －
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〔予防サービス〕

区　　分

Ｈ30年度 Ｒ元年度

実績 計画 対計画比 実績 計画 対計画比

A B A/B C D C/D

①介護予防認知症対応型
通所介護

25.2 27.0 93.2% 26.9 29.0 92.8%

丹 後 2.2 0.0 － 3.0 0.0 －

中 丹 3.8 4.0 94.5% 5.1 4.0 127.1%

南 丹 8.5 9.0 94.0% 7.1 10.0 71.0%

京 都 ・ 乙 訓 2.4 3.0 78.6% 1.2 3.0 40.3%

山 城 北 7.2 11.0 65.6% 10.5 12.0 87.3%

（回/週） 山 城 南 1.1 0.0 － 0.1 0.0 －

②介護予防小規模多機能
型居宅介護

244.4 252.0 97.0% 251.9 258.0 97.6%

丹 後 60.5 51.0 118.6% 63.1 50.0 126.2%

中 丹 19.4 21.0 92.5% 20.7 21.0 98.4%

南 丹 35.3 27.0 130.6% 44.2 29.0 152.3%

京 都 ・ 乙 訓 67.8 74.0 91.6% 60.9 76.0 80.2%

山 城 北 50.6 67.0 75.5% 52.1 68.0 76.6%

（人/月） 山 城 南 10.9 12.0 91.0% 11.0 14.0 78.6%
③介護予防認知症対応

型共同生活介護
3 3 87.6% 4 3 121.1%

－ 0 0

丹 後 1 0 － 0 0 －

中 丹 0 0 －

南 丹 2 1 158.1% 1 1 125.8%

京 都 ・ 乙 訓 1 1 52.6% 2 1 220.8%

（人） 山 城 南 0 0 － 0 0 －

注：「実績」、「計画」は小数点以下を四捨五入して表示している場合がありますが、「利用率」
　　は小数点以下も含めて算出しているため、見た目の計算結果と異なる場合があります

山 城 北 0 1 0.0% 0 1 0.0%
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（人） 山 城 南 25 0 － 41 0 －

京 都 ・ 乙 訓 311 110 282.7% 1,266 111 1140.5%

山 城 北 109 0 － 171 0 －

0 － 7.0 0 －

南 丹 4 0 － 93 0 －

丹 後 3 0 － 4.0 1 400.0%

288 100.3%

7,631 7,634 100.0% 7,452 7,764

（人） 山 城 南 306 286 107.0% 289

96.5%

山 城 北 1,261 1,301 96.9% 1,258 1,316 95.6%

京 都 ・ 乙 訓 4,453

569

96.0%

1,374 1,409 97.5% 1,397

（人）

1,616 1,682 96.1% 1,609 1,688 95.3%

4,435 100.4% 4,381 4,541

山 城 南 521 525 99.2% 545

98.1%

山 城 北

5,914 6,029

99.7%

南 丹 578 101.6% 505 575 87.8%

中 丹 775 779 99.5% 777 779

丹 後 258 264 97.7% 242 265 91.3%

②介護老人保健施設

104.0%

Ｈ30年度 Ｒ元年度

99.1%

南 丹 901 915 98.5% 931 924 100.8%

中 丹

京 都 ・ 乙 訓 5,814 5,913 98.3%

1,410

524

97.6% 11,559

計画 対計画比

A B A/B C D C/D

区　　分

【施設サービスの実績】

丹 後 1,149 1,214 94.6% 1,163 1,213

①介護老人福祉施設

95.9%

98.1%

実績 計画 対計画比 実績

11,375 11,658 11,788

□ 施設サービスでは、介護療養型医療施設から介護医療院への転換が進んでいま

　す。

③介護療養型医療施設 2,008 2,544 78.9% 948 2,544 37.3%

丹 後 5 8 62.5% 1 7 14.3%

中 丹 28 35 80.0% 34 35 97.1%

南 丹 111 118 94.1% 96 118 81.4%

京 都 ・ 乙 訓 1,737 2,069 84.0% 762 2,069 36.8%

山 城 北 120 266 45.1% 52 266 19.5%

（人） 山 城 南 7 48 14.6% 3 49 6.1%

④介護医療院 453 110 411.8% 1,582 112 1412.5%

中 丹 4
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 介護老人福祉施設

 介護老人保健施設

 介護療養型医療施設

 介護医療院

注２：介護老人保健施設の令和元年度及び２年度及び介護療養型医療施設の竣工見込が

注３：介護医療院については、介護療養型医療施設等からの転換を見込むこととし、転

7,497 0 ▲ 101 ▲ 60 7,336 7,636 96.1%

2,756 ▲ 556 ▲ 1,239 ▲ 485 476 2,694 17.7%

注１：介護老人福祉施設には、地域密着型を含みます

マイナスとなっているのは、介護医療院への転換等によるものです

換分を除く計画定員はゼロとしています

0 466 1,329 545 2,340 0 －

合計 22,971 81 49 625 23,726 23,994 98.9%

（参考）介護療養型医療施設から医療療養病床への転換

医療療養病床の増加数 90 0 0

E/F

【介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）等の整備状況】

定　　員 整備済数

29年度末 30年度 元年度 ２年度

□ 第８次計画の最終年度となる令和２年度末の定員見込（竣工ベース・京都市含

む）は、介護老人福祉施設１３，５７４床、介護老人保健施設７，３３６床、介

護療養型医療施設４７６床、介護医療院２，３４０床、計２３，７２６床となっ

ており、計画定員に対する達成率は、９８．９％となる見込みです。

　　なお、介護療養型医療施設は、令和５年度末に廃止となることから、平成３０

　年度に創設された介護医療院等への転換が進められています。

２年度末
達成率

12,718 171 60 625 13,574 13,664 99.3%

整備済数 竣工見込 定員見込 計画定員

A B C D A-D計(E) F

45



第３章

２　成果指標の進捗状況

2018(H30)
年度

2019(R1)
年度

2020（R2）
年度

取組の実施
内容、実績

評価
（○△×）

評価内容

【項目１】市町村保険者による地域分析

1
地域分析等に係るアドバイ
ザーの派遣や研修会の開
催による支援

全市町村 全市町村 全市町村 全市町村 ○
研修会は５回開催できた。データ収集・分析方法
について、メールや電話、個別意見交換等によ
り、各市町村に助言を行った。

2
地域分析等を行っている市
町村数

１３市町村 ２０市町村 全市町村 全市町村 ○

地域包括ケア「見える化」システムやKDB等から
各市町村毎のデータを抽出し、課題抽出・施策
立案の演習を実施して、市町村第８期計画策定
に向けてのデータ分析を支援した。

【項目2】地域ケア会議・介護予防

1
地域ケア会議や介護予防に
係る市町村を対象とした研
修会の開催

２回 ２回 ２回 ４回 ○

研修会を4回開催し、延べ208名が参加し、介護
予防や介護予防のための地域ケア会議の重要
性や考え方について周知を図った。継続的に研
修等を開催し、啓発を行っていく必要がある。

2
地域ケア会議や介護予防に
係るアドバイザーの派遣

希望する
全市町村

希望する
全市町村

希望する
全市町村

１市町村 △

１市町村に対し派遣を行った。引き続き事業の周
知を図り、派遣希望のあった市町村への派遣を
進めるとともに、人材育成により派遣体制の充実
を図る必要がある。

3
地域ケア個別会議で自立支
援・重度化防止に向けた検
討を行っている市町村数

１２市町村 ２０市町村 全市町村 ８市町村 △
自立支援・重度化防止に向けた検討を行ってい
る市町村は８市町村にとどまっている。

【項目3】生活支援体制整備等

1
生活支援体制の整備に係る
市町村支援を実施している
保健所数

７保健所 ７保健所 ７保健所 ７保健所 ○
各保健所に共助型生活支援推進隊を設置し、圏
域毎に研修や圏域協議会を実施するなどの支援
を行った。

2
多様なサービスを実施する
市町村

全市町村 全市町村 全市町村 ２５市町村 △
共助型生活支援推進隊による支援等行ったが、
多様なサービスを実施できていない１町において
実施するには至らなかった。

■　第８次京都府高齢者健康福祉計画において、計画の推進状況を評価するために設定した、

　市町村の支援等に係る成果指標の自己評価結果（令和元年度）は下記のとおりです。

　　これらの評価に基づき、PDCAサイクルを推進し、本計画における施策（取組）の改善を行いま

　す。

第８次計画における成果指標

地域包括ケア「見える化」システム等を活用した地域分析等を、市町村が円滑に実施できるよう、研修会の開催や、アドバイザー
の派遣等による支援を行う。

地域ケア会議が自立支援・重度化防止に資するものとなるよう、また介護予防を効果的に実施できるよう、市町村に対し、研修会
の開催や、アドバイザーの派遣等による支援を行う。

生活支援体制の整備について、市町村を支援するための事業を行う。

自己評価（令和元年度）
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2018(H30)
年度

2019(R1)
年度

2020（R2）
年度

取組の実施
内容、実績

評価
（○△×）

評価内容

第８次計画における成果指標 自己評価（令和元年度）

【項目4】自立支援・重度化防止に向けたリハビリテーション専門職等の活用

1
地域ケア会議等へリハビリ
テーション専門職等が参加
している市町村数

２２市町村 ２４市町村 全市町村 ２０市町村 △
地域ケア会議にＰＴ、ＳＴ、ＯＴいずれかが参加し
た市町村数は20であった。

【項目5】在宅医療・介護連携

1
広域的な医療・介護の連携
支援

全圏域 全圏域 全圏域 全圏域 〇
全域において、保健所や地区医師会などを核に
した広域的な医療･介護連携体制づくりが進めら
れている。

2
地域で在宅チームの連携の
要となる人材の養成数（累
計）

５５１人 ５７０人 ５９０人 ７２２人 〇 計画に定める目標値を達成

3
看取りを支える看護師や介
護支援専門員等の専門人
材の養成数（累計）

１，０００人 １，１５０人 １，３００人 １，３４７人 〇 計画に定める目標値を達成

4
在宅療養あんしん病院登録
システムの登録者数（累計）

２８，０００人 ２９，０００人 ３０，０００人 １４，４１５人 △
目標達成には至っておらず、登録者数の増加に
向けた取組が必要

在宅医療・介護連携について、市町村を支援するための事業を行う。

自立支援・重度化防止に向けた市町村の取組を支援するため、リハビリテーション専門職等による支援体制を職能団体と連携し
て取り組む。
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2018(H30)
年度

2019(R1)
年度

2020（R2）
年度

取組の実施
内容、実績

評価
（○△×）

評価内容

第８次計画における成果指標 自己評価（令和元年度）

【項目6】認知症総合支援

1
認知症サポーター養成数
（累計）

２５３千人 ２６６千人 ２８０千人 ２８９千人 ○ 計画に定める目標値を達成

2
認知症サポート医養成数
（累計）

１６１人 １９２人 １８６人 １９１人 ○ 計画に定める目標値を達成

3

1) かかりつけ医（延べ） １，９２７人 ２，０９８人 ２，２００人 ２，１３７人 ○
年度ごとの目標値を超えて達成。研修のフォ
ローアップとして、地区医師会単位で地域のニー
ズに応じた研修を別途実施。

2) 一般病院勤務の医療従
事者（延べ）

５，２７８人 ５，７８９人 ６，３００人 ６，０２８人 ○

計画に定める目標値を概ね達成。研修受講済の
病院へのフォローアップ研修や地域の医療介護
連携強化を図った独自の研修も別途実施し、参
加者からの評価が高い。

3) 看護職員（延べ） ３２９人 ３８４人 ４４０人 ４０２人 〇
・年度ごとの目標値を超えて達成。
・既受講者向けのフォローアップ研修を実施し、
研修の成果を確認

4) 歯科医師（延べ） ３０６人 ３８８人 ４７０人 ３７０人 △
受講者数は年度ごとの目標をおおむね達成でき
た。

5) 薬剤師（延べ） ７１６人 ８０８人 ９００人 ９９３人 ○ 計画に定める目標値を達成

4
京都高齢者あんしんサポー
ト企業事業所数（累計）

２，８８５
事業所

３，１９２
事業所

３，５００
事業所

３，１０３
事業所

△
新たな業種への周知や、市町村が実施する会議
等での周知を依頼し、企業の開拓を行う。

5 認知症カフェ設置数 １４６箇所 １４８箇所 １５０箇所 １６６箇所 ○
計画に定める目標値を達成
（実績値は平成30年度のもの。令和元年度の実
績は新型コロナウィルスの影響により未調査）

6
支援者のための若年性認知
症研修受講者数（延べ）

１，４８６人 １，６８３人 １，８００人 ２，２８２人 ○ 計画に定める目標値を達成

7
京都認知症総合センター・
ケアセンター整備数

－ －
各圏域に

１箇所

２圏域（山城
北及び山城
南）の整備

○
センター利用者も増加してきており、常設型認知
症カフェは、地域の当事者（本人・家族）の居場
所として機能している。

8
認知症リンクワーカー養成
研修修了者数

１７１人 ２０１人 ２３０人 １８７人 ○

府内でもリンクワーカー的支援の好事例は出て
きており、当事者の声からもリンクワーカーの必
要性が増しているが、受講者数の増にはつな
がっていない。

認知症施策の推進について、現状把握、計画の策定、市町村の取組の把握等を行う。

認知症対応力向上研修修了者数
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2018(H30)
年度

2019(R1)
年度

2020（R2）
年度

取組の実施
内容、実績

評価
（○△×）

評価内容

第８次計画における成果指標 自己評価（令和元年度）

【項目7】介護給付の適正化

1
介護給付の適正化等に係る
市町村を対象とした研修会
の開催

２回 ２回 ２回 １回 △
住宅改修・福祉用具に係る研修は実施できた
が、他の事業に係る研修が不十分。

2

1) 要介護認定の適正化 ２６市町村 ２６市町村 ２６市町村 ２６市町村 ○
実施はされているが、データ分析による事業効
果の検証が必要。

2) ケアプランの点検 １５市町村 １９市町村 ２３市町村 １５市町村 △ 市町村の取組につながっていない。

3) 住宅改修等の点検 ２４市町村 ２５市町村 ２６市町村 ２４市町村 △ 実施はされているが、リハビリテーション専門職等

4) 縦覧点検・医療情報との
突合

２６市町村 ２６市町村 ２６市町村 ２６市町 ○
京都府国民健康保険団体連合会と連携し、全市
町村の縦覧点検（１０帳票中４帳票）及び医療情
報との突合を実施できた。

5) 介護給付費通知 ７市町村 ９市町村 １１市町村 ５市町村 △ 取組の趣旨や効果が市町村に浸透していない。

【項目8】介護人材の確保

1
３年間で新たに確保する介
護・福祉人材の数

２，５００人 ２，５００人
２，５００人

（３年で
７，５００人）

２，５２３人 ○
きょうと福祉人材育成認証制度を活用し、介護・
福祉人材総合センターでの就労支援等で確保を
図った。

介護給付の適正化について、市町村を支援するための事業を行う。

介護人材の将来推計を行い、具体的な目標を掲げた上で、介護人材の確保や質の向上に係る事業を実施する。

市町村における介護給付の適正化に係る主要５事業の実施
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第３章 

 

 

 

 

 

□ 府内の全市町村において、令和元～２年度に、第８期介護保険事業計画策定に向けた

基礎調査として、一般高齢者、介護予防・日常生活支援総合事業対象者、要支援者を対

象とする「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」、及び在宅で生活する要支援・要介護認

定者を対象とする「在宅介護実態調査」が実施されています。 

 

 各市町村において、今後、これらの調査結果に基づき、適切な介護サービス見込み 

量の推計や、地域の課題に対応した施策の立案等を行うこととします。 

 

 

【調査の概要】 

 

□ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 

 ① 目 的 

   要介護状態になる前の高齢者のリスクや社会参加状況を把握することで、地域診断

に活用し、地域の抱える課題を特定する 

 ② 対 象 

   要介護１～５以外の高齢者 

（一般高齢者、介護予防・日常生活支援総合事業対象者、要支援１・２認定者） 

 

□ 在宅介護実態調査 

 

 ① 目 的 

   「高齢者等の適切な在宅生活の継続」と「家族等介護者の就労継続」の実現に向け

た介護サービスの在り方を検討する 

 ② 対 象 

   在宅で要支援・要介護認定を受けている者 

 

 

【集計結果】 

 

 

３ 府内市町村の「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」及び「在宅介護実態調査」 

の概要 

集計中 
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第４章　基本的な政策目標と重点課題

１　改定にあたっての視点

２　基本的な政策目標と重点課題

３　成果指標

この章では、高齢者をめぐる現状・課題や第８次計画の取組状況を

踏まえ、基本目標（目指すべき高齢社会の将来像）を掲げるととも

に、高齢者健康福祉施策を進めるに当たっての重点課題と成果指標

を明らかにします。

本章の「３成果指標」の項目及び目標数値等については
現在検討中です。
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第４章 基本的な政策目標と重点課題

この項目のポイント

▲

高齢になっても生きがいを持って活躍でき、支援が必要になっても安心

して暮らせる社会を、地域の実情に応じて構築することを基本的な政策

目標に掲げ、市町村保険者と京都府、多様な府民・団体・関係機関の参画

によるオール京都体制で施策を推進

１ 改定にあたっての視点

【超高齢社会への対応】

□ 2025年には、いわゆる「団塊の世代」が７５歳以上となり、2040年には「団塊

ジュニア世代」が高齢者となって高齢者人口がピークを迎えると予測されていま

す。加えて、一人暮らし高齢者や高齢夫婦世帯の増加、認知症高齢者の増加など、

今後も支援や介護を必要とする高齢者は大きく増加することが見込まれています。

□ これまでに経験したことのない超高齢社会に対応し、高齢になっても安心して

暮らせる社会を実現するためには、高齢者のニーズに応じた多様な住まいが確保

されるとともに、高齢者一人ひとりの状況に応じて、医療・介護・福祉の関係機

関や多職種及びその他の多様な担い手が連携し、インフォーマルサービスや互助

なども含む各種の支援が切れ目なく提供される「地域包括ケア」が、それぞれの

地域の実情に応じて実現されることが不可欠です。

【第９次計画の位置づけ】

□ 令和２年に公布された「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改

正する法律」において、①地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する

市町村の包括的な支援体制の構築の支援、②地域の特性に応じた認知症施策や介

護サービス提供体制の整備等の推進、③医療・介護のデータ基盤の整備の推進、

④介護人材確保及び業務効率化の取組の強化などが盛り込まれたところです。

また、法改正を踏まえ、厚生労働省から「介護保険事業に係る保険給付の円滑

第４章
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な実施を確保するための基本的な指針（案）」が示され、①2040年を見据えた地域

の実情に応じた基盤整備、②PDCAを推進するための施策と評価指標の設定、③介

護予防・自立支援の推進、④高齢者の多様な住まいの確保、⑤認知症施策推進大

綱をふまえた認知症施策の推進、⑥介護人材の確保・資質の向上と業務の効率化、

⑦災害や感染症対策の強化等について、計画への記載の充実が求められており、

これらを踏まえて、第９次計画を策定する必要があります。

□ 京都府ではこれまでから、京都地域包括ケア推進機構を中心にオール京都体制

で、「新・京都式オレンジプラン」に基づく認知症対策の推進や、「京都府総合リ

ハビリテーション連携指針」に基づく総合リハビリテーションの推進、「『さいご

まで自分らしく生きる』を支える京都ビジョン・京都アクション」に基づく看取

り対策、「在宅療養あんしん病院登録システム」の構築等、地域包括ケアの実現に

取り組んできました。第９次計画では、市町村が取り組む包括的支援事業等との

連携をさらに深め、地域の実情に応じた地域包括ケアの取組をさらに推進する必

要があります。

□ 特別養護老人ホーム等の介護保険施設はもとより、有料老人ホームやサービス

付き高齢者向け住宅など、ニーズに応じた多様な住まいの整備を推進するととも

に、高齢になっても住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、居宅サービスや地

域密着型サービス等の整備を推進し、これらのサービスが訪問診療等の医療サー

ビスとの連携により一体的に提供される体制の構築が求められています。

□ 今後ますます増加することが見込まれる医療・介護ニーズに対応するため、居

宅サービス・地域密着型サービス等の在宅系サービスの見込み量については、「京

都府地域包括ケア構想（地域医療ビジョン）」や「京都府保健医療計画」等と十分

に整合を図る必要があります。

□ 人生100年時代を見据え、高齢になっても、それぞれの意欲や経験・能力に応

じて活躍できる場がそれぞれの地域に存在し、そうした場での社会参加を通じて、

地域社会の担い手として活躍することが期待されるとともに、こうした活動は、

高齢者自身の生きがいと喜びに繋がり、ひいては生活の満足感を向上させ、自身

の介護予防にもつながります。

【市町村保険者の支援】

□ 平成29年の介護保険制度改正において、「保険者機能の強化」が盛り込まれ、

市町村が保険者機能を発揮し、地域の課題を分析した上で、高齢者がそれぞれの

状況に応じてできる限り自立した生活を送るための取組を行うことが求められ、

第４章
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第４章

平成30年度に、市町村の取組状況に応じて交付される「保険者機能強化推進交付

金」が、令和２年度には「介護保険保険者努力支援交付金」が設けられたところ

です。

□ 高齢化の状況や高齢者を支える社会資源の状況は地域毎に大きく異なることか

ら、各市町村保険者が、地域課題の分析に基づく自立支援・重度化防止の取組や

介護給付の適正化、生活支援の新たな体制づくり等、効果的・効率的な取組を推

進できるよう、京都府による市町村保険者の取組への支援が求められます。

【多様な担い手の確保】

□ 要介護等認定者数が今後も大幅に増加することが見込まれる一方で、現役世代

の人口は減少し、介護・福祉人材等の確保は喫緊の課題となっています。京都府

と市町村保険者、介護事業者等が連携して、確保・育成・定着に向けた様々な取

組を推し進める必要があります。

□ 地域包括ケアを実現するためには、行政や医療機関、介護・福祉事業所のみな

らず、府民や自治会、ＮＰＯ、企業等、多様な主体の参加が求められます。府民

啓発やＮＰＯ等の育成・支援、高齢者の社会参加の支援等の取組を通じて、地域

包括ケアに関する府民意識の醸成を図り、幅広い府民の参加を促していくことが

求められます。

【新たな感染症への対応】

□ 新型コロナウイルス感染症の流行により、重症化リスクの高い高齢者の感染防

止が大きな課題となっており、高齢者施設や介護サービス事業所においては、感

染防止対策の徹底が求められています。京都府においても、衛生資材の供給・備

蓄や施設改修への助成、感染発生時の応援体制の構築等、事業所における取組を

支援しているところです。

□ 一方で、感染への恐れからサービスの利用を過度に控えたり、介護予防教室や

通いの場に参加されなくなると、認知機能が低下したりフレイルが進行すること

などが危惧されます。こうした機会が失われることのないよう、感染防止対策に

十分配慮した上で、サービス提供や介護予防等の取組の継続に努めることが必要

です。
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第４章

２ 基本的な政策目標と重点課題

■ 以上の視点に立ち、第９次計画では、「基本的な政策目標」と「重点課題」を以下のとお

り設定し、高齢者健康福祉のための各種施策を推進することとします。

【基本的な政策目標】（目指すべき将来像）

高齢になっても生きがいを持って活躍でき、支援が必要になっても安心して

暮らせる社会を、地域の実情に応じて構築することを目指す

【５つの重点課題】

重点課題１ 認知症、看取り、リハビリ等の地域包括ケアの一層の推進

京都地域包括ケア推進機構によるオール京都体制で、「認知症総合対策」、「総合リハ

ビリテーションの推進」、「看取り対策」の一層の推進を図ります。

▲

施策展開の記載

第６章 認知症総合対策の推進

第７章 総合リハビリテーションの推進

第８章 看取りの体制・環境・文化づくり

重点課題２ 高齢者の在宅療養を支える居宅サービス・地域密着型サービス等

の充実と医療・介護の連携促進

在宅療養を支える居宅サービス、地域密着型サービス等の充実を図るとともに、これ

らのサービスが医療サービス等と一体的に提供されるよう、医療と介護の連携を促進し

ます。

▲

施策展開の記載

第９章 高齢者の在宅療養を支える介護保険サービス等の充実と医療・介護の

連携促進
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第４章

重点課題３ 介護予防・生活支援等の充実と高齢になっても生きがいを持って

活躍できる地域づくり

ニーズに応じた介護予防・健康づくりの充実と、生活支援や介護予防への多様な担い

手の参加促進により、高齢者がいきいきと暮らせる地域づくりを推進します。

▲

施策展開の記載

第１０章 介護予防・健康づくりの充実と高齢になっても生きがいを持って活躍で

きる地域づくり

第１１章 高齢者の安心・安全な日常生活を支える取組の推進

重点課題４ 介護・福祉人材の確保・育成・定着

増大する高齢者の介護・福祉ニーズに対応した、介護・福祉人材等の確保・育成・定

着を推進します。

▲

施策展開の記載

第１２章 地域包括ケアを支える人材の確保・育成・定着

重点課題５ 高齢者が安心して暮らせる多様な住まい（施設・住宅）の整備

高齢者のニーズに対応した、安心して暮らせる多様な住まい（施設・住宅）の充実を

図ります。

▲

施策展開の記載

第１３章 高齢者が安心して暮らせる多様な住まい（施設・住宅）の整備
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第４章

３ 成果指標

■ 第９次計画では、計画の進捗状況を把握するとともに、施策の効果を評価するため、市町

村の取組の支援等に係る下記の成果指標を第８次計画期からさらに拡充・追加して設定する

こととし、これらの指標を活用してＰＤＣＡサイクルを推進し、施策の成果を多面的に評価

して、施策の改善に取り組みます。

【成果指標】

検討中
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第５章　高齢者に対する適切な介護保険
　　　　サービス等の提供

１　介護保険サービス

２　自立支援・生活支援サービス（地域支援事業）

この章からは、前章で掲げた「基本的な政策目標と重点課題

」に対する施策について個別・具体的に説明します。

本章では、高齢者の多様なニーズに対して、介護保険サービ

ス及び自立支援・生活支援サービスをどのように提供してい

くのかについて説明します。

本章の本文中にある各年度の「サービス提供見込量」については、
現在、各市町村において推計中であるため、「検討中」としています。
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第５章

▲
▲

▲

（１）在宅等の要介護者に対する介護保険サービスの提供見込量

　①　居宅サービス

　ア　京都府全体のサービス提供見込量

1

2

3

4

5

6

7

8

9

2040
（R22）
年度

参考

１　介護保険サービス

地域包括ケアの推進を念頭に居宅サービスや地域密着型サービスを十分に見
込む

施設への入所を希望される方をしっかりと受け入れられるよう、介護老人福
祉施設（特別養護老人ホーム）などの施設整備を引き続き推進

2025年・2040年を見据え、各市町村毎の今後の人口推計や要介護認定の
状況、各介護保険サービスの利用実績などを反映

　　この計画では、各市町村が見込んだ今後３ヶ年の高齢者人口推計や要介護認定の

　状況、各介護保険サービスの利用実績などを勘案し、在宅での生活を希望される方

　が、地域の福祉・医療サービスとの連携を図りながら、できる限り住み慣れた地域

　や家庭で自立した生活が継続できるよう、在宅サービスの提供量を見込んでいま

　す。

区　　分

訪問入浴介護 (回/月)

訪問介護 (回/月)

2021
(R3)
年度

2022
(R4)
年度

2023
(R5)
年度

2025
（R7）
年度

居宅療養管理指導 (人/月)

訪問リハビリテー
ション

(回/月)

訪問看護 (回/月)

短期入所療養介護 (日/月)

短期入所生活介護 (日/月)

通所リハビリテー
ション

(回/月)

通所介護 (回/月)

第５章 高齢者に対する適切な介護保険サービス等の提供

この項目のポイント

検討中
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10

11

12

13

14

　イ　高齢者健康福祉圏域単位のサービス提供見込量

1 訪問介護

2 訪問入浴介護

3 訪問看護

4

2022
(R4)
年度

2023
(R5)
年度

参考

2025
（R7）
年度

2040
（R22）
年度

2021
(R3)
年度

2022
(R4)
年度

2023
(R5)
年度

参考

2025
（R7）
年度

2040
（R22）
年度

福祉用具貸与 (人/年)

特定施設入居者生
活介護

(人/月)

区　　分

区　　分

住宅改修 (人/年)

居宅介護支援 (人/月)

特定福祉用具購入
費

(人/年)

2021
(R3)
年度

中 丹

丹 後

(回/月) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

丹 後

(回/月) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

丹 後

(回/月) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

南 丹

中 丹

丹 後

訪問リハビリテーション

(回/月) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

検討中

検討中
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5

6

7

8

9

10

2022
(R4)
年度

2023
(R5)
年度

参考

2025
（R7）
年度

2040
（R22）
年度

区　　分

南 丹

中 丹

丹 後

居宅療養管理指導          

2021
(R3)
年度

通所介護                  

(人/月) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

丹 後

丹 後

通所リハビリテーション

(回/月) 山 城 南

山 城 北

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

中 丹

丹 後

短期入所生活介護          

(回/月) 山 城 南

(日/月) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

南 丹

中 丹

丹 後

短期入所療養介護

特定施設入居者生活介護

(日/月) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

丹 後

(人/月) 山 城 南

山 城 北

検討中
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11

12

13

14

区　　分
2021
(R3)
年度

2022
(R4)
年度

2023
(R5)
年度

参考

2025
（R7）
年度

2040
（R22）
年度

南 丹

中 丹

丹 後

福祉用具貸与

特定福祉用具購入費

(人/年) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

丹 後

丹 後

居宅介護支援

(人/年) 山 城 南

山 城 北

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

中 丹

丹 後

住宅改修                  

(人/月) 山 城 南

(人/年) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

　ウ　居宅サービス確保のための方策

　　地域の実情に応じたサービス提供体制が確保されるよう、現状把握や課題分析等

　の市町村の取組を支援します。

　　引き続き、介護・福祉人材の確保・育成・定着を図るとともに、たんの吸引等の

　医療的ケアが安心・安全に行えるよう、介護職員を対象とした研修を実施し、資質

　の向上に努めます。

　　また、後期高齢者の増加に伴い、医療・介護両方のニーズを抱えた高齢者が増加

　することから、訪問看護ステーションや訪問リハビリテーション事業所の整備を支

　援するとともに、在宅療養コーディネーターを中心に、医療・介護・福祉の連携・

　協働を進めます。

検討中
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　②　地域密着型サービス

　ア　京都府全体のサービス提供見込量

1

2

3

4

5

6

7

8

9

　イ　高齢者健康福祉圏域単位のサービス提供見込量

1

2

2021
(R3)
年度

2022
(R4)
年度

2023
(R5)
年度

参考

2025
（R7）
年度

2040
（R22）
年度

2021
(R3)
年度

2022
(R4)
年度

2023
(R5)
年度

参考

2025
（R7）
年度

2040
（R22）
年度

夜間対応型訪問介
護

(人/月)

定期巡回・随時対応
型訪問介護看護

(人/月)

区　　分

地域密着型特定施設
入居者生活介護

(人)

認知症対応型共同
生活介護

(人)

認知症対応型通所
介護

(回/月)

地域密着型通所介
護

(回/月)

看護小規模多機能
型居宅介護

(人/月)

小規模多機能型居
宅介護

(人/月)

地域密着型介護老人福
祉施設入所者生活介護

(人)

丹 後

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

区　　分

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

中 丹

丹 後

夜間対応型訪問介護

(人/月) 山 城 南

(人/月) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

検討中

検討中
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3

4

5

6

7

8

2021
(R3)
年度

2022
(R4)
年度

2023
(R5)
年度

参考

2025
（R7）
年度

2040
（R22）
年度

丹 後

認知症対応型通所介護

区　　分

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

中 丹

丹 後

認知症対応型共同生活介護

(回/月) 山 城 南

(人) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

南 丹

中 丹

丹 後

地域密着型特定施設
入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施
設入所者生活介護

(人) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

丹 後

丹 後

小規模多機能型居宅介護

(人) 山 城 南

山 城 北

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

中 丹

丹 後

看護小規模多機能型居宅
介護

(人/月) 山 城 南

(人/月) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

検討中
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9

丹 後

地域密着型通所介護

区　　分
2021
(R3)
年度

2022
(R4)
年度

2023
(R5)
年度

参考

2025
（R7）
年度

2040
（R22）
年度

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

　ウ  地域密着型サービス確保のための方策

　　地域密着型サービスは、各市町村の日常生活圏域を単位として提供されるサービ

　スであり、「小規模多機能型居宅介護」や「認知症対応型共同生活介護」、「定期

　巡回・随時対応型訪問介護看護」など、地域包括ケアを推進していく上で重要なサ

　ービスとなっています。

　　地域医療・介護総合確保基金等の財源を活用し、必要な基盤整備やサービス事業

　者の参入を促すとともに、保健所や地域包括ケア推進ネット等が広域的調整を行う

　など市町村の取組を支援し、それぞれの地域の実状に応じたサービス提供体制の充

　実を図ります。

(回/月) 山 城 南

検討中
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（２）施設入所要介護者への介護保険サービスの提供見込量

　ア　京都府全体のサービス提供見込量

　イ　高齢者健康福祉圏域単位のサービス提供見込量

2021
(R3)
年度

2022
(R4)
年度

2023
(R5)
年度

参考

2025
（R7）
年度

2040
（R22）
年度

2021
(R3)
年度

2022
(R4)
年度

2023
(R5)
年度

参考

2025
（R7）
年度

2040
（R22）
年度

①介護老人福祉施設     (人)

区　　分

③介護療養型医療施設 (人)

②介護老人保健施設 (人)

丹 後

①介護老人福祉施設           

区　　分

④介護医療院 (人)

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

中 丹

丹 後

②介護老人保健施設

(人) 山 城 南

(人) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

南 丹

中 丹

丹 後

③介護療養型医療施設

④介護医療院

(人) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

丹 後

(人) 山 城 南

山 城 北

検討中

検討中
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　ウ　高齢者健康福祉圏域単位の必要入所定員総数

　

注１：2020(R2)年度末の施設定員数は、2020(R2)年度中の竣工予定分を含む

注２：上段は、介護老人福祉施設、中段は、地域密着型介護老人福祉施設の数値

注３：下段は、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設の合計数値

注４：医療療養病床及び介護療養型医療施設から転換する場合の増加分は含まない

　　この計画では、各市町村が見込んだ施設の種類ごとのサービス提供見込量や今後

　の施設整備の計画等を踏まえ、施設の種類ごとに、年度ごとに開設する施設の定員

　数を必要入所定員総数として定めます。

ウ－１　介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）及び地域密着型介護老人
　　　福祉施設（小規模の特別養護老人ホーム（定員２９人以下））

2021
(R3)

2022
(R4)

0 0

0 0

2023
(R5)

丹　後

0 0 0

（人分）

2020年度
(R2年度)竣
工予定数

2020年度末
(R2年度末)施
設定員数

年度別 必要入所定員総数
（竣工数） 2023年度末

施設定員数
計画期間中
施設定員増

0 0

0 0

0 0 0 0

中　丹

0 0

0

南　丹

0 0

0 0 0 0 0 0

0 0

0

京都・乙訓

0 0

0 0 0 0 0 0

0 0

0

うち、乙訓
のみ

0 0

0 0 0 0 0 0

0 0

0

山城北

0 0

0 0 0 0 0 0

0 0

0

山城南

0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0

合　計

0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0

計
(京都市除く)

0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0

00 0 0 0 0 0

検討中
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ウ－２　介護老人保健施設（老人保健施設）

　

注１：2020(R2)年度末の施設定員数は、2020(R2)年度中の竣工予定分を含む

ウ－３　介護医療院

　

0 0

- - （0） （0） （0） - （0）
丹　後

（人分）

2020年度
(R2年度)竣
工予定数

2020年度末
(R2年度末)施
設定員数

年度別 必要入所定員総数
（竣工数） 2023年度末

施設定員数
計画期間中
施設定員増2021

(R3)
2022
(R4)

2023
(R5)

0 0

- - （0） （0） （0） - （0）
南　丹

0 0

- - （0） （0） （0） - （0）
中　丹

0 0

- - （0） （0） （0） - （0）

うち、乙訓
のみ

0 0

- - （0） （0） （0） - （0）
京都・乙訓

0 0

- - （0） （0） （0） - （0）
山城南

0 0

- - （0） （0） （0） - （0）
山城北

0 0

- - （0） （0） （0） - （0）

計
(京都市除く)

0 0 0 0 0

0 0

- - （0） （0） （0） - （0）
合　計

0 0 0 0 0

丹　後 ― 0 0 0

中　丹 ― 0 0 0

注２：下段の（　）内は、医療療養病床及び介護療養型医療施設からの転換見込み数
　　　（転換する場合の増加分は必要入所定員総数には含まない）

（人分）

現在の施設定員数
2021年度

（令和3年度）
2022年度

（令和4年度）
2023年度

（令和5年度）

うち、乙訓のみ ― 0 0 0

山城北 ― 0 0 0

南　丹 ― 0 0 0

京都・乙訓 ― 0 0 0

注１：医療療養病床及び介護療養型医療施設から介護医療院へ転換する場合の増加分は含まな
い
注２：介護老人保健施設（平成18年7月以降に医療療養病床及び介護療養型医療施設から転換
した施設に限る）から介護医療院へ転換する場合の増加分は含まない

計（京都市除く） ― 0 0 0

山城南 ― 0 0 0

合　計 ― 0 0 0

検討中

検討中
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ウ－４　介護療養型医療施設（療養病床等の介護体制が整った医療施設）

　

ウ－５　特定施設入居者生活介護及び地域密着型特定施設入居者生活介護

（人分）

現在の施設定員数
2021年度

（令和3年度）
2022年度

（令和4年度）
2023年度

（令和5年度）

南　丹

京都・乙訓

丹　後

中　丹

山城南

合　計 0 0 0 0

うち、乙訓のみ

山城北

　　特定施設とは、有料老人ホーム（有料老人ホームに該当するサービス付き高齢者

　向け住宅を含む）、軽費老人ホーム及び養護老人ホームの３種類の施設を指しま

　す。

　　通常、特定施設において介護保険サービスを提供することはなく、特定施設の入

　居者は、通所介護や訪問介護など外部の介護保険サービスを受給することとなりま

　すが、特定施設入居者生活介護の指定を受けることにより、特定施設が直接、入居

　者に対し、介護保険サービスを提供することができるようになります。

  　京都府では、特定施設入居者生活介護の指定は、この計画に定める施設定員数の

　範囲内で、市町村介護保険計画との整合を図るため市町村等の意見を聞き個別に指

　定の可否を判断することとしています。

計（京都市除く） 0 0 0 0

注：介護療養型医療施設については、健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律
　　第83号）第26条の規定により、新たな指定はできなくなっています

検討中
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注１：2020(R2)年度末の施設定員数は、2020(R2)年度中の竣工予定分を含む

注２：上段は、介護専用型特定施設入居者生活介護、中段は、地域密着型特定施設入居者

注３：下段は、介護専用型特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護

2021
(R3)

2022
(R4)

2023
(R5)

丹　後

　ウ－５－（１）　介護専用型特定施設入居者生活介護及び地域密着型特
　　　　　　　　定施設入居者生活介護

（人分）

2020年度末
(R2年度末)施
設定員数

年度別指定数 2023年度末施
設定員数

計画期間中
指定数

0 0

0 0

0

0 0

0

0

0 0

中　丹

0

0 0 0 0 0 0

0 0

京都・乙訓

0 0

0 0 0 0 0 0

南　丹

0

0

0 0

0

0 0 0

0 0 0 0 0

うち、乙訓
のみ

0 0

0

0 0 0 0 0 0

0

0

0

0 0 0 0 0 0

山城北

0

山城南

0 0

0 0 0 0 0 0

0

0 0

0 0

0 0 0 0 0

計
(京都市除く)

0 0 0 0 0

合　計

0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0

0

　　　生活介護の数値

　　　の合計数値

検討中
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　ウ－５－（２）　混合型特定施設入居者生活介護

　

注１：2020(R2)年度末の施設定員数は、2020(R2)年度中の竣工予定分を含む

　エ　高齢者健康福祉圏域単位の着工見込数

（人分）

中　丹 0

2021
(R3)

2022
(R4)

2023
(R5)

丹　後

2020年度末
(R2年度末)施
設定員数

年度別指定数 2023年度末施
設定員数

計画期間中
指定数

0 0

0

0

0 0

0

山城南 0 0

山城北 0

京都・乙訓 0 0

うち、乙訓
のみ

南　丹 0

計
(京都市除く)

0 0 0 0 0 0

山城南 合計

介護
老人
福祉
施設

2021(R3)～2023竣工
(a)

区　　分 丹後 中丹

合　計 0 0 0 0 0 0

南丹
京都
・

乙訓
山城北

0

2023着工2024竣工
(c) 0

0

うち2020(R2)着工済
(b)

　　施設整備に当たっては、圏域ごとに定めたウの必要入所定員総数が確保できるよ

　う年度ごとに整備を進めていくとともに、今後の利用者数の推移等を考慮して計画

　的に整備に着手していくこととします。

（人分）

0

うち2020(R2)着工済
(b)

0 0

介護
老人
保健
施設

2021(R3)～2023竣工
(a)

2021(R3)～2023着工
(a-b+c) 0 0 0 0 0

0

2021(R3)～2023着工
(a-b+c) 0 0 0 0 0 0

0

2023着工2024竣工
(c)

0

注１：地域密着型介護老人福祉施設は含まない

注２：介護療養型医療施設については、健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律
　　　第83号）第26条の規定により、新たな指定はできなくなっています

検討中

検討中
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（３）要支援者への介護予防に係る介護保険サービスの提供見込量

　①　介護予防サービス

　ア　京都府全体のサービス提供見込量

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

2021
(R3)
年度

2022
(R4)
年度

2023
(R5)
年度

参考

2025
（R7）
年度

2040
（R22）
年度

介護予防訪問入浴
介護

(回/月)

区　　分

介護予防訪問リハビ
リテーション

(回/月)

介護予防訪問看護 (回/月)

介護予防短期入所
療養介護

(日/月)

介護予防短期入所
生活介護

(日/月)

介護予防通所リハビ
リテーション

(人/月)

介護予防居宅療養
管理指導

(人/月)

介護予防支援 (人/月)

介護予防特定福祉
用具購入費

(人/年)

介護予防福祉用具
貸与

(人/年)

介護予防特定施設入
居者生活介護

(人/年)

介護予防住宅改修 (人/年)

検討中
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　イ　高齢者健康福祉圏域単位のサービス提供見込量

1 介護予防訪問入浴介護

2

3

4 介護予防居宅療養管理指導

5

6

2021
(R3)
年度

2022
(R4)
年度

2023
(R5)
年度

参考

2025
（R7）
年度

2040
（R22）
年度

区　　分

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

丹 後

丹 後

介護予防訪問看護

(回/月) 山 城 南

山 城 北

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

中 丹

丹 後

介護予防訪問リハビリテー
ション

(回/月) 山 城 南

(回/月) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

丹 後

(人/月) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

南 丹

中 丹

丹 後

介護予防通所リハビリテー
ション

介護予防短期入所生活介護

(人/月) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

丹 後

(日/月) 山 城 南

山 城 北

検討中
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7

8

9

10

11

12

区　　分
2021
(R3)
年度

2022
(R4)
年度

2023
(R5)
年度

参考

2025
（R7）
年度

2040
（R22）
年度

南 丹

中 丹

丹 後

介護予防短期入所療養介護

介護予防特定施設入居者生
活介護

(日/月) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

丹 後

丹 後

介護予防福祉用具貸与

(人/年) 山 城 南

山 城 北

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

中 丹

丹 後

介護予防特定福祉用具購入
費

(人/年) 山 城 南

(人/年) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

南 丹

中 丹

丹 後

介護予防支援

介護予防住宅改修

(人/月) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

丹 後

(人/年) 山 城 南

山 城 北

検討中
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　②　地域密着型サービス（介護予防）

　ア　京都府全体のサービス提供見込量

1

2

3

　イ　高齢者健康福祉圏域単位のサービス提供見込量

1

2

3

2040
（R22）
年度

2021
(R3)
年度

2022
(R4)
年度

2023
(R5)
年度

参考

2025
（R7）
年度

2040
（R22）
年度

区　　分
2021
(R3)
年度

2022
(R4)
年度

2023
(R5)
年度

参考

2025
（R7）
年度

区　　分

介護予防認知症対応
型共同生活介護

(人)

介護予防小規模多機
能型居宅介護

(人/月)

介護予防認知症対
応型通所介護

(回/月)

南 丹

中 丹

丹 後

介護予防認知症対応型通所
介護

介護予防小規模多機能型居
宅介護

(回/月) 山 城 南

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

(人) 山 城 南

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

丹 後

丹 後

介護予防認知症対応型共同
生活介護

(人/月) 山 城 南

山 城 北

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

検討中

検討中
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　ウ　介護予防サービス確保のための方策

　　要介護認定者に係る軽度者の割合が高くなっていることから、介護予防サービス

　が要支援者の状態の悪化防止や改善につながるよう、介護予防従事者の資質向上に

　努め、介護予防サービスの質の向上を図ります。

　　また、地域包括支援センターが行う介護予防ケアマネジメントが十分に機能する

　よう、京都地域包括ケア推進機構や圏域毎に設置した地域包括ケア推進ネットによ

　る伴走支援を行います。
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▲
▲

▲

高齢者の自立を援助するとともに、高齢者ができる限り住み慣れた地域で健
康に、生きがいを持って生活できるよう、地域支援事業の実施を推進

総合事業の趣旨を踏まえ、より多様なサービス提供ができる体制の整備を推
進

地域包括支援センターの機能強化を図るとともに、地域の実情に即した市町
村の取組を支援

【現状と課題】

□　平成27年の介護保険制度の改正により、「介護予防・日常生活支援総合事業」
　（総合事業）の実施が、全ての市町村で平成29年4月1日から始まり、要支援者に対
す
　る予防給付の一部（訪問介護・通所介護）が、同事業に移行しました。

□　総合事業の担い手として期待される地域のボランティア、ＮＰＯ、民間企業、社

　会福祉法人等の活動状況や高齢化の状況は地域毎に異なることから、地域の実情に

　即した新たなサービス提供体制を構築していく必要があります。（図表５－１）

２　自立支援・生活支援サービス（地域支援事業）

□　特に、住民主体の通いの場や地域の支え合い等、多様なサービスの展開が求めら

　れており、市町村と住民が地域の課題を共有し、多様なサービスを創出するととも

　に、担い手の育成を積極的に進めていけるよう支援する必要があります。

□　また、地域包括ケアシステムの構築に向けて、「①在宅医療・介護連携の推進、

　②生活支援体制整備事業、③認知症総合支援事業、④地域ケア会議の推進」が、市

　町村が実施する地域支援事業の包括的支援事業に位置づけられており、地域包括支

　援センターについても一層の充実強化が求められています。

この項目のポイント
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■　総合事業（地域支援事業）高齢者健康福祉圏域単位のサービス提供見込量

参考

2025
（R7）
年度

2040
（R22）
年度

①訪問型サービス

【図表５－１　多様な主体による生活支援サービスの提供イメージ】

区　　分

南 丹

中 丹

丹 後

2021
(R3)
年度

2022
(R4)
年度

2023
(R5)
年度

山 城 北

京 都 ・ 乙 訓

京 都 ・ 乙 訓

南 丹

中 丹

丹 後

②通所型サービス

(人/月) 山 城 南

(人/月) 山 城 南

山 城 北

検討中
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【今後の取組】

■　各市町村において、地域の実情に即した地域支援事業が適切に実施されるよう、

　市町村職員向け研修や地域包括ケア推進ネット（共助型生活支援推進隊）による伴

　走支援を行います。

■  地域包括支援センターの機能強化を支援するとともに、特に他のセンターの核と

　なって困難事案の解決や適切な指導、助言を行う基幹型センターの設置や認知症対

　応やリハビリ支援といった専門性を高め、課題解決を図る機能特化型センターの設

　置を促進します。

■  地域包括支援センターの機能強化に向けた人材育成を支援するため、センター職

　員への研修や、地域包括ケアを支える各分野のリーダー的な人材の育成を推進しま

　す。

■　住民主体の通いの場や地域の支え合い等、多様な主体の参加による介護予防や生

　活支援サービス等の提供体制が円滑に構築されるよう、生活支援コーディネーター

　の養成や、広域的な支援・調整を行う圏域協議会の設置の推進、生活支援コーディ

　ネーターや協議体と地域ケア会議の連携の重要性の伝達等により、市町村の取組を

　支援します。

　（介護予防及び日常生活支援の詳細は、第１０章・第１１章に記載）

成年後見制度利用支援 21

介護相談員派遣 13

配食サービス 13

介護用品支給・助成 21

家族介護者交流会 13

認知症高齢者見守り 16

□　また、介護を受ける者や介護する者に対して必要な支援を行う地域支援事業の任

　意事業は、現在、府内の全市町村で実施されており、今後も地域の要介護者等を支

　えるサービスとして、地域の社会資源を活用し、一層の充実を図ることが求めらま

　す。（図表５－２）

【図表５－２　地域支援事業の任意事業　実施状況（令和元年度）（一部抜粋）】

事業種別 実施市町村数

家族介護支援事業 24
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６　家族・介護者等への支援の強化

７　若年性認知症施策の強化

５　地域での日常生活や就労、社会参加等の支援の強化

第６章　認知症総合対策の推進

１　認知症施策の現状と今後の方向性

２　すべての人が認知症を正しく理解し適切に対応できる
　　環境づくり

３　＜早期発見・早期鑑別診断・早期対応＞ができる
　　体制づくり

４　とぎれない医療・介護サービスが受けられる仕組み
　　づくり

この章では、認知症になっても安心して暮らせる社会づくりに向けて、認

知症に対する理解の促進や、早期発見・早期対応できるシステムの構築、

医療・介護サービスの充実、日常生活支援の充実等の施策の方向性につい

て説明します。
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第６章 認知症総合対策の推進

１ 認知症施策の現状と今後の方向性

この項目のポイント

▲

府内の認知症高齢者数は、令和２年現在で約13.6万人と推計され、今後

も増加する見込み

▲

認知症になっても安心して暮らせる社会の実現に向けて、国の「認知症

施策推進大綱」や第２次京都認知症総合対策推進計画（新・京都式オレン

ジプラン）を踏まえながら関係機関と連携して総合的な施策を推進

（１）認知症高齢者数の推計

□ 厚生労働省研究班の推計によると、2020(令和2)年の認知症高齢者数は、全国で

約６３１万人。京都府にあてはめると、約１３．６万人となっており、急速な高齢

化の進行に伴い、今後も更なる増加が見込まれます。（図表６－１）

【図表６－１ 認知症高齢者数の推計】 （単位：万人）

2012 2015 2020 2025

(平成24)年 (平成27)年 (令和2)年 (令和7)年

認知症高齢者数（全 国） 462 525 631 730

認知症高齢者数（京都府） 9.6 10.5 13.6 16.0

うち日常生活自立度Ⅱ以上 6.4 7.2 8.7 9.9

注１：「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平成26年度厚生労働科学

研究費補助金特別研究事業 九州大学 二宮教授）の推計及び厚生労働省作成資料をも

とに、京都府の高齢者数にあてはめて推計。

注２：日常生活自立度Ⅱ：日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが多

少見られても、誰かが注意していれば自立できる状態。

（２）認知症施策の取組状況

□ 京都府では、認知症になっても安心して暮らせる社会の実現を目指して、京都地

域包括ケア推進機構において、平成25年度に京都認知症総合対策推進計画（京都式

オレンジプラン）（計画期間：平成25～29年度）を、平成29年度に第２次京都認知

症総合対策推進計画（新・京都式オレンジプラン）（計画期間：平成30～35年度）

を策定し、関係機関と連携して取組を進めてきました。（図表６－２）

第６章
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【図表６－２ 京都式オレンジプランが目指す社会の姿】

■認知症の人とその家族が望む「１０のアイメッセージ」

１．私は、周囲のすべての人が、認知症について正しく理解してくれているので、人権や個性に十分な配慮

がなされ、できることは見守られ、できないことは支えられて、活動的にすごしている。

２．私は、症状が軽いうちに診断を受け、この病気を理解し、適切な支援を受けて、将来について考え決め

ることができ、心安らかにすごしている。

３．私は、体調を崩した時にはすぐに治療を受けることができ、具合の悪い時を除いて住み慣れた場所で終

始切れ目のない医療と介護を受けて、すこやかにすごしている。

４．私は、地域の一員として社会参加し、能力の範囲で社会に貢献し、生きがいをもってすごしている。

５．私は、趣味やレクリエーションなどしたいことをかなえられ、人生を楽しんですごしている。

６．私は、私を支えてくれている家族の生活と人生にも十分な配慮がされているので、気兼ねせずにすごし

ている。

７．私は、自らの思いを言葉でうまく言い表せない場合があることを理解され、人生の終末に至るまで意思や

好みを尊重されてすごしている。

８．私は、京都のどの地域に住んでいても、適切な情報が得られ、身近になんでも相談できる人がいて、安

心できる居場所をもってすごしている。

９．私は、若年性の認知症であっても、私に合ったサービスがあるので、意欲をもって参加しすごしている。

10．私は、私や家族の願いである認知症を治す様々な研究がされているので、期待をもってすごしている。

（３）当事者から見た評価や課題

① 10のアイメッセージの評価 ～「目指す社会」にどれだけ近づけたか～

□ 「10のアイメッセージ」の達成状況を評価するため、平成29年度に京都地域包

括ケア推進機構がアンケート調査を行ったところ、本人・家族の回答では、アイ

メッセージのうち、「１ 周囲の理解」「３ 医療・介護サービスの提供」「８ 相談

体制」の評価が高い一方で、「２ 早期診断、診断後の受容・自己決定支援」「４

就労・社会参加等」「５ 自己実現」「６ 家族支援」「９ 若年性認知症の方への支

援」の評価が低い結果となりました。

□ また、多くのケースに携わる支援者の回答では、全ての項目で評価が低く、「目

指す社会」の実現には、まだまだ多くの課題があります。（図表６－３）

〔調査の概要〕

○調査対象 府内の認知症の人（在宅）及び家族、支援者（サポート医、ケアマネジャー等）

○調査方法 本人・家族：調査員による対面（聞き取り）、支援者：郵送による

○回 答 数 本人：98（MCI 19、軽度25、中等度 54）、家族：103、支援者：345

第６章
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【図表６－３ 10のアイメッセージ評価の結果】

② 本人ミーティングで寄せられた声

□ また、当事者の声を今後の施策に活かすため、認知症の人の参加によるミーテ

ィングを同機構が開催したところ、診断直後からの寄り添い支援や当事者同士の

支え合い、社会参加の重要性など、多くの声が寄せられました。（図表６－４）

【図表６－４ 本人ミーティングの概要】

○開催日・場所 〔南部〕平成29年7月 4日（火）京都文教大学

〔北部〕平成29年8月23日（水）府立医大附属北部医療センター

○参 加 者 本人（各６名）、家族、ファシリテーター、支援者 等

○当事者から寄せられた声（抜粋）

・ 認知症と診断された後の不安や苦悩、葛藤。周囲とのつながりの喪失。

・ 仲間との出会い・つながりが、当事者の次の一歩につながる。診断直後からの

寄り添い支援や、ピアサポートの場づくりが重要。

・ 多くの当事者が公表し、社会に参加することで、認知症に対する周囲の理解が

進んでいく。社会を変えるのは当事者。

・ 当事者が能力を発揮できる場が必要。就労を通して社会に貢献したい。 など
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（４）今後の施策の方向性

□ 認知症になっても安心して暮らせるためには、このような評価や課題を踏まえ、

10のアイメッセージの実現に向けて、さらに取組を充実していく必要があります。

□ そのため、本計画では、次のように目標（目指すべき姿）と重点課題を定め、引

き続き、医療・介護・福祉の関係団体と連携して、各種施策に取り組みます。

【目標（目指すべき姿）】

○ 認知症になっても本人の意思が尊重され、住み慣れた地域で安心して暮ら

し続けられる社会（10のアイメッセージの実現）

【重点課題】

１ 認知症の疾病観を変える

２ 診断の直後から、本人・家族に寄り添った支援

３ とぎれない医療・介護の仕組みづくり

４ 若年性認知症の方への支援の強化

【個別方策】

（１）すべての人が認知症を正しく理解し適切に対応できる環境づくり

（２）＜早期発見・早期鑑別診断・早期対応＞ができる体制づくり

（３）とぎれない医療・介護サービスが受けられる仕組みづくり

（４）地域での日常生活や就労、社会参加等の支援の強化

（５）家族・介護者等への支援の強化

（６）若年性認知症施策の強化

（具体的な取組については、次項（○ページ）以降に記載。）
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２ すべての人が認知症を正しく理解し適切に対応できる環境づくり

この項目のポイント

▲

認知症に対する正しい知識・正しい理解の普及

▲

生活習慣病の予防や介護予防、健康づくりの推進

【現状と課題】

□ 平成29年4月、国際アルツハイマー病協会国際会議が京都で開催され、多くの認

知症の人が参加されるなど、近年、社会の関心や認識は高まってきましたが、まだ

まだ、認知症に対する誤解や偏見は少なくなく、認知症であることを周囲に伝えた

り、地域でいきいきと暮らしていくことの妨げとなっています。

□ 認知症の人、家族や身近にいる地域住民、医療・介護関係者等すべての人に、認

知症への正しい理解を広め、認知症の人の尊厳が保持され、その人らしく暮らし続

けることができる地域づくりを進めていくことが必要です。

□ また、認知症の危険因子とされる生活習慣病（高血圧、糖尿病等）の予防や、介

護予防、健康づくりの推進が求められます。

【今後の取組】

■ 教育機関と連携した児童・生徒・学生への認知症サポーター講座の実施や、働き

盛りの世代への理解促進など、多世代を対象とした認知症の啓発を進めるとともに、

講師役となるキャラバンメイトの活用を促進します。

■ 認知症の本人の参加による普及啓発活動の実施や認知症を受容し前向きに明るく

生きる支えとなるような認知症の本人による相談や支え合い活動（ピアサポート）

の実施を促進します。

■ 本人ミーティング等の実施により、認知症の本人の声を認知症施策に反映させる

ことに努めます。

■ 認知症の人と家族の会等関係団体と連携したアルツハイマーデー関連イベントや

府民講座の開催等を進めるともに、当事者による発信機会の充実を図ります。

■ 地域の身近な薬局や銀行、スーパー、交通機関等を「京都高齢者あんしんサポー

ト企業」として登録し、認知症高齢者への対応や必要に応じて相談窓口を紹介する

などの取組を進めます。
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■ 認知症サポート医の養成や、かかりつけ医、看護師、医療従事者等の認知症対応

力向上研修を実施します。

■ 生活習慣病の予防につながる適度な運動、バランスのとれた食生活、禁煙等を推

進するとともに、京都式介護予防総合プログラムの普及を図ります。
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３ ＜早期発見・早期鑑別診断・早期対応＞ができる体制づくり

この項目のポイント

▲

早期発見・早期対応のための仕組みづくりの推進

▲

診断直後からの本人・家族に寄り添った支援や、居場所づくり、活動支

援の充実

【現状と課題】

□ 認知症の原因となる疾患には様々なものがありますが、早期に発見し、適切な対

応を受けることにより、その進行をゆるやかにできることから、本人やまわりの人

が変化に気づき、早期に医療機関を受診されることが重要です。

□ また、認知症と診断された後の、本人・家族のショックや不安は大きく、周囲か

ら孤立されることも少なくなく、診断の直後から、認知症の人や家族に寄り添った

支援が求められます。

□ さらに、初期の認知症の人は、介護保険サービスに馴染まないこともあるので、

居場所や生きがいづくりの場が必要です。

【今後の取組】

■ 認知症を早期に発見し、早期に鑑別診断が行えるよう、かかりつけ医、認知症サ

ポート医、一般病院、専門医療機関、認知症疾患医療センターのネットワークを強

化します。

■ 市町村が実施する特定健診、各種健診事業におけるスクリーニングや専門医療機

関や相談窓口につなげる仕組みづくりを進めます。

■ 認知症初期集中支援チームや認知症リンクワーカーの養成等により、診断の直後

から、本人・家族に寄り添った支援の充実を図ります。

■ 初期認知症の人の居場所、家族支援、医療による初期スクリーニングと継続的な

フォロー等の機能を持つ「認知症カフェ」の設置を促進するとともに、好事例の提

供や情報共有を進めます。

■ 認知症になっても、趣味や地域活動が続けられ、地域でいきいきと暮らすことが

できるよう、認知症の人の居場所づくりや様々な活動を支援します。
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４ とぎれない医療・介護サービスが受けられる仕組みづくり

この項目のポイント

▲

認知症疾患医療センターを核とした重層的な医療ネットワークの構築

▲

認知症に適切に対応できる介護サービスの充実

▲

認知症の人を総合的に支える仕組みづくりの推進

【現状と課題】

□ 認知症の人を取り巻く環境の変化や状態の変化等があっても、とぎれずに、適時

・適切な医療・介護サービスを受けることができるよう、関係機関のネットワーク

の構築や多職種の連携等を推進していく必要があります。

□ また、急速な高齢化が進行する中で、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせ

るためには、認知症の初期から重度まで、総合的なサービスを提供できる施設の整

備が求められます。

□ さらに、人生の最終段階にあっても、認知症の人の意思と尊厳が尊重され、最期

まで自分らしい暮らしを送ることができるよう、療養する場所や医療・介護等が柔

軟に選択できる環境づくりが求められます。

【今後の取組】

■ 認知症疾患医療センター、精神病院、認知症サポート医、一般病院、かかりつけ

医等医療機関の役割分担を明確にし、地域の実情に応じてバックアップできる重層

的な医療ネットワークを構築します。

■ 地域の中核施設として、医療・介護・福祉の社会資源と密接に連携し、初期の段

階から重度までのサービスの提供や地域のサポートを行う「京都認知症総合センタ

ー・ケアセンター」の整備を図ります。

■ 認知症地域支援推進員の養成及びフォローアップ、ネットワーク構築を支援しま

す。

■ 認知症ケアの質の向上のため、医療・介護関係者の認知症対応力の向上を図りま

す。

■ 地域ごとに認知症高齢者のケアの流れをあらかじめ示した「認知症ケアパス」の

普及・定着を支援します。
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■ 認知症の人が診療を受けたり、退院する際の円滑な連携を図るため、患者情報を

共有するための多職種の関係づくりを進めます。

■ 認知症リハビリテーションを実践できる医療関係者を養成します。

■ 療養病床等医療機関や介護老人保健施設等による途切れずに治療や支援が受けら

れ、スムーズな在宅復帰ができる体制づくりを進めます。

■ 小規模多機能型居宅介護や認知症対応型グループホームなどの地域密着型サービ

スの整備を促進します。

■ 認知症サポート医の養成や、かかりつけ医、看護師、医療従事者等の認知症対応

力向上研修を実施します。〔再掲〕
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５ 地域での日常生活や就労、社会参加等の支援の強化

この項目のポイント

▲

認知症の人への生活支援や見守りの充実

▲

介護者の仕事と介護の両立を支援

【現状と課題】

□ 認知症になっても、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、

地域の多様な人的資源・社会資源によるネットワークづくりを進め、認知症の人の

日常生活の支援や見守りを充実していくことが求められます。

□ また、成年後見制度等のわかりやすい周知や日常生活支援事業等の実施、関係者

のスキルの向上等、関係機関と連携し、認知症の人の権利擁護の取組を強化してい

く必要があります。

□ さらに、認知症カフェの展開等、認知症の人の居場所づくりを進めるとともに、

認知症の人の希望に応じた就労、社会参加等の支援が求められます。

【今後の取組】

■ 認知症の人の生活を手助けする事業所等の拡大や、地域の支え合いの担い手づく

りなど、認知症の人にやさしいまちづくり（認知症アクションアライアンス）を推

進します。

■ 引き続き認知症サポーターやキャラバン・メイトの養成を促進していくととも

に、市町村において、認知症の本人や家族のニーズと認知症サポーターを中心とし

た支援をつなぐ仕組みの整備を促進します。

■ 市町村への生活支援コーディネーターの配置を促進するとともに、移送・買い物

支援など生活支援の充実を図ります。

■ 企業活動の中で、高齢者の見守り等を行う「京都高齢者あんしんサポート企業」

の登録を推進するなど、地域の見守りネットワークの構築を支援するとともに、異

業種連携による認知症にやさしいモノやサービスの創出を促進します。

■ 地域の各関係団体や地域住民が参加する行方不明者の捜索・発見・通報・保護な

どの模擬訓練等を、市町村と連携して実施します。
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■ 認知症の人の尊厳を守るため、京都府障害者・高齢者権利擁護支援センターが市

町村の権利擁護の取組を支援するとともに、成年後見制度、市民後見・法人後見、

社会福祉協議会が実施する日常生活自立支援事業の普及を促進します。

■ 医療・福祉、成年後見、企業等、認知症の人の生活に関わる関係者の意思決定支

援スキルの向上を図ります。

■ 認知症になっても、趣味や地域活動が続けられ、地域でいきいきと暮らすことが

できるよう、認知症の人の居場所づくりや様々な活動を支援します。

■ 関係機関と連携し、認知症の人の希望や状態に応じた就労支援を充実します。

95



第６章

６ 家族・介護者等への支援の強化

この項目のポイント

▲

家族等に寄り添った相談・支援の充実

▲

家族等への認知症理解の促進

【現状と課題】

□ 認知症の人を支える家族・介護者等の精神的・身体的な負担は極めて大きいこと

から、家族の負担を軽減するための相談や支援の充実が求められます。

□ また、認知症の人の家族等を対象とした介護教室の開催等、家族の方等への認知

症に対する正しい理解の促進や対応力の向上が求められます。

【今後の取組】

■ 認知症の人やその家族の悩みや困りごとについて、どこにいても相談できる「京

都府認知症コールセンター」の設置や、地域の介護保険事業所による「認知症あん

しんサポート相談窓口」の取組等により、地域の相談体制の充実を図ります。

■ 認知症初期集中支援チームや認知症リンクワーカーの養成等により、本人・家族

に寄り添った支援の充実を図ります。

■ 認知症の基礎知識や相談窓口・医療機関の紹介等、認知症に関する医療と介護の

情報を一体的に集約・発信する「きょうと認知症あんしんナビ」の充実を図ります。

■ 仕事と介護等の両立支援や、ダブルケア（育児と介護）の支援の充実を図ります。

■ 認知症疾患医療センター等において、多職種（医師、歯科医師、薬剤師、看護師、

作業療法士、歯科衛生士、精神保健福祉士等）による本人・家族教室を開催します。

■ 認知症デイサービスや小規模多機能型居宅介護、ショートステイの整備など、家

族等のレスパイトの充実を図ります。
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７ 若年性認知症施策の強化

この項目のポイント

▲

若年性認知症の人と家族の相談・支援体制の充実

▲

就労継続・社会参加等の支援の充実

【現状と課題】

□ 若年性認知症の人は、人口１０万人に対し推計５０．９人と少なく、高齢者に比

べて社会の理解も乏しく、支援体制も十分に整っていない状況です。

□ 若年性認知症の人は、高齢者向けデイサービス・デイケアのプログラムに馴染ま

ない場合があり、また、若年性認知症の方を対象とした介護等のサービスが少なく、

特に初期の段階で利用できるサービスが極めて少ないのが現状です。

□ また、働き盛りで発症される方も多く、就労や生活費、子どもの教育費等の経済

的な課題が大きいことから、若年性認知症支援コーディネーターと関係機関が連携

し、就労継続や社会参加等の支援を充実していく必要があります。

【今後の取組】

■ 若年性認知症の人やその家族が問題を抱え込まずに、必要な支援が受けられるよ

う、若年性認知症コールセンターによる相談・情報提供を実施します。

■ 若年性認知症支援コーディネーターが関係機関（産業保健総合支援センター、ハ

ローワーク、ジョブパーク等）と連携し、アウトリーチを含めた、若年性認知症の

就労継続等の支援を行います。

■ 産業医等の産業保健関係者をはじめとする若年性認知症支援に携わる方を対象と

した研修を実施します。

■ 地域特性に応じて、サロンや認知症カフェ、介護サービス等多様な場を活用した、

若年性認知症の方の「居場所・生きがいづくり」等を支援できる人材と体制づくり

を進めます。

■ 京都府認知症疾患医療センター連携協議会において、若年性認知症支援事例の共

有を図ります。
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５　総合リハビリテーション推進体制の構築

第７章　総合リハビリテーションの推進

１　更なるリハビリテーションの充実を目指して

２　人材の確保・育成

３　施設の拡充

４　連携体制の構築

この章では、適切で質の高いリハビリテーションを各地域で提供できる体

制を構築するための施策の方向性について説明します。なお、リハビリ専

門医や専門職等の人材確保・育成については、第１２章に記載しています｡
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第７章 総合リハビリテーションの推進

１ 更なるリハビリテーションの充実を目指して

この項目のポイント

▲

充実したリハビリテーション支援により、誰もが住み慣れた地域で安心

して暮らせる地域共生社会の実現を目指します

▲

高齢者や障害児・者を支えるための多様なリハビリテーションニーズに

対応するため、関係機関との連携を強め、各地域において適切で質の高い

リハビリテーションを提供

【現状と課題】

□ 高齢化で身体機能が衰えたり、脳卒中等の治療技術の向上により社会復帰を目指

す患者が増えることに伴い、運動障害や失語症などの高次脳機能障害への継続した

リハビリテーションと就労支援（両立支援）の重要度が高まっています。

□ 高齢化が進行する中で、2025年には、高齢者の５人に１人が認知症になると見込

まれるなど、急速に増加している認知症高齢者に対応したリハビリテーションの取

組が必要です。

□ ノーマライゼーションの観点から、高齢者に対するリハビリテーションに加え、

在宅等での生活が特に困難な障害児・者も含めた多様なリハビリテーションニーズ

に対応した支援を充実させるため、乳幼児期から成人期までの脳性麻痺や、医療的

ケアを必要とする障害児・者へのリハビリテーションについても総合的に対応して

いくことが必要です。

【今後の取組】

■ 令和元年度に策定した「京都府総合リハビリテーション連携指針」に基づき、急

性期から回復期、維持・生活期まで継続した、さらなるリハビリテーションの充実

を行い、誰もが住み慣れた地域で、リハビリテーションに対応する医師（かかりつ

け医、開業医）や、それに対応できるリハビリテーション専門職がいる病院、施設、

訪問リハビリテーション事業所等が充実し、在宅で安心して暮らせる地域共生社会

の実現を目指します。

■ 総合リハビリテーション（医学・教育・職業・社会的リハビリテーション）提供

体制を充実させ、高齢者や障害児・者を支える取組を定着させるため、京都府、京

第７章
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都地域包括ケア推進機構、地域リハビリテーション支援センター、市町村、関係団

体等の連携を強め、質の高いリハビリテーションが地域で提供できる人材育成や体

制を構築します。（図表７－１）

■ 認知症高齢者に対応したリハビリテーションの取組として、認知症にも対応でき

るリハビリテーション専門職等の育成を行うため、介護老人保健施設等での認知症

リハビリテーションにおいて、早期対応も含めてリハビリテーション専門職等に対

する研修会等を実施します。

■ また、地域における多様なリハビリテーションニーズに対応する体制を整備する

ため、脳性麻痺や、医療的ケアを必要とする障害児・者のリハビリテーションを担

う人材に対する研修会の実施や連携体制づくりを推進します。

【図表７－１ 京都府におけるリハビリテーション支援現況図】
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第７章

２ 人材の確保・育成

この項目のポイント

▲

在宅等においてリハビリテーションに対応できるかかりつけ医等やリハ

ビリテーション専門医、リハビリテーション専門職の確保・育成及び各

リハビリテーション分野と地域的な偏在の解消を図ります。

【現状と課題】

□ 高齢化の進行に伴うリハビリテーション医療の需要増加に応えるため、リハビリ

テーション専門医等の確保・育成が必要となり、特に、在宅等においてリハビリテ

ーションに対応できるかかりつけ医等の確保・育成が必要です。

□ 不足するリハビテーション専門職、特に、作業療法士、言語聴覚士について確保

・育成が必要、また、各リハビリテーション分野と地域的な偏在の解消が必要です。

【今後の取組】

■ リハビリテーション教育センターによるリハビリテーションに対応できるかかり

つけ医等の養成のために研修会を開催します。

■ 府立医科大学リハビリテーション医学教室によりリハビリテーション専門医を養

成します。

■ リハビリテーション専門職の確保・育成のため、不足地域（北部）や不足してい

る作業療法士や言語聴覚士に重点を置いた理学療法士等修学資金貸与事業を実施す

るとともに、リハビリテーション専門職に特化した就業フェアを開催します。また、

高等学校へのリハビリテーション専門職の紹介等の啓発を行います。

■ リハビリテーション専門職、看護職、介護職等のリハビリテーション従事者等の

さらなる質の確保を図るため、各種研修を実施します。

■ 小児・障害児リハビリテーション分野等を担う人材の育成を図るため研修を実施

します。
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第７章

３ 施設の拡充

この項目のポイント

▲

維持・生活期におけるリハビリテーションサービスのさらなる充実

▲

先端的リハビリテーション治療・機器の研究開発・普及促進

▲

障害児・者へのリハビリテーション提供体制の整備

【現状と課題】

□ 京都府地域包括ケア構想（地域医療ビジョン）において回復期の充実が必要とさ

れていることや在宅での生活を希望される方の増加などにより、維持・生活期にお

ける在宅系のリハビリテーションサービスの更なる充実が必要です。

また、高次脳機能障害者や医療ケア児などのリハビリテーションの充実が必要で

す。

【今後の取組】

■ 在宅におけるリハビリテーションのニーズに対応するため、訪問リハビリテーシ

ョン事業所の新規開設等への補助や在宅リハビリテーションの連携体制づくりなど

により、維持・生活期における在宅系のリハビリテーションサービスの充実を図り

ます。

■ 府立医科大学に設置した「ロボットリハビリテーションセンター」において、民

間企業等と連携して、先端的リハビリテーションロボットの臨床研究を進め、府内

病院・施設等への普及を促進するとともに、地域で促通反復療法など先端的リハビ

リテーション治療法の普及を推進します。

■ 地域リハビリテーション支援センターを中心に、地域における高次脳機能障害者

や医療ケア児などへのリハビリテーションの充実と連携を強化します。
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第７章

４ 連携体制の構築

この項目のポイント

▲

圏域内の病院、施設等における医療・介護従事者の更なる連携を図りま

す

【現状と課題】

□ 圏域内の医療機関、施設等における医療系従事者（医師、看護師、リハビリテー

ション専門職等）、介護系従事者（社会福祉士、介護福祉士、介護支援専門員等）

の多職種や障害福祉サービスなどの多施設との連携が必要です。

□ 特に高齢化が進む北部地域では、多様なリハビリテーションニーズに対応する必

要がある一方で、リハビリテーション資源が広域に分散しているため、リハビリテ

ーション支援体制の連携強化が重要です。

【今後の取組】

■ 北部地域における地域リハビリテーション支援センター、府立医科大学附属北部

医療センター等の各医療機関、施設等との連携を促進します。

■ 府立心身障害者福祉センター附属リハビリテーション病院等におけるリハビリテ

ーション機能充実及び地域の医療機関、施設等との連携を促進します。

■ 地域包括支援センター及びケアマネジャー、障害児・者施設の従事者等に対する

リハビリテーション知識の普及を図るとともに、連携を推進します。

■ 地域連携パス等施設間連携ツールの普及・充実を図ることにより、切れ目の無い

医療・介護の提供を推進します。

■ 地域ケア会議や介護予防事業等へ参画できる資質を備えたリハビリテーション専

門職を養成し、市町村の地域リハビリテーション活動に派遣できる体制を整備しま

す。
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第７章

５ 総合リハビリテーション推進体制の構築

この項目のポイント

▲

北部地域をはじめとした、各圏域における介護・医療・福祉・教育の連

携を強化し、総合リハビリテーションをさらに推進

【現状と課題】

□ 府内における総合リハビリテーションをさらに推進するため、高齢化の進行、リ

ハビリテーション資源の広域分散、人材確保が特に困難等の課題を抱える北部地域

をはじめとして、各圏域におけるリハビリテーション支援体制や介護・医療・福祉

・教育の連携推進体制の更なる強化が必要です。

【今後の取組】

■ リハビリテーション専門職の人材確保等が困難な北部地域において、北部拠点と

して設置した北部リハビリテーション支援センターにより総合リハビリテーション

を更に推進します。

■ 京都地域包括ケア推進機構等と一層連携を深め、各圏域の保健所と地域リハビリ

テーション支援センターが一体となって、各市町村、病院、障害児・者施設、ケア

マネジャー等と連携を強化し、地域リハビリテーションを推進します。

■ 高齢者のリハビリテーションに加え、障害児・者のリハビリテーションに関する

研修機能・調整機能の強化や教育機関との連携強化を図るとともに、各圏域におい

て地域リハビリテーション支援センター、保健所、病院、施設、ケアマネジャー等

と一層の連携強化を行います。

■ 市町村の地域ケア会議など地域リハビリテーション活動事業や障害児・者リハビ

リテーション事業への支援を、地域リハビリテーション支援センターと一体的に行

います。

■ 令和２年に厚生労働省から示された「介護保険事業（支援）計画における要介護

者等に対するリハビリテーションサービス提供体制の構築に関する手引き」を踏ま

え、数値指標に基づくＰＤＣＡサイクルの推進により、保険者や事業所、関係団体

等と連携して、高齢者の自立を支援するためのサービスの質の向上に努めます。

106



　　醸成

　 第８章　看取りの体制・環境・文化
づくり

１　変化する状態・状況に応じ、柔軟に療養場所や医療・

　　介護等の選択ができる体制整備

２　地域で支え合う孤立させない環境づくり

３ 「命」について考え、死に向き合える看取りの文化の

この章では、多様で柔軟な看取りの体制と環境が整備され、本人の意思決

定を基本としつつ、家族等と十分に話し合いながら、住み慣れた地域で最

期まで自分らしい暮らしを続けることができるよう、専門的人材の養成や

医療・介護・福祉の連携、緩和ケアの充実等の施策の方向性について説明

します。
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１ 変化する状態・状況に応じ、柔軟に療養場所や医療・介護等の選択ができる体 

制整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】 

 

□ 京都府の年間死亡数は、2019 年（令和元年）現在で約２万７千人となっており、

2025年には 2019年（令和元年）に比べて約４千人増加する見込みです。死亡場所別

の割合では、病院が最も多く、８割弱となっています。（図表８－１、図表８－２） 

 

  【図表８－１  死亡数の推移（京都府）】 

 
2012 年 

（平成 24
年） 

2015 年 
（平成 27

年） 

2019 年 
（令和元年） 2025 年 

府内年間死亡数（万人） 2.5 2.5 2.7 3.1 

  注 平成 24年、平成 27 年及び令和元年の死亡数は各年の人口動態統計による。2025 年は、全国数
値(国立社会保障・人口問題研究所の推計)に、人口比（約 2％）を乗じて算出。 

 

  【図表８－２  死亡場所別の死亡数・割合（京都府・令和元年）】 

 

 病 院 診療所 
介護老人 

保健施設 
老人ホーム 自 宅 その他 計 

死亡数
（人） 19,847 119 701 2,018 3,875 468 27,028 

割合（％） 73.4 0.4 2.6 7.5 14.3 1.7 － 

  注 厚生労働省人口動態統計による。 

 

 

第８章 看取りの体制・環境・文化づくり 

▼  在宅での看取り期を支える医療、看護体制の充実 

▼  施設における、看取りケアの支援 

▼  円滑な入退院の支援・調整など病院による看取り支援の充実 

▼  老いや病を抱える本人及び家族一人ひとりの身体や心などのつらさの緩和 

▼  多様な職種がそれぞれの場所で看取りの専門的なサポートができる人づくり 

▼  医療・介護・福祉の連携による多職種のチームづくり 

 

この項目のポイント 
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＜在宅における看取り支援＞ 

□ 看取り期においては、本人の状態の変化や家族の状況に応じて変化していく医療・

介護等への希望に応えていくことが重要であり、それらの選択が柔軟にできる体制・

環境の整備が必要です。 

 

□ また、在宅の看取りにおいては、家族介護者の介護負担が課題であり、家族のメン

タル面のフォローを含めた負担等の軽減が必要です。 

 

＜施設における看取り支援＞ 

□ 特別養護老人ホーム等において看取り支援を積極的に推進できるよう看取りケア

ができる人材の育成や、看取り期の医療支援体制などの環境整備が必要です。 

 

＜病院における看取り支援＞ 

□ 看取り期における円滑な退院支援・調整等を図るため、病院における多職種チーム

と在宅等のチームによる継ぎ目のない移行が必要です。 

 

＜緩和ケアの充実＞ 

□ 全人的な苦痛に対する緩和ケアを行うことのできる医療・介護人材の養成や多職

種（医師、歯科医師、薬剤師、看護師等、管理栄養士及び栄養士、リハビリテーショ

ン専門職、歯科衛生士、ケアマネジャー、ソーシャルワーカー、介護職員、臨床心理

士等）チームによる全人的苦痛に対するケアの充実が必要です。 

 

＜人材養成、多職種協働の推進＞ 

□ 看取りに不可欠な専門的ケアについて、各領域で体系的な知識、技術等を修得し、

看取りの過程に応じて専門性が発揮できる人材の養成と体制づくりが必要です。 

 

□ 本人の状態や家族の状況の変化に応じて意思が変わることに留意し、その都度、可

能な限り本人の意思決定を基本としたうえで、家族と十分に話し合いながら、最良の

支援ができる人材の養成と早期から情報を共有し協働する多職種チームをつくって

いくことが必要です。 

 

 

【今後の取組】 

       

＜在宅における看取り支援＞ 

■ 在宅療養支援診療所や病院等の医療機関と訪問看護事業所の連携強化を図るとと

もに、看取り支援を行う訪問看護事業所の整備を促進します。 

110



■ 在宅での看取りにおける家族の不安を軽減するため、家族交流会の開催などピアサ

ポート等の実施を推進します。 

 

■ 薬局間の薬剤供給管理システムの運用により、土日・夜間の在宅における緩和ケア

に対応します。 

 

■ 認知症リンクワーカーの養成や、本人の意思決定を家族とともに多職種が支援す

るアドバンス・ケア・プランニング（人生会議）の普及等、専門職による本人・家族

に寄り添った支援の充実を図ります。 

 

■ 故人の身体や偲びの時間への配慮等、死亡診断・検案をめぐる警察・消防と医療・

看護・介護の連携を促進します。 

 

＜施設における看取り支援＞ 

■ 施設に勤務する介護職員等が看取りに関する認識を共有できるよう、看取り支援

施設ガイドブックを活用した研修会を開催し、施設における看取りを促進します。 

 

■ 施設の配置医と地域の医師との連携により、看取り期における医療処置の充実を

図るなど医療との連携による施設の看取り体制の充実を促進します。 

 

■ 施設における宿泊室の整備等、家族が看取り期に寄り添える環境整備を支援しま

す。 

 

＜病院における看取り支援＞ 

■ 本人の状態や家族の状況に応じ、意思が変わることに留意して、可能な限り、本人

による意思決定を基本とした上で、家族と十分に話し合いながら、円滑な退院支援・

調整、相互の移行を図るため、病院における退院支援部門等（医療ソーシャルワーカ

ー・退院調整看護師等）と在宅チーム（かかりつけ医・訪問看護師・ケアマネジャー

等）及び施設との連携強化を促進します。 

 

＜緩和ケアの充実＞ 

■ がん診療連携拠点病院等における緩和ケア提供体制の充実を図るとともに、がん

診療連携拠点病院以外の医療機関について、緩和ケアチーム、緩和ケア外来の設置を

促進します。 

 

■ 精神的苦痛、社会的苦痛など様々な苦痛に対するケアのための相談体制等の充実 

及びボランティアの育成・連携を図ります。 
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＜人材養成、多職種協働の推進＞ 

■ 看取りに関わる多様な職種が在宅・施設・病院において看取りのサポートができる

よう、看取り期を支援するスタッフのリーダーとなる医師の養成をはじめ、歯科医

師、薬剤師、看護師等、管理栄養士及び栄養士、リハビリテーション専門職、歯科衛

生士、ケアマネジャー、ソーシャルワーカー、臨床心理士、介護職員、施設関係者な

ど、各職域の看取り支援に対応できる専門性を向上するための研修等を実施し人材

の養成を推進します。 

 

■ 看取り期において必要な緩和ケア、栄養ケア、口腔ケア、エンゼルケア、グリーフ

ケア等について、多職種間の協働及び環境整備を推進します。 
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２ 地域で支え合う孤立させない環境づくり 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】 

 

□ 家族の協力体制や介護力が弱くなり、離れた家族との絆の再構築や家族介護者を

地域全体で支え、看取りを支援できる体制や地域の絆の構築も必要となっています。 

 

□ 保健所、市町村、社会福祉協議会、ＮＰＯ、企業等と連携した生活の支援や、家族

の支援体制の充実を図る必要があります。 

 

 

【今後の取組】 

 

■ 孤立死等の防止を図るため、高齢者の単独世帯、共倒れリスクのある世帯等介護力

の弱い世帯や社会的孤立に陥りやすい高齢者等に対する地域の見守り体制の充実 

 を推進します。 

 

■ 友愛訪問活動の担い手育成、地域のインフォーマルサポートのネットワーク化や

講演会・ミーティング等により、地域での啓発を支援します。 

 

■ 介護休業の促進等による生活支援、企業や他業種の連携による看取りを支える取 

組等の実施を促進します。 

  

 

▼  高齢者の単独世帯や共倒れリスクのある世帯等の孤立死の未然防止 

▼  住み慣れた地域で看取りを支える意識を醸成し、ボランティア等インフォ

ーマルサポートの担い手の育成・支援を推進 

この項目のポイント 
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３ 「命」について考え、死に向き合える看取りの文化の醸成 

【現状と課題】 

□ 自分で判断できなくなった場合に備えるためにも、あらかじめ健康な時から、看取

り期の医療や介護の内容、療養場所等の希望について事前指示書の活用なども含め、

家族と話し合う機会を持ち、意識を共有しておくことが重要です。 

□ 意思決定及び意思表示に向けた支援は、患者や入所者、利用者と接する医療・介護

スタッフ等が、看取り期の経過において、早期から意識的に行い、本人の意思や家族

の意向を把握し、多職種が協働して自己決定を支援する体制の構築が必要です。 

【今後の取組】 

■ 本人の意思決定を家族とともに多職種が支援するアドバンス・ケア・プランニング

（ＡＣＰ）の理解を促進するため、国が提唱する愛称「人生会議」及び「人生会議の

日（11月 30日）」による啓発活動や、リーフレットを活用し医師、看護師、ケアマ

ネジャー等の多職種や府民に対して普及啓発を実施します。

■ マンガ、ラジオ等様々なメディアを活用し、府民が看取りについて考える機会を創

出します。 

■ 看取りに関する府民講座を開催し、看取りへの理解を促進します。

■ エンディングノートの活用等を通じて看取りを自分自身のこととして考える意識

の醸成を推進します。 

■ 早期から、日常的に関わる医療・介護・福祉関係者の連携により意思決定を尊重

し、支援できる体制づくりを推進します。 

▼  あらかじめ健康な時から老いや死に対し、考え、向き合える意識の醸成 

▼  自分らしい人生・生活を最期まで送ることを支える意思決定の支援 

この項目のポイント 
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２　地域医療の充実

３　多職種協働による在宅療養支援体制の充実

１　高齢者の在宅療養を支える居宅サービス・地域密着型
サービス等の提供体制の充実

第９章
高齢者の在宅療養を支える介護
保険サービス等の充実と医療・
介護の連携促進

この章では、高齢者が医療や介護が必要になっても安心して在宅

で暮らし続けることができるよう、必要なサービス提供体制や、

多職種協働による在宅療養支援体制の充実等の施策の方向性につ

いて説明します。
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第９章 高齢者の在宅療養を支える介護保険サービス等の充実と

医療・介護の連携促進

１ 高齢者の在宅療養を支える居宅サービス・地域密着型サービス等の提供体制の

充実

この項目のポイント

高齢者の在宅療養を支えるための介護保険サービス等の提供体制の充実

▲

【現状と課題】

□ 高齢者の在宅療養を支えるためには、訪問・通所介護や訪問看護、訪問・通所リ

ハビリテーション、短期入所生活介護などの居宅サービスの提供体制を、地域毎の

ニーズに応じて充実させることが必要です。

□ また、可能な限り住み慣れた自宅で暮らしたいと希望する高齢者を支えるために

は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護や小規模多機能型居宅介護、看護小規模多

機能型居宅介護などの地域密着型サービスの普及と体制整備が重要です。

【今後の取組】

■ 高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、高齢者のニーズや地

域の実状に応じて、市町村と連携し、訪問・通所介護や訪問看護、訪問・通所リハ

ビリテーション、短期入所生活介護などの居宅サービスや、定期巡回・随時対応型

訪問介護看護や小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護等の地域密

着型サービスの提供体制を充実させます。

〔具体的なサービス提供見込み量は第５章に掲載〕

第９章
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第９章

２ 地域医療の充実

この項目のポイント

効果的な地域医療・介護提供体制の構築

▲

医師・看護師等の確保と地域偏在の解消

▲

【現状と課題】

□ 地域における医療・介護の総合的な確保を図るため、平成26年6月、地域医療介

護総合確保推進法が公布されたことを受け、それぞれの地域にふさわしいバランス

の取れた医療・介護提供体制の構築に向けた指標として 「京都府地域包括ケア構、

想（地域医療ビジョン 」を平成29年3月に策定しました。）

□ 高齢化の進展による医療需要の増加に伴い、高度急性期から在宅医療等まで切れ

目のない医療・介護提供体制の構築が必要です。

□ 京都府は、人口当たりの医師数（平成28年末）が全国２位ですが、一部地域や診

療科で医師の確保が困難な事例も見られるなど、地域偏在の状況にあります。

また、病院常勤看護師の離職率は全国平均より高く、看護師等の確保・定着が課

題となっています。

□ 在宅医療等を支えるためには、日常的な診療や管理を行うかかりつけ医等の役割

が重要であることから、在宅医療等において積極的役割を担う医師の育成が求めら

れます。

□ 在宅医療の取組は、24時間対応等の体制づくりが困難であること等から、取組施

設がなかなか増加しない状況にあります。高齢化の進行により患者数が増加するこ

とを踏まえると、診療科にとらわれず幅広く診療所等で取組む必要があります。

□ 今後は、病院から在宅医療までの切れ目のない医療機関連携が必要になります。

また、訪問診療や往診等の機能と合わせて、地域において患者が日頃から身近で頼

りにすることができる「かかりつけ医機能」の役割が重要です。

【今後の取組】

、 、 、■ 在宅等における医療提供体制について 自宅等への訪問診療 訪問看護等と併せ

施設における医療提供体制も考慮し、病床の機能強化及び連携による在宅医療等の

充実を支援します。

118



第９章

■ 在宅医療等を専門に行う医療機関とかかりつけ医等、複数の医師又は多職種で在

宅医療等を進められるよう、オール京都体制でチーム医療を推進します。

■ 各地域で核となり行動する医療関係団体や関係機関の活動を支援するとともに、

地域の状況に応じ、病院、診療所での訪問診療・訪問看護を支援します。

■ 「京都府医療勤務環境改善センター」等、関係機関との連携等による働きやすい

環境づくりとワークライフバランスを推進するとともに、訪問看護師の確保や訪問

看護ステーションの開設等を支援し、訪問看護体制の充実を図ります。

■ 地域で必要な機能を担う病院の運営に必要な人材の育成・配置の支援並びに病床

機能の転換においては必要な施設・設備の整備や病床機能転換後の病棟運営に必要

となる人材の育成、配置の支援を行います。

■ 病床の役割強化を推進するため、地域における広域的な医療・介護連携や病病・

病診連携を強化する取り組みを進めます。

■ 府立医科大学附属北部医療センターを「北京都安心医療拠点」として、北部地域

の診療所等への医師派遣を拡大するなど、地域医療基盤の強化を図ります。

■ 「京都府地域医療支援センター（ＫＭＣＣ 」により、府内の大学、病院、医療）

関係団体と連携したオール京都体制のもと、若手医師の確保・育成、女性医師の勤

務環境改善など、総合的な医師確保対策の取組を充実・強化します。

■ 緊急時の電話相談窓口（＃７１１９）を市町村と共同で設置し、医師・看護師等

による助言・緊急度判定、医療機関案内、在宅医療制度の案内等を行うことで、救

急要請件数の増加の抑制や在宅医療の充実を図ります。

■ 地域において、医療依存度の高い在宅高齢者等に必要な在宅医療、在宅歯科診療

を担う医療機関がより質の高いサービスを提供できるよう、必要な支援を実施しま

す。

■ 「京都府医療トレーニングセンター」を活用した研修・啓発の推進を図ります。

■ 関係団体の設置する 「在宅医療・地域包括ケアサポートセンター」や「口腔サ、

ポートセンター 「栄養ケア・ステーション」等の在宅支援拠点等と連携し、在宅」、

医療等を担う診療所・歯科診療所や訪問看護ステーション、薬局、訪問リハビリテ

、 。ーション事業所等に対する支援を行うなど 訪問診療等の機能を強化・拡充します

■ 地域医療構想調整会議での協議を踏まえ、新規開業希望者等が診療所の充足状況

等の情報を有効活用できるよう可視化し、容易に入手できるようにします。

■ 地域の在宅医療機能を担う診療所医師を確保するため、外来医師多数区域におけ
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第９章

る新規開業者に対しては、医師会や関係団体等と連携し、在宅医療に係る研修への

参加を促します。
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３ 多職種協働による在宅療養支援体制の充実

この項目のポイント

在宅療養あんしん病院登録システムを活用した円滑な入退院支援

▲

関係機関・団体等が連携した在宅医療・介護提供体制づくりの推進

▲

市町村が取り組む在宅医療・介護連携推進事業の支援

▲

【現状と課題】

□ 高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを最期まで続けることができるよ

う、在宅医療と在宅介護サービス、生活支援等を一体的に提供するため、医療・介

護・福祉の様々な関係機関や多職種の連携強化が求められています。

□ 京都府では、あらかじめ必要な情報を登録しておくことで、在宅療養中の高齢者

が体調を崩し、在宅での対応が困難になった時に、必要に応じて入院でき、退院時

には、在宅療養を支えている在宅チームが、在宅へのスムーズな移行をサポートす

る全国初の仕組み「在宅療養あんしん病院登録システム」を運営しています。

□ また、在宅療養中の高齢者が地域で安心して暮らせる体制を確保するためには、

多職種の連携が不可欠なことから、地域における多職種連携の要となる人材を養成

し、地域での連携体制の構築を進めています （図表９－１）。

【図表９－１ 在宅療養コーディネーター養成数（H24～R元)】 （人）

医師 歯科医師 薬剤師 看護師 ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰ その他 行政職員 合計

136 67 68 77 67 56 251 722

□ 市町村が、地区医師会等の地域の関係団体や医療・介護・福祉の関係機関と連携

、 。し 在宅医療・介護連携推進事業を実効性ある取組として推進することが重要です

【今後の取組】

■ 入退院時における医療・介護連携を強化するため、入退院支援に係る病院の医療

ソーシャルワーカー、ケアマネジャーなどが活用する入退院情報共有ルール等の作

成・普及により、在宅療養へのスムーズな移行を支援します。

■ 高齢者が安心して在宅療養を続けることができるよう 「在宅療養あんしん病院、

登録システム」の利活用を推進します。

■ 在宅療養者が病状増悪時に安心して療養生活が送れるよう、地区医師会や医療機

第９章
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関が連携した拠点の運営や在宅チームの活動を支援し、手厚い医療・介護サービス

提供体制を構築します。

■ 京都府薬剤師会と連携し 「健康サポート薬局」をはじめ、高齢者の安心な在宅、

療養を支えるかかりつけ薬局となる「地域連携薬局」の普及を推進します。

（ 、 、 、 、 、 、■ 在宅ケアに携わる多職種 医師 歯科医師 薬剤師 保健師 看護師 准看護師

、 、 、 、管理栄養士及び栄養士 リハビリテーション専門職 歯科衛生士 ケアマネジャー

社会福祉士、介護職員、地域包括支援センター職員等）のチームサポート体制の構

築に向け、地域で在宅チームの連携の要となる人材を養成します。

■ ＩＣＴを活用した在宅医療・介護情報連携システム「京あんしんネット」の一層

の導入・定着促進等により医療・介護の連携体制を強化します。

■ 市町村が「在宅医療・介護連携推進事業」を、地区医師会等の地域の関係団体と

連携して推進できるよう、関係団体の取組を支援するとともに、地域包括ケア推進

ネット等により広域的な調整等の支援を行います。

第９章
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 第10章　介護予防・健康づくりの充実と
高齢になっても生きがいを持っ

　て活躍できる地域づくり

１　介護予防・自立支援の推進

２　健康づくりの推進

３　高齢になっても役割を持ち、生きがいを持って活躍でき
　　る地域づくり

この章では、高齢になってもそれぞれの能力や意欲に応じて地域社会で活

躍できるよう、介護予防や健康づくりの推進、多様な社会参加への支援等

について基本的な考え方や施策の方向性を説明します。
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第１０章 介護予防・健康づくりの充実と高齢になっても生きがい

を持って活躍できる地域づくり

１ 介護予防・自立支援の推進

（１）地域包括支援センターの機能強化と取組の推進

この項目のポイント

▲

自立支援型の介護予防ケアマネジメントの強化

▲

地域包括ケアシステム構築に向けた地域ケア個別会議と地域ケア推進会

議の実施体制の確立

【現状と課題】

□ 地域包括支援センターは、介護保険制度に関する総合相談や権利擁護、ケアマネ

ジメント支援等を実施し、地域包括ケアシステム構築の中心的な役割を担っていま

す。

□ 高齢化の急速な進展に伴い、地域包括支援センターでは、介護予防支援や総合事

業による介護予防ケアマネジメントなどの業務負担が大きくなっています。

□ 一方で、地域包括ケアシステム構築に向けて、高齢者の自立支援・重度化防止を

目的とした多職種協働による地域ケア会議を、より有効に機能させていくことが求

められています。

□ 地域ケア会議の実施にあたっては、個別の地域ケア会議を積み重ね、自立支援に

資するケアマネジメント支援、地域包括支援ネットワークの構築、地域課題の把握

等を通じて、地域づくりに必要な政策形成へとつなげていくことが重要であり、地

域ケア個別会議と地域ケア推進会議を両輪で推進していく必要があります。

【今後の取組】

■ 地域の中で、他のセンターの核となり困難事案の解決や適切な指導、助言を行う

基幹型センターや、権利擁護業務や認知症支援等の機能を強化し、当該分野におい

て支援を行う機能強化型センターの設置を促進します。
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■ 地域ケア会議に、リハビリ職等の専門職を派遣し、自立支援のためのケアマネジ

メントの質の向上を支援します。

■ 地域ケア個別会議、地域ケア推進会議を推進するため、地域包括支援センター職

員や市町村担当者等を対象として、これらの地域ケア会議が多職種協働のもと、よ

り効果的に機能するよう、知識・技術の向上のための研修を行います。

■ 各市町村に配置されている生活支援コーディネーター(地域支え合い推進員)や認

知症地域支援推進員との連携を推進することにより、機能の充実を図るよう、市町

村への働きかけを行います。

第１０章
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第１０章

（２）介護予防・日常生活支援総合事業の円滑な実施に向けた市町村支援

この項目のポイント

▲

平成27年の介護保険制度改正により、介護予防・日常生活支援総合事業

（総合事業）が創設

▲

地域事情に応じた創意工夫のもと、新たなサービス提供体制の確立を支

援

【現状と課題】

□ 介護予防・日常生活支援総合事業については、全ての市町村で実施されています

が、従前相当サービスが中心となっており、多様なサービス、中でも住民主体のサ

ービスについては、担い手の不足もあり十分なサービスの創出がなされていない状

況となっています。

□ 多様なサービスの担い手としては、地域のボランティアやＮＰＯ、民間企業、社

会福祉法人等、多様な主体の参加が期待されていますが、このような社会資源の状

況や高齢化の状況は地域毎に異なることから、今後、地域の実情に即した新たなサ

ービス提供体制を構築していくとともに、地域の支え合いそのものを推進していく

必要があります。

【今後の取組】

■ 住んでいる地域に関わらず、支援を必要とする高齢者一人ひとりが、必要とする

介護予防・生活支援ニーズに応じたサービスを受けることができるよう市町村を支

援します。

■ 高齢者の介護予防・生活支援サービスの提供体制整備を推進する生活支援コーデ

ィネーター（地域支え合い推進員）の養成を行い、共助型生活支援推進隊（保健所

職員）が市町村職員や生活支援コーディネーターとともに担い手の育成や生活支援

サービスの開発を支援します。

■ 体操等の通いの場やサロン等、地域に存在する支え合い活動を支援し、担い手の

創出や人材の育成など、多様なサービスを提供する基盤作りを支援します。

■ 介護予防・生活支援サービスと一体的に行われる移動支援や、移送前後の生活支

援サービスの開発を支援します。
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第１０章

（３）ＰＤＣＡサイクルに基づく効果的な介護予防事業の推進

この項目のポイント

▲

PDCAサイクルに基づいた地域支援事業（一般介護予防事業）の推進

▲

京都式介護予防総合プログラムの普及による、介護予防の推進

【現状と課題】

□ 高齢者が要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の

推進のためには、機能回復訓練等だけでなく、生活機能全般を向上させ、幅広い医

療専門職の関与を得ながら、高齢者が生きがいを持って生活できる地域の実現に向

けた取組を進める必要があります。

□ その際、短期集中予防サービスや、地域ケア会議、生活支援体制整備事業との連

携とともに、効果的・効率的な取組となるよう、地域支援事業等に関する評価指標

を活用するなどし、ＰＤＣＡサイクルに沿って取組を進めることが重要です。

□ なお、京都地域包括ケア推進機構と府立医科大学、京都学園大学、亀岡市等が協

働して開発した「京都式介護予防総合プログラム」は、参加者の筋力の増強や持久

力の延伸といった体力の向上及び、要介護認定者数や介護給付費の抑制効果も確認

されており、指導者の養成や地域における住民主体の様々な取組を支援しながら、

広く普及を図っていくことが重要です。

【今後の取組】

■ 高齢者の自立支援、介護予防・重度化防止の推進のため、地域支援事業等介護関

連データの活用や評価指標の設定により、ＰＤＣＡサイクルに沿った効果的・効率

的に取組が進むよう、市町村を支援します。

■ 運動、口腔ケア、栄養・食生活改善及び住民サポーターの養成を組み合わせた「京

都式介護予防総合プログラム」について、指導者の養成と併せ、プログラムの普及

を促進します。
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第１０章

（４）介護予防事業への参加促進

この項目のポイント

▲

介護予防の取組の拡大を図り、参加者の増大を目指す

▲

引きこもりなど、参加に消極的な層の参加促進

【現状と課題】

□ どの地域においても参加者の固定化や、参加が短期間で持続が困難など、結果的

に効果が上がらないといった課題があります。

□ 農村地域を一例に取ると、農作業が適度な運動となっており予防に役立っている

との見解がある反面、農閑期や寒冷期の閉じこもりが逆の作用に働いている状況が

あり、介護予防事業への参加を促す取組が必要となります。

□ また、昼間独居の世帯や交通確保が困難な地域などでは、本人が希望しても参加

が困難な状況もあります。

□ 高齢者の誰もが継続的に参加できるよう、衛生面、感染症に十分配慮しながら、

容易に通える範囲に通いの場を創出していくことが重要です。

【今後の取組】

■ 商店街、スーパーマーケット、コンビニエンスストア、金融機関、薬局、医療機

関等、高齢者がよく訪れる事業所や機関と連携し、介護予防等の普及啓発や、初期

認知症・フレイル（虚弱）・口腔機能低下等の兆候を早期に発見して介護予防事業

等に繋げることができる連携体制を構築します。

■ 認知症、フレイル（虚弱）、ロコモティブシンドローム、低栄養予防、口腔機能

の維持等に関する正しい知識の普及を推進します。

■ 参加者が楽しく交流を図りながら、健康寿命の延伸にも繋がる取組など、魅力の

ある通いの場の創出を図っていきます。なお、通いの場等の運営にあたって、手洗

いやうがい、マスクの着用など基本的な感染症対策をとるよう周知を図ります。

■ 移送サービスの充実など、交通機関利用が困難な高齢者が必要な場所や時間に移

動ができ活発な活動に繋がるよう体制の構築を支援します。
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第１０章

（５）高齢者の保健事業と介護予防の一体的な推進

この項目のポイント

▲

「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な推進」を通じた介護予防・重

度化防止の取組の推進

▲

通いの場への介入や介護予防事業に参画する医療専門職の養成

【現状と課題】

□ 高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細かな支援を実施するため、令和２年

４月には、市町村が高齢者の保健事業と介護保険制度の地域支援事業を一体的に実

施できるよう、国民健康保険法等の改正が行われたところです。

□ 具体的には、高齢者一人ひとりの医療・介護データ等から、地域の健康課題の分

析を進めるとともに、多様な課題を抱える高齢者や、閉じこもりがちで健康状態が

不明な高齢者を把握し、アウトリーチ支援等を通じて必要なサービスにつなげてい

くこととしており、そのため、市町村にデータ解析や事業推進のため保健師や、個

別的支援や通いの場等への関与を行うための管理栄養士、歯科衛生士等医療専門職

の配置が進められています。

□ 通いの場については、住民自ら運営され、体操や趣味活動等が行われ介護予防に

資する取組が行われているところですが、医療専門職が通いの場に介入することに

より、フレイル予防の普及啓発や、栄養改善・口腔機能向上等の健康教育・健康相

談を行う場としての活用していくことが重要です。

□ また、後期高齢者に対しては、フレイルなど高齢者の特性を踏まえ、健康状態を

総合的に把握するための質問票が導入されることとなり、健康診査の場だけでなく、

通いの場や医療機関受診時等において活用され、健康状態を総合的に把握すること

が求められています。

□ これらの取組を通じ、高齢者の心身の特性に応じた保健事業を実施し、健康づく

りやフレイル予防の普及啓発、介護予防の一層の推進を図ることが重要ですが、市

町村によっては、庁内の連携体制や人材確保の点から実施体制が整っておらず、支

援が必要です。
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【図表１０－１ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施イメージ】

【今後の取組】

■ 後期高齢者広域連合、国民健康保険団体連合会等関係団体と連携の上、高齢者の

特性に応じた保健事業と介護予防の取組が進むよう、市町村の実情を踏まえ適切な

助言を行うとともに、人材定着や実施方法の共有などの取組を進めます。

■ 職能団体と連携した人材育成研修の開催により、通いの場における健康づくりや

フレイル予防のための適切な助言が行える管理栄養士や歯科衛生士等の医療専門職

の養成を図ります。

また、これら医療専門職の地域ケア会議への参画等を通じ、介護予防・重度化防

止の取組を一層推進します。
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第１０章

２ 健康づくりの推進

（１）健康づくり対策

この項目のポイント

▲

健康寿命の延伸に重点をおいた「保健医療計画」、「きょうと健やか２１」

に基づく健康づくりの推進

▲

全ての世代が、希望や生きがいを持ち、健康で心豊かに生活できる社会の

確立をめざし、府民・地域・企業・関係団体・自治体が一体となって、そ

れぞれの地域や年代に応じた効果的な健康づくり事業を実施

【現状と課題】

□ 京都府における平均寿命と要介護認定者数（要介護２以上）から算定した平均要

介護期間は、男性１．９年、女性４．０年であり（H30年）、要介護の原因となる疾

病を予防し、介護期間を短縮させ健康寿命をさらに延伸させる取組が必要です。

□ 主要な死亡原因であるがん・循環器疾患や、要介護の原因となる転倒骨折や認知

症を予防するための健康づくりにさらに積極的に取り組む必要があります。

□ 生活習慣病の発症には若いときからの生活習慣が主な要因となるため、各年代の

健康課題に応じた改善策が必要です。

□ 府民の健康を、自助・互助・共助・公助による、地域や世代間の相互扶助で支え

る環境づくりを総合的に推進していくことが必要です。

【今後の取組】

■ 府民に身近な市町村において、地域の健康課題に即したきめ細かい健康づくり事

業が実施されるよう市町村を支援します。

■ 職域、医療保険者、関係機関との連携を図り、保健所の広域的・専門的な知識・

機能を活かした健康づくり事業を推進します。

■ 健康寿命を延伸するため、府域全体または市町村・年代別に健康課題を明らかに

し、効果的な健康づくり事業を実施します。

■ 後期高齢者広域連合、国民健康保険団体連合会等関係団体と連携の上、高齢者の

特性に応じた保健事業と介護予防の取組が進むよう、市町村の実情を踏まえ適切な

助言を行うとともに、人材定着や実施方法の共有などの取組を進めます。〔再掲〕
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第１０章

（２）がん検診の効果的・効率的な推進

この項目のポイント

▲

がんに罹患する人の約８割が６０歳以上

▲

がん検診の受診率向上により、早期発見、早期治療を推進し、高齢者の

健康の維持を図る

【現状と課題】

□ がんは、京都府における死因別死亡率の第１位であり、高齢者数の増加に伴って、

がんによる死亡者数は今後とも増加していくことが推測されます。

□ また、京都府では、罹患者の約８割が６０歳以上であり、生涯でおよそ２人に１

人が、がんに罹患しています。高齢者の健康の維持のためには、がんを早期に発見

し、早期に治療することが重要です。

□ がん検診は、市町村が住民を対象に行う検診をはじめ、企業が従業員を対象に行

う検診、健康保険組合等が保健事業として行う検診、個人が健康管理の一環として

自ら受診するものなど、様々な形態があります。

□ インターネット調査によると、がん検診の受診率は現在概ね３５％であり、男女

とも受診率は５０歳代が一番高く、６０歳代は減少しています。

□ ６０歳代以降は、退職等により職場でがん検診を受ける機会が減少すると考えら

れるため、検診を受けやすい環境づくりと受診啓発の取組が重要となっています。

【今後の取組】

■ 受診率向上によるがんの早期発見・早期治療により、高齢者の健康の保持を図る

とともに、がんによる死亡者の減少を目指します。

■ がん検診受診率５０％を目指し、受診率の低い層へのより効果的な受診啓発や取

組を促進するため、市町村・職域・関係団体と連携し、オール京都体制で、がん検

診の重要性についての啓発を引き続き進めます。

■ 複数のがん検診を同時に実施し一度に受診できるようにする総合がん検診や特定

健診とのセット化、土日検診、夜間検診などの充実を図り、検診を受けやすい環境

を整備します。
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第１０章

（３）歯と口の健康づくり

この項目のポイント

▲

80歳（7５歳～84歳）で20本以上の自分の歯を有する者の割合の増加

【現状と課題】

□ 「平成28年度京都府民歯科保健実態調査」によると、一人平均喪失歯数は、７０

歳代では７．７本、８０歳以上では１２．０本であり、高齢者の喪失歯が急増して

います。

□ 薬や老化の影響により唾液分泌が減少し、口腔内の自浄作用が低下し、摂食や嚥

下等の口腔機能が低下し、誤嚥性肺炎、フレイル（虚弱）、低栄養を起こしやすく

なります。

□ 高齢者施設等での歯科健診や口腔ケアを実施する機会を増加させる必要がありま

す。

【今後の取組】

■ 歯と口の健康は全身の健康にもつながることから、口腔機能訓練や歯の喪失予防、

喪失部位を義歯等で補うことにより、口腔機能の維持・向上を図り、介護予防を推

進します。また、京都式介護予防総合プログラムを活用し、介護予防を推進します。

■ 誤嚥性肺炎や窒息の予防に配慮した食べ方（食品の物性、食物形態等）の普及を

推進するとともに、フレイル（虚弱）、低栄養を予防し、生活機能を維持するため

のバランスのとれた栄養状態が保てるよう食育・食支援を推進します。

■ 高齢者の歯科健診の受診機会の確保や口腔ケアが受けられるよう支援します。
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（４）国民健康保険をはじめとする各医療保険者の保健事業

この項目のポイント

▲

40歳から74歳までの者に対する特定健診・特定保健指導が平成20年度

から義務化

▲

令和2年度から後期高齢者健診において、フレイルなどの高齢者の特性を

把握する新たな質問票を導入

▲

各医療保険者が行う健診等の保健事業に対する財政支援、人材の資質向上、

地域の疾病情報・健診等の分析による健康づくり施策の展開

【現状と課題】

□ 府内の医療保険者全体での特定健診受診率について、令和５年度に７０％以上と

する目標を掲げていますが、平成29年度の実績は５０．６％となっています。

実績については、平成30年度実績値が公表され次第、修正します。（公表時期については、厚労省に確認中）

□ また、医療保険者がより効果的・効率的に保健事業を実施できるよう、各保険者

に対する支援を行うことが必要です。

□ なお、令和２年４月には、市町村が高齢者の保健事業と介護保険制度の地域支援

事業を一体的に実施できるよう、国民健康保険法等の改正がされたところであり、

健診等における質問票の導入や保健事業が円滑に実施できるよう、市町村への支援

が必要です。

【今後の取組】

■ 府内の医療保険者が集まる医療保険者協議会の取組等を通じて、保険者が協力・

連携して、特定健診の受診促進、担当者の研修等を実施するための支援を行います。

■ 後期高齢者広域連合、国民健康保険団体連合会等関係団体と連携の上、高齢者の

特性に応じた保健事業と介護予防の取組が進むよう、市町村の実情を踏まえ適切な

助言を行うとともに、人材定着や実施方法の共有などの取組を進めます。〔再掲〕
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３ 高齢になっても役割を持ち、生きがいを持って活躍できる地域づくり

（１）高齢者の社会貢献活動や地域活動等の促進

この項目のポイント

▲

高齢者が生きがいを持って活躍できる場の拡充を図り、高齢者の社会参

加を進めるとともに、地域の担い手として活躍できるよう支援

【現状と課題】

□ 平均寿命の延伸や人口構造の変化により高齢者人口が増加する一方で、就労や地

域でのボランティア活動など、様々な形で能力を発揮し、社会活動に参加したいと

いう高齢者自身の意欲も高まっています。

□ また、年齢階級別の要介護認定率を見ても、９０歳以上では約８割が要介護認定

を受けている一方で、６５歳～６９歳では３．２％、７０歳～７４歳で７．０％、

７５歳～７９歳でも１６．０％となっていることからも、「高齢者」を一律に「支

えられる側」と捉えることは実態と合わなくなってきています。（P15 図表２－６）

□ 高齢になっても、年齢にかかわらず、それぞれの能力や意欲に応じた様々な活躍

の場が地域に存在し、そうした場での社会参加を通じて、地域社会の担い手として

活躍することが期待されるとともに、こうして地域社会で役割を担って活躍するこ

とは、高齢者自身の生きがいと喜びに繋がり、ひいては生活の満足感を向上させ、

自身の介護予防にもつながります。

□ 一方で、高齢者が活躍できる場が地域に不足している、あるいは活躍できる場が

あってもその情報が十分に共有されていない等により、高齢者の社会参加の意欲が

活動に結び付いていないケースも存在するため、地域における場づくりや、情報共

有の取組が必要です。

【今後の取組】

■ 人生100年時代を見据え、高齢になっても、年齢にかかわらず、それぞれの意欲

や経験・能力に応じて活躍できる場がそれぞれの地域に存在することが重要であ

り、市町村や社会福祉協議会、京都ＳＫＹセンター、老人クラブ連合会、シルバー

人材センター等、幅広い関係団体が連携し、地域における多世代交流の場、世代を

超えた活躍の場を創出し、高齢者の多様な社会参加を促進して、高齢者自身が地域

の担い手として活躍できる環境を整備します。
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■ 地域社会の活性化を促す高齢者リーダーの養成を行う「京都ＳＫＹシニア大学」

の運営をはじめ、「ＳＫＹふれあいフェスティバル」の開催など、高齢者の健康と

生きがいづくりの増進及び社会活動への参加と担い手づくりに取り組む京都ＳＫＹ

センター等の活動を支援します。

■ ボランティアや地域の支え合いなど、高齢者の社会参加に必要な知識や技能を修

得できるセミナーの開催や相談・情報提供などを行うとともに、地域課題の解決に

取り組む団体等を支援し、社会参加に意欲的な高齢者とのマッチングを行います。
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（２）高齢者の生涯学習やスポーツ活動の推進

この項目のポイント

▲

高齢者の自主的な学習を支援し、地域活動への参加を促進

▲

運動やスポーツを通して「地域の絆」等を強化

▲

全国健康福祉祭（ねんりんピック）への参加を促進

【現状と課題】

□ 学習活動が個人の教養や趣味の充実にとどまり、学習の成果が地域活動などに十

分に活かされていないケースがあります。

□ 平均寿命が延伸する中、高齢になってもできるだけ健康で自立した生活を送るた

めには、高齢期を迎える前から日常的な運動による健康の維持、体力の向上が求め

られています。

□ 少子高齢化や地域社会の人間関係の希薄化が進む中で、運動やスポーツを通して、

「人と人のつながり」や「地域の絆」を強め、地域を活性化することが大切です。

□ 高齢者を中心とするスポーツ、文化、健康福祉の総合的な祭典である全国健康福

祉祭（ねんりんピック）への京都府選手団の派遣を行い、高齢者がスポーツや文化

活動を始めるきっかけとなるよう取り組んでいます。

【今後の取組】

■ 自主的な学習を支援するため、インターネット動画による生涯学習講座を充実さ

せるとともに、府内全域の生涯学習施設との連携を強化し、生涯学習事業や地域活

動等により気軽に参加できる環境づくりを行います。

■ 府立京都学・歴彩館や府立ゼミナールハウスなど、生涯学習活動の拠点となる府

の生涯学習・社会教育施設が行う事業等の充実・強化を図ります。

■ 中高年の世代に応じて維持すべき身体動作の指標を作成し、各市町村のスポーツ

施設はもとより、保健施設・公民館とも連携して活用を図り、自立して健康に生活

できる健康寿命の延伸を目指します。

■ 高齢者の自主的な健康維持の取組を推進するとともに、運動やスポーツを通した、

「人と人のつながり」や「地域の絆」の強化を図ります。

■ 全国健康福祉祭（ねんりんピック）参加者の経験を、地域でのふれあいと活力あ

る長寿社会づくりへ生かすため、積極的な地域活動への参加を促します。
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（３）老人クラブ活動への支援

この項目のポイント

▲

地域に密着した高齢者の自主的組織である老人クラブの組織強化と活性化を

支援

▲

生きがいや健康づくり、多様な地域貢献活動を行う老人クラブの活動を支援

【現状と課題】

□ 老人クラブは、高齢者の自主的・積極的な社会活動を推進する主体として、生き

がいや健康づくり活動をはじめ、環境美化、友愛活動、世代間交流等の地域に貢献

する活動など多方面にわたる活動に取り組まれています。

□ 地域支援事業において、多様な主体による生活支援サービスの提供体制の整備を

目指しているところであり、老人クラブは、これまで取り組んできた友愛活動や健

康づくり、介護予防活動を活かした、介護予防・生活支援サービスの担い手として

の役割が期待されています。

□ 一方で、高齢者の生活様式の変化、定年の延長、価値観の多様化等により、老人

クラブ数や会員数の減少が続いており、老人クラブの活発な活動を今後も継続して

いくためには、６０～７０代前半の高齢者に対して老人クラブ活動の重要性を周知

し、社会貢献活動への意識向上を高めるとともに、新しい活動の展開により、魅力

ある老人クラブづくりに向けた取組を進めていくことが重要です。

【今後の取組】

■ 高齢者への多様な生活支援や介護予防活動を行う老人クラブと連携・協力し、地

域での支え合い体制の構築を推進します。

■ 老人クラブの活動をさらに促進し、会員の増強を図るため、京都府老人クラブ連

合会が行う老人クラブ等活動推進員の設置を支援します。

■ さらに、老人クラブの組織強化やリーダーの育成、会員増を図るため、京都府老

人クラブ連合会が実施する「シルバーヘルプ活動促進事業」や「健康づくり支援活

動」、「老人クラブリーダー育成」等を活発に行えるよう支援します。

■ 高齢者の地域における社会活動を促進させるため、生きがいと健康づくりのため

の多様な社会活動を行う老人クラブに対して支援を行います。
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（４）高齢者の雇用対策の促進

この項目のポイント

▲

高年齢者の雇用・就業ニーズに応じた再就職の促進及び多様な就業機会

の確保

【現状と課題】

□ 少子高齢化により、将来に向けて労働力人口の減少が進行します。

□ コロナ禍により有効求人倍率が低下している一方で人手不足の状況にある業種・

職種もあり、高齢者をはじめとする多様な働き手の確保が求められています。

□ また、就業構造基本調査によると、京都府の高齢者(６５歳以上)の有業率は２５．

９％となっており、全国（２４．４％）に比べて、１．５ポイント高い状況となっ

ています。

高齢者の無業者のうち就業希望者は１０．３％となっており、全国（８．２％）

に比べて、２．１ポイント高い状況となっています。（図表１０－１）

【図表１０－２ 高齢者の就業の状況（京都府）】

（単位：人）

注：総務省「就業構造基本調査」（平成29年）

□ このように、高齢化や労働力人口の更なる減少が見込まれる中で、シルバー人材

センター等の果たす役割はますます重要となっています。

□ 高齢者に就業の場を提供するシルバー人材センターにおいては、令和元年度の実

績で、会員は約１万５千人、総契約金額は６４億円にのぼるなど活発な活動を展開

し、積極的な事業推進を図っています。（図表１０－２）
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【図表１０－３ シルバー人材センターの活動状況（ミニシルバーを含む）】

年度 設置数 会員数（人） 就業延人員（人日）

H27 20 14,673 1,398,469

H28 21 14,620 1,415,586

H29 21 14,654 1,416,326

H30 21 14,739 1,416,214

R１ 21 14,720 1,405,310

注：（公社）全国シルバー人材センター事業協会「シルバー人材センター事業統計年報」

□ 京都ジョブパークでは「就業サポートセンター」に、令和２年度から高齢人材担

当を設けて、概ね５５歳以上の中高年齢者の就業を支援しています。

令和元年度の利用状況をみると、新規利用者数が1,807人、就職内定者数が1,331

人となっています。※令和元年度の数値は、熟練人材（概ね45歳以上）の数値

（図表１０－３）

【図表１０－４ 京都ジョブパーク就業サポートセンター（熟練人材）利用状況（令和元年度）】

新規利用者数 1,807人

延べ相談者数 4,240人

１日平均延べ相談者数 １４人

就職内定者数 1,331人

□ また、京都ジョブパークでは、中高年齢者のキャリア養成に向け、中高年齢者キ

ャリアチェンジプログラムを実施し、就労意欲を喚起するセミナー等を実施してい

るほか、セミナー受講後は企業とのマッチング交流会を開催し、効果的に再就職に

つなげる支援を行っています。

□ 京都府も参画する京都府元気シニア活躍協議会において、国の「生涯現役促進地

域連携事業」を受託し、主に６５歳以上の高度な資格や能力・特殊な技能を有する

高年齢者を対象に雇用･就業機会の確保や就労促進を図るため、各種セミナーやマ

ッチング支援を実施しています。

【今後の取組】

■ 高年齢者の就業機会の増大と福祉の増進を図るため、シルバー人材センター事業

等を推進します。

■ 京都ジョブパークでは、京都労働局･ハローワーク等と連携したオール京都体制

で、相談からスキルアップ、就職･定着までワンストップで、高年齢者の再就職を

支援します。

また、京都府元気シニア活躍協議会等との連携による求人･求職情報の共有、セ

ミナーの開催等により、高年齢者のキャリアを生かした再就職･転職を支援すると

ともに、高年齢者のセカンドステージづくりを進めます。
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■ 高年齢者の雇用・就業ニーズに応じた再就職の促進及び多様な就業機会の確保に

努めます。

■ 高齢者が長く活躍するためには、年齢に関わらず学び直すことのできる機会の確

保などが必要となることから、大学によるマインドセット教育やＰＢＬ教育等、実

践的な学び直しの機会を提供することを柱とする「生涯現役クリエイティブセンタ

ー（仮称）」の開設準備を進めます。
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 第11章　高齢者の安心・安全な日常生活
を支える取組の推進

１　高齢者が安心して暮らすことができる地域づくり

２　高齢者虐待及び権利擁護

３　家族介護者等への支援

この章では、地域の様々な団体が連携・協働した高齢者の見守りネットワ

ーク（絆ネット）の構築支援や、安心・安全な日常生活を支える活動等の

推進、高齢者虐待への取組等について、基本的な考え方や施策の方向性を

説明します。
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第11章 高齢者の安心・安全な日常生活を支える取組の推進

１ 高齢者が安心して暮らすことができる地域づくりの推進

（１）「絆ネット」の構築や生活支援サービスの充実

この項目のポイント

▲

地域の様々な団体、組織が連携し、地域の高齢者等を見守るネットワー

クの構築が必要

▲

見守りや生活支援活動を実施する社会福祉協議会、民生児童委員、ボラ

ンティア団体、ＮＰＯなどの活動への支援が必要

【現状と課題】

□ 地域福祉活動として、社会福祉協議会、民生児童委員、ボランティアや住民組織

などにより、高齢者の日常生活を支える様々な取組が進められています。

□ 社会福祉協議会は、地域の福祉ニーズに応えるため住民参加による見守りや安否

確認、買い物支援や家事援助、配食サービスなどの活動を展開しています。

□ 民生児童委員は、住民の最も身近な相談相手として、住民の生活状況を日頃から

全般的に把握するとともに、「相談援助活動」、「福祉サービスの利用援助」など、

地域に根ざしたきめ細やかな活動を展開しています。

□ ボランティア、ＮＰＯ、住民組織等では、高齢者への配食、居場所づくり、友愛

訪問、送迎など多彩な活動が行われています。

□ 人と人とのつながりが希薄化する中で、地域の一人暮らし高齢者など、配慮が必

要な方々に対する見守り活動や生活支援を進めるためには、こうした地域で活躍す

る様々な団体が、地域の課題を共有し、同じ問題意識の下で連携して取り組むこと

が重要です。

【今後の取組】

■ 地域のＮＰＯやボランティア団体、社会福祉協議会、民生児童委員、企業、商店、

警察、消防、行政など、地域の様々な活動団体と連携・協働した「見守り・支援ネ

ットワーク」＝「絆ネット」による多機関連携の見守り支援体制を推進します。

第１１章
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■ 生活に困窮する高齢者等については、「絆ネット」を活用した早期把握に努め、「生

活困窮者自立支援法」に基づき設置された「自立相談支援機関」などと連携し、早

期の生活支援等を実施します。

■ 例えば８０５０（ハチマルゴーマル）問題など、複合的かつ複雑な「絆ネット」

では解決が難しい課題に対しては、市町村が整備する包括的な相談体制である「重

層的支援体制」の構築に円滑に取り組めるよう支援を行います。

■ 高齢者の見守り活動や日常生活支援等に取り組むＮＰＯ、ボランティア団体や、

そうした活動の実施に加え地域福祉の推進のための企画・調整を担う社会福祉協議

会について、組織力の向上や事業・活動を充実させるための支援を行います。

■ 高齢者に対するボランティア活動が継続的に展開されるよう、社会福祉協議会と

連携しボランティア活動に関する情報提供やコーディネート等を促進します。

■ 民生児童委員と連携し、高齢者などの要配慮者への見守り活動の取組を進めると

ともに、民生児童委員の資質向上研修を実施します。

■ 運送車両の購入助成や運転者養成講習の開催など、福祉有償運送の実施を支援し

ます。

■ ＩＣＴを活用した見守り等、多様な見守りのあり方を通じて、高齢者が安心して

暮らせるまちづくりを推進します。

■ 人生100年時代を見据え、高齢になっても、年齢にかかわらず、それぞれの意欲

や経験・能力に応じて活躍できる場がそれぞれの地域に存在することが重要であ

り、市町村や社会福祉協議会、京都ＳＫＹセンター、老人クラブ連合会、シルバー

人材センター等、幅広い関係団体が連携し、地域における多世代交流の場、世代を

超えた活躍の場を創出し、高齢者の多様な社会参加を促進して、高齢者自身が地域

の担い手として活躍できる環境を整備します。〔再掲〕

第１１章
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（２）地域活動団体による取組の支援

この項目のポイント

▲

地域の課題解決に取り組み、暮らしに役立つサービスを提供できる地域

活動団体の活動の拡大

▲

活発化している民間の活動と行政や企業、大学等他のセクターとの協働

・連携による高齢者の健康福祉に関する課題解決機能の強化

【現状と課題】

□ 平成19年から始まった、地域力再生プロジェクト支援事業交付金は平成30年度ま

での12年間で延べ７，６１５件となっており、活動のすそ野は拡がってきましたが、

近年では、高齢者一人暮らし世帯の孤立化や地域の移動手段確保の困難化など、地

域課題が多様化・深刻化してきており、個々の活動だけでは対応が困難となるケー

スが増加しています。

□ 今後の高齢者の健康福祉に関する課題については、地域活動団体だけでなく、地

域住民や周辺団体、企業、大学、行政などで共有し、地域の多様な主体が協働・連

携していくことで、それぞれの強みを活かしつつ、地域が一体となって課題解決に

取り組んでいく必要があります。

【今後の取組】

■ 地域力再生プロジェクトの理念を継承、発展させ、より具体的な連携・協働の仕

組みとして、地域活動団体が相互に協力し、地域活動が継続的なものとなるよう、

周辺住民の協力が得られる環境づくりや、他の団体や行政などとの連携・協働関係

を作り上げることを目指した「地域交響プロジェクト」を展開していきます。

■ 特に地域の中で日常的、継続的な支え合いが必要となる介護予防や高齢者の生活

支援・見守りなどの重要課題については、市町村や府の施策と連携・協働すること

によりその解決を目指す「重点課題対応プログラム」として、交付金による支援だ

けでなく、活動団体と行政とが直接意見交換する場である「パートナーシップミー

ティング」を開催することで、相互の関係性の構築やボランティアなど活動の担い

手とのマッチングを支援します。

147



第１１章

（３） 高齢者の安心・安全な生活を支える取組の推進

① 高齢者が安心して消費生活を送るための支援

この項目のポイント

▲

地域での見守り活動ときめ細かな啓発活動の強化による高齢者の消費者

被害の未然防止

▲

高齢者が身近に相談できる消費生活相談窓口の支援

【現状と課題】

□ 消費者被害は、複雑化、多様化し、また悪質商法の矛先が高齢者等の社会的弱者

に向けられるなど、相談内容が深刻化しており、このため法律を活用した専門的な

助言やあっせんを必要とする相談が増加しています。

□ 契約当事者が６５歳代以上となる相談の割合が高く（㉚３７．４％、元３８．４

％(無回答を除く)）、悪質な事業者が高齢者の健康や財産に対する不安、一人暮ら

しの孤独、判断力の低下につけ込むなどのトラブルが多くなっています。また、Ｓ

ＮＳ上の広告等をきっかけとしたトラブルが、利用者の増加とともに多くなってい

ます。

□ 高齢者は、被害にあっていることを認識していない、自分が悪いと思って相談し

ない、一人暮らしで相談する人がいないなど、被害が表面化しにくい傾向にあり、

特に自宅から出ることが少ない高齢者は、啓発が届きにくく、日中在宅しているた

め、悪質な訪問販売や電話勧誘販売等による被害にあいやすくなっています。

□ 高止まりを続ける高齢者の消費者被害を防止するため、高齢者等に対する見守り

活動を一層強化するとともに、最新の手口情報や対処法等を地域できめ細かく周知

することが必要となっています。

【今後の取組】

■ 京都府警察、市町村、福祉関係団体、事業者等地域の多様な主体とネットワー

クづくりを進めながら、地域の見守り活動の強化を図ります。

■ 市町村等と連携し、きめ細かな啓発を行うとともに、地域での啓発活動を積極的

に展開し、特殊詐欺や悪質な消費者被害に対する啓発活動を強化します。

■ 身近なところで質の高い相談や救済が受けられるように、市町村の消費生活の相

談窓口の充実強化を支援します。
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② 高齢者の交通安全の確保

この項目のポイント

▲

高齢歩行者に対する交通安全教育、広報啓発、反射材普及やタイムリー

な交通安全情報の提供

▲

高齢運転者のおかれている環境等に応じた運転免許証の自主返納の促進

及び参加・体験・実践型の交通安全教育の実施と安全運転サポート車の

普及啓発

【現状と課題】

□ 全交通事故死者数に占める高齢者の交通事故死者数の割合は、依然半数近くを占

めており、今後も増加していくことが懸念されます。

□ 歩行中の交通死亡事故の多くは高齢者が占めています。高齢者の行動の特性の理

解や高齢者保護の気運の醸成が必要です。高齢者自身の交通安全意識の高揚や、反

射材の直接貼付活動を行うことが必要です。

□ 高齢運転者の増加により、高齢運転者が交通事故の加害者になったり、単独交通

事故が増加していくことが懸念されます。運転免許証を返納しやすい環境づくりと

運転を継続される方に対する交通安全指導が必要で す。

【今後の取組】

■ 参加・体験・実践型の他、新しい生活様式に沿った非接触型の交通安全教育を行

うとともに、関係機関や交通ボランティア等と協働した家庭訪問による個別指導な

どにより、対象者の生活実態等を踏まえたきめ細やかな交通安全指導と夜間の交通

事故防止のための反射材の直接貼付活動を行います。

■ 運転に不安のある方や運転免許証を返納することが可能な環境にある方の運転免

許証の自主返納を促進するとともに、返納しやすい環境づくりや交通安全指導の強

化、企業等と連携した安全運転サポート車の普及啓発を行います。

■ 街頭啓発活動やＳＮＳ等各種広報媒体を活用した広報活動を行い、高齢者はもと

より、高齢者の家族に対してもタイムリーな交通安全情報を提供することにより社

会全体で高齢者保護の気運醸成と高齢者自らが交通安全行動を実践することができ

るように努めます。
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③ 高齢者のための防犯対策

この項目のポイント

▲

高齢者を対象とする犯罪被害対策に重点を置いた防犯指導や情報提供を

タイムリーに実施

▲

認知症等高齢者の行方不明時における早期発見・保護に向けた連携強化

【現状と課題】

□ 令和元年中、刑法犯総数は１５，１３６件で、うち高齢者被害総数は１，５６８

件（１０．４%）と前年対比１７１件の減少となっています。

□ 高齢者を被害者とする特殊詐欺、悪質商法等の犯罪が依然として高水準で推移し

ていることから、引き続き、高齢者が被害に遭いやすい罪種に重点を置いた具体的

で分かりやすい防犯指導が必要です。

□ 令和元年中の６５歳以上の高齢者の保護件数は３，４４６件で、保護総数の５７．

５％を占めています。高齢者の保護は、平成27年から保護総数の５割を超え、増加

傾向にあります。（図表１１－１）

【図表１１－１ 京都府内の保護総数の推移】

□ 中でも、認知症高齢者の徘徊等による保護は２，９９０件で、高齢者の保護全体

の８６．８％を占めています。

【今後の取組】

■ 高齢者を対象とした防犯教室の開催や、府民協働防犯ステーション参画の防犯ボ

ランティア団体等と協働した戸別訪問等により、きめ細やかな防犯指導を推進しま

す。

■ 事業者による防犯ＣＳＲ活動を促進し、高齢者の見守り活動や、高齢者が特殊詐

欺や悪質商法の被害に遭わない環境づくりを推進します。

■ 高齢者向けの防犯情報をタイムリーかつ積極的に発信し、犯罪被害の未然防止、

拡大防止を推進します。

H27年 H28年 H29年 H30年 R元年
4,871件 5,280件 5,341件 5,407件 5,991件

高齢者保護件数 2,441件 2,699件 2,917件 3,062件 3,446件
比 率 50.1% 51.1% 54.6% 56.6% 57.5%

保 護 総 数
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■ 京都府内の全市町村において策定された「認知症高齢者等の行方不明時における

早期発見及び身元不明者の身元確認に関する連携要領」に基づき、認知症高齢者等

の行方不明者を早期に発見、保護するための取組を推進するなど、関係機関におけ

る更なる連携強化に努めます。
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④ 高齢者のための防災対策

この項目のポイント

▲

高齢者が安全かつ安心して避難できる体制の構築が必要

▲

防災対策に関する知識の普及や意識の啓発が必要

【現状と課題】

□ 近年、大規模災害は毎年発生し、多くの犠牲者が出る中、おおむね６割以上が高

齢者となっています。

□ 平成28年台風第10号による水害では、高齢者施設で入所者全員が亡くなり、令和

2年九州南部での豪雨被害では、高齢者施設で一部入所者が逃げ遅れ亡くなるなど

深刻な被害が発生しています。

□ 風水害や津波災害等の自然災害に対しては、早めの避難が重要です。このため、

全ての市町村において、「避難準備・高齢者等避難開始」の趣旨を周知するととも

に、適切な時期での発令ができるよう客観的な避難判断基準を設定すること、また

災害時に配慮が必要な高齢者の把握や防災訓練の実施等の対策が求められます。

□ 特に、発災初期の避難、救出・救助活動においては、「自助」、「共助」の活動が

必要となることから、府民一人ひとりが的確に行動し、地域の防災力を高めるため、

日頃からの備えと防災対策に関する知識や意識の啓発が求められます。

□ 併せて、避難所での生活はプライベートが無く、支援の担い手も限られるため、

避難生活に特に配慮を要する高齢者への支援が不足します。日頃の備えとして、避

難所の環境整備も求められます。

【今後の取組】

■ 高齢者施設等では、介護保険法等の関係法令において非常災害計画の作成及び避

難訓練の実施が義務づけられており、集団指導や実地指導においてその徹底を進め

ているところです。令和元年３月時点で京都市を除く府内高齢者施設において計画

策定率は73.3％、避難訓練の実施率は75.9％となっており、更なる徹底を図ります。

■ 市町村地域防災計画に定められた洪水等の浸水想定区域内又は土砂災害警戒区域

内の高齢者施設については、関係法令に基づく避難確保計画の策定、避難訓練の実

施が義務づけられており、市町村や防災関係部局と緊密に連携し、計画策定を支援

します。

■ 災害時に配慮が必要な高齢者等を対象とした名簿（避難行動要支援者名簿）及び
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個別避難支援計画の作成支援を進めます。

■ 誰もが安心して避難所で避難生活を送ることができるよう避難所をユニバーサル

デザインで設営できるよう促進するため、避難所の指定・開設等の責任を担う市町

村との連携を進め災害時の要配慮者対策推進を図ります。

■ 避難所において高齢者等の避難者の二次被害を防ぐために対応できる体制を整え

るため、人材育成として福祉避難サポートリーダー及び災害派遣福祉チーム（京都

ＤＷＡＴ）の養成を進め、防災訓練や講演会の開催等を通じ、府民の防災意識の向

上、取組の推進を図ります。
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⑤ 高齢者のための防火対策

この項目のポイント

▲

各市町村と連携し防火安全の取組を実施

▲

各市町村において、火災からの逃げ遅れを防ぐため、住宅用火災警報器の

設置を促進

【現状と課題】

□ 建物火災による死者数のうち、約８割は住宅火災によるものであり、このうち、

約７割は６５歳以上の高齢者が占めています。

□ 住宅火災の死者数を要因別にみると、逃げ遅れが約５割を占めています。

□ このため、高齢者に対する防火安全の取組を引き続き実施することが必要です。

また、火災からの逃げ遅れを防ぐため、住宅用火災警報器の完全設置促進が必要

です。（図表１１－２）

【図表１１－２ 住宅用火災警報器の設置率】

設置率

京都府 ８７．９％

全国平均 ８２．６％

注：数値は消防庁調査（令和２年７月時点）による

□ また、適切な作動を確保するためには、定期的な点検や老朽化した機器の交換が

必要です。

【今後の取組】

■ 府内の各市町村と連携し、防火安全に関する積極的な広報啓発に努めます。

■ 府内の各市町村において、住宅用火災警報器の未設置世帯に対する設置促進の取

組を進めるとともに、機器の交換や定期的な点検の必要性について周知を図ります。
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⑥ 福祉のまちづくりの推進

この項目のポイント

▲

福祉のまちづくり条例により、高齢者や障害者をはじめとして、すべて

の人が安心して快適に生活できるまちづくりの実現を目指す

▲

みんなでつくる「あったか京都」推進指針（京都府ユニバーサルデザイン

推進指針）を策定し、共に支え合い共に生きる社会の実現を目指す

【現状と課題】

□ 「京都府福祉のまちづくり条例」に基づき、多数の人が利用する建築物や道路、

公園等の整備に際して、基準に適合するよう指導しています。

・整備基準適合証交付件数：２，５３５施設（令和2年3月末現在）

□ 歩行が困難な方に対して共通の駐車場利用証を交付し、車いすマークの駐車場を

利用しやすくする「京都おもいやり駐車場利用証制度（パーキングパーミット制度）」

を実施しています。

・協力駐車場施設数：１，５３２施設（令和2年3月末現在）

□ ホームページ「人にやさしいまちづくり」によりユニバーサルデザイン情報を提

供しています。

・掲載施設数：２，１５４施設（令和2年9月末現在）

□ 平成２１年にみんなでつくる「あったか京都」推進指針（京都府ユニバーサルデ

ザイン推進指針）を策定し、ユニバーサルデザインの推進にとりくんでいる。

・ユニバーサルデザインを知っている人の割合 ５９．８％（令和2年6月末現在）

【今後の取組】

■ 誰もが利用しやすい建築物、道路、公園等の施設整備を促進します。

■ 「京都おもいやり駐車場利用証制度」の普及啓発を進めます。

■ ユニバーサルデザイン情報を適時・適切に入手し活用できるよう情報の充実を図

ります。

■ ユニバーサルデザインの考え方の普及啓発を進めます。
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⑦ 感染症対策の推進

この項目のポイント

▲

高齢者が安心して介護サービスを利用できるよう、市町村や関係団体と

連携し、新型コロナウイルス感染症をはじめとした感染症対策を推進

【現状と課題】

□ 高齢者は感染症の重症化リスクが高いため、入所施設においては、感染症を施設

内に持ち込まない、また、施設内で感染を拡大させないことが重要です。

□ また、万一施設内で集団感染が発生し、介護職員等が感染者や濃厚接触者となっ

た場合でも、サービスの提供を継続できるよう、人員確保の取組が求められます。

□ 集団感染が発生した施設では、職員の感染防止対策の習熟度に課題が見られたこ

とから、感染症対策の基本知識や感染リスクを低減したケアの方法等について、周

知・徹底していくことが必要です。

【今後の取組】

■ 市町村や関係団体等とも連携し、感染予防や感染拡大防止のためのマスク、ガウ

ン、消毒液等の衛生資材の供給・備蓄を進めます。

■ 施設内での感染拡大防止のため、多床室の個室化や簡易陰圧装置・換気設備の導

入等を支援します。

■ 令和２年度に締結した「感染発生時における介護職員の相互応援協定」に基づき、

感染症により職員が不足した場合の応援体制の構築や円滑な運用を図ります。

■ 国が策定した「介護現場における感染対策の手引き」に基づき、介護職員に対す

る感染症研修や日々のケアにおける感染防止策の徹底など、施設・事業所における

感染予防の取組を支援します。

■ 施設・事業所に対する集団指導や個別指導を通じて、各事業所の感染症対策計画

や業務継続計画（ＢＣＰ）の整備、感染症発生を想定した訓練の実施等を支援しま

す。
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２ 高齢者虐待及び権利擁護

（１）高齢者虐待等への対策

この項目のポイント

▲

虐待の早期発見・早期対応・未然防止の取組

【現状と課題】

□ 高齢者虐待防止法に基づく調査結果では、要介護施設従事者等、養護者による虐

待件数共に増加傾向にあり、特に養護者による虐待件数は６００件を超えています。

（図表１１－３）

【図表１１－３ 高齢者虐待の状況（京都府）】

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

要介護施設従事 相談・通報件数 2 5 14 9 33 35 93 64

者等による虐待 認定件数 0 1 3 2 9 9 18 37

養護者による虐 相談・通報件数 561 636 714 777 817 931 983 1,125

待 認定件数 417 425 472 490 521 634 663 665

注：府の高齢者虐待防止法に基づく調査による

□ また、虐待類型では「身体的虐待」が約７割を占めています。（図表１１－４）

【図表１１－４ 高齢者虐待の類型（京都府：H30年度）】

身体的虐待 ６７．８％

介護・世話の放棄・放任 １９．２％

心理的虐待 ４４．４％

性的虐待 ０．５％

経済的虐待 １３．２％

注：府の高齢者虐待防止法に基づく調査による（養護者虐待）

注：合計が１００％にならないのは、１件の事例で複数の虐待種別をカウントして

いるため

□ 高齢者の虐待を早期に発見し、未然に防止するためには、高齢者に接する機会の

多い介護支援専門員・訪問介護員や地域包括支援センター職員等が高齢者虐待に関

する十分な認識を持っておく必要があります。
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□ また、高齢者への虐待防止や早期発見、虐待を受けた高齢者や養護者に対する適

切な支援を行うためには、市町村において、地域包括支援センターを中心に関係機

関や団体等との連携体制（高齢者虐待防止ネットワーク）を構築することが求めら

れています。

□ 京都府では、高齢者虐待対応の窓口となる市町村の取組を支援するため、平成24

年度に、「京都府障害者・高齢者権利擁護支援センター」を設置し、専門職団体と

連携・協力し、法的な専門知識等が必要な虐待事案に対する専門職チームの派遣、

市町村からの相談への助言等を行い、市町村をきめ細かく支援しているところです。

・平成27年度 相談件数 ２０４件 派遣件数 ２３件

・平成28年度 相談件数 ２３５件 派遣件数 ２１件

・平成29年度 相談件数 ２４４件 派遣件数 １９件

・平成30年度 相談件数 ２６１件 派遣件数 ２５件

・令和元年度 相談件数 ３０９件 派遣件数 １５件

【今後の取組】

■ 「京都府障害者・高齢者権利擁護支援センター」を核として、市町村をはじめと

する関係機関や関係者と一層連携・協力して、引き続き高齢者への虐待の未然防止、

早期発見・早期対応、再発防止などの取組を推進します。

■ 高齢者施設等における虐待案件については、関係者からの通報等に基づき、保健

所及び市町村が合同で立入検査等を行い、市町村が虐待認定を行うとともに、重大

な案件については府において介護保険法による改善勧告を行い、改善計画書の提出

を求めて継続的な指導を行います。
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（２）身体拘束ゼロへの取組

この項目のポイント

▲

身体拘束廃止のための取組

【現状と課題】

□ 介護保険施設等における身体拘束については、入所者の生命又は身体を保護する

ために緊急やむを得ない場合を除き、原則として許されるものではなく、禁止され

ています。

□ 平成30年度調査では、平成30年度中に身体拘束を実施していた対象施設等は

１０５施設等であり、有効回答施設等の１４．２％を占めています。

□ 有効回答施設等全体で、３８１人に対し、延べ１，７９２件で、生命又は身体を

保護するため緊急やむを得ず、身体拘束の手続きが実施されたと確認されています。

うち、身体的拘束は１６０人に対して９７２件、身体拘束の実施態様の主な内容

は、「ミトン型手袋等」の使用が３３％を占め一番多く、以下順に「ベッド柵」「介

護衣等」「Ｙ字型拘束帯等」となっています。

また、「玄関の扉を施錠」「ベッドからの転落防止に備えセンサーマットを使用」

等、その他入所者の行動を制限する行為が、２２１人に対し８２０件となっていま

す。

□ 平成30年度の介護報酬改定では、施設毎に身体拘束廃止委員会等の定期的な開催

や指針の作成を義務づけ、未実施の場合の減算が強化されています。

【今後の取組】

■ 身体拘束ゼロを目標に、介護保険施設やその関係団体等へ、研修の実施等により

施設職員の意識改革や施設全体の取組が促進されるよう引き続き支援や助言（指導）

に努めます。

■ 例えば、食事の際の車イスのテーブルへの押しつけや前掛けをテーブルと食事ト

レーで挟むなどに見られる、身体拘束に該当することに気づかずに行うおそれのあ

る行為なども含め、施設介護従事者に対し身体拘束に係る正しい理解を促進し、意

識啓発を図っていきます。
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（３）高齢者の権利擁護の促進

この項目のポイント

▲

成年後見制度や福祉サービス利用援助事業の活用促進の取組

【現状と課題】

□ 近年、認知症高齢者等を狙った悪質な事件等が頻発しており、また日常生活上の

様々な判断や手続、金銭管理に援助が必要な高齢者も多くなっていることから、高

齢者の権利擁護に関心が高まっています。

□ 京都府では、市町村や家庭裁判所と連携し、成年後見制度の普及啓発等に取り組

むとともに、「京都府障害者・高齢者権利擁護支援センター」において、専門職団

体と連携・協力し、市町村職員を対象とした制度の活用に関する検討会等を開催す

るなど、制度の利用促進の取組を進めています。

□ その結果、身寄りのない重度の認知症高齢者等について市町村長が申立てを行う

取組は一定活用されるようになりましたが、制度の利用手続きの繁雑さ等もあり、

依然として、十分に活用される状態には到っていません。（図表１１－５）

【図表１１－５ 市区町村長による成年後見事件（※１）の申し立て件数（最高裁判所）】

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

市区町村申立 全国 4,543 5,046 5,592 5,993 6,466 7,037 7,705 7,837

件数 京都（※２） 136 182 150 164 160 165 185 153

注：最高裁判所による成年後見関係事件の概況による

（※１）後見開始、保佐開始、補助開始及び任意後見監督人選任事件をいう。

（※２）京都家庭裁判所管内の申立数

□ 判断能力が十分でない認知症高齢者等の福祉サービスの利用を援助するため、社

会福祉協議会において福祉サービス利用援助事業（日常生活自立支援事業）が実施

されています。（平成28年度利用者数１，８１６人）また、低所得の方（市町村民

税非課税）にも利用していただけるよう、府独自で利用料の公費負担を行っていま

す。
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【今後の取組】

■ 「京都府障害者・高齢者権利擁護支援センター」を核として、引き続き成年後見

制度の利用促進に努めるとともに、市民後見人の養成の促進など、市町村の権利擁

護に係る取組をきめ細かく支援していきます。

また、地域連携のネットワークのコーディネートを担う中核機関の設置が各市町

村で進むよう、説明会の開催や先進事例の紹介など、各市町村に個別に必要な助言

その他の援助を行います。

■ 判断能力に不安のある方も福祉サービスを適切に利用できるよう、制度の更なる

普及・拡大に向けて市町村社会福祉協議会と連携し、福祉サービス利用援助事業の

広報・相談受付に努めます。
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３ 家族介護者等への支援

この項目のポイント

▲

介護離職ゼロに向けた取組の推進

▲

家族介護者の負担軽減

【現状と課題】

□ 高齢化の進行により要介護認定者数が増加し続ける中、家族の介護・看護を理由

に離職した雇用者数は全国で約１０万人にのぼり、うち約７割以上を女性が占めて

います。（図表１１－６）

【図表１１－６ 介護・看護を理由に離職した人数（全国）】

出典：令和２年版 高齢社会白書

□ ４０代、５０代の働き盛り世代が介護を理由に離職することは、企業・社会活動

にとって大きな影響を及ぼすとともに、離職者の経済基盤の不安定化や、地域との

繋がりの不足による家族介護者の孤立化、家族介護者への過度な負担の集中などの

様々な問題に繋がる可能性があり、介護離職ゼロに向けた仕事と介護の両立支援の

取組を推進する必要があります。

□ また、晩婚化等により介護と育児を同時に行うケース（ダブルケア）が増加して

おり、育児と介護の両立支援も不可欠です。
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□ 障害・病気のある親や祖父母の介護、兄弟の世話などを行うヤングケアラーは、

悩みを一人で抱え込むことが多く、介護等の過度な負担から、学校に通うことが困

難になるなど、学業や進路などへの影響も懸念されることから、教育や福祉等が連

携した支援が求められます。

【今後の取組】

■ ショートステイや認知症デイサービスをはじめとした地域密着型サービスなど、

家族・介護者等の負担軽減のために必要なサービスの整備を推進するとともに、市

町村による家族介護支援事業（介護教室・研修会、家族介護者交流・リフレッシュ、

介護者の健康相談等）の充実を促進します。

■ 地域包括支援センターや認知症コールセンター等による、家族介護者に対する相

談支援体制の充実を図ります。

■ 認知症リンクワーカーの養成や、本人の意思決定を家族とともに多職種が支援す

るアドバンス・ケア・プランニング（人生会議）の普及等、専門職による本人・家

族に寄り添った支援の充実を図ります。〔再掲〕

■ 仕事と介護等の両立や、育児と介護（ダブルケア）の両立等について、ケアマネ

ジャーをはじめとした医療・介護スタッフの理解を深めるとともに、地域包括支援

センターや子育て世代包括支援センター等の連携を進め、多職種・多機関が協働で

本人と家族を支える体制の構築を進めます。

■ 若くして家族の介護や世話などを行うヤングケアラーについて、学業や進路など

への深刻な影響が生じることのないよう、京都府教育総合センターや家庭支援総合

センター、児童相談所、精神保健福祉総合センター等において相談・支援を行うと

ともに、児童や家庭の状況に応じて、スクールカウンセラーや学び・生活アドバイ

ザーによるサポートや、ケースワーカー、ケアマネジャーなどが連携し、適切な支

援を行います。

163



164



 第12章　地域包括ケアを支える人材の
確保・育成・定着

１　介護・福祉人材

２　医師・歯科医師・薬剤師・看護師・管理栄養士及び
　　栄養士等

３　リハビリテーション専門医・専門職等

４　介護支援専門員

この章では、地域包括ケアを支える介護・福祉人材、医師・歯科医師・薬

剤師・看護師・管理栄養士及び栄養士、リハビリテーション専門医・専門

職、介護支援専門員等、専門的人材の確保・定着・育成に向けた施策の方

向性について説明します。
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第1２章 地域包括ケアを支える人材の確保・育成・定着

１ 介護・福祉人材

この項目のポイント

▲

「人材を確保できない」「定着しない」という負の連鎖を断ち切ることが

必要

▲

関係機関等が連携・協働し、「きょうと福祉人材育成認証制度」など実態

に沿った介護福祉職場の魅力発信など人材確保・定着に向けた取組を実施

▲

たん吸引等医療的ケアの提供に向けた連携体制の構築

【現状と課題】

□ 京都府では、高齢化への対応や地域包括ケアの実現に向けて、介護・福祉人材に

ついては、平成27～29年度の３年間で、新たに「７，０００人」の確保を目標に掲

げるとともに、特に、高齢化率が高い北部地域においては、「１，０００人」の確

保を目標に掲げ、人材の育成と定着も含めた総合的な取組を展開してきました。

□ 具体的には、福祉人材プラットフォームである「きょうと介護・福祉ジョブネッ

ト」を核として、「福祉職場就職フェア」を開催するなど総合的に事業を展開し、

介護・福祉の人材確保に努めてきたところであり、平成27～29年度の３年間で

７，０２１人（うち北部地域「１，０６１人」）の確保を達成しました。

□ さらに、平成30～令和２年度の３年間で、新たに「７，５００人」の確保を目標

に掲げるとともに、特に、高齢化率が高い北部地域においては、「１，０５０人」

の確保を目標に掲げ、人材の育成と定着も含めた総合的な取組を展開してきました。

□ しかしながら、介護・福祉サービス分野における雇用は、給与水準が全産業に較

べて低いことや、仕事への社会的評価が十分でないことなどから、人材確保や定着

は、依然として困難な状況にあります。

□ また、在宅や高齢者施設において医療的ケアを必要とする高齢者等が増える中、

たんの吸引等の医療的ケアが安心・安全に行えるよう、医療・介護の連携・協働を

図り、必要な知識及び技能を身に付けた介護職員等を養成することが求められてい

ます。

第１２章
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【今後の取組】

■ 「介護・福祉人材総合支援センター」において相談から就労支援、就職後の研修

等、一体的なワンストップ支援体制を構築し、若年者をはじめ、中高年齢者などの

多様な人材の確保を促進します。

■ 2021（令和３）年度～2023（令和５）年度の３年間で、介護・福祉人材７，５０

０人（うち北部１，０５０人）の確保を目標に定め、人材の育成と定着も含めた総

合的な取組を展開するとともに、地域包括ケアを支える多職種の連携と資質の向上

を推進します。

■ 「きょうと福祉人材育成認証制度」事業により、若者の働きがいと働きやすさに

配慮した人材育成や職場への定着支援に取り組む事業所を認証し、その取組を支援

・促進するとともに、その模範となる法人に対しては、上位認証として、先駆的な

取組を進める事業所を推奨することにより、福祉業界の魅力を発信し、若者が目指

す業界への転換を推進します。（図表１２－１）

【図表１２－１ 京都府福祉人材育成認証制度の概要】

■ 「きょうと福祉人材育成認証制度」の認証取得により、職場環境の改善を進める

とともに、介護・福祉職員の給与に関わる処遇改善加算について、本加算を未取得

の事業所に対する助言を行う等、介護・福祉職員の処遇改善を促進します。

■ 「福祉の星」事業により、きょうと福祉人材育成認証制度認証事業者及び上位認

証法人の協力の下、福祉職場環境を映像等で見える化するとともに、福祉業界のイ

メージアップを図る取組を推進します。

■ 介護福祉士の資格取得支援の取組や、関係機関及び教育機関等と連携を強化した、

社会福祉士、介護福祉士等の専門職の確保・定着を図るとともに、「介護プロフェ

ッショナルキャリア段位制度」の活用など、人材育成に向けた特色のある取組を進
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める事業者を評価・支援します。

■ 府北部における介護・福祉人材の確保については、府立医科大学附属北部医療セ

ンター等との研修や地元若手職員による福祉の魅力発信を行う「京都府北部福祉人

材養成システム」事業により、介護福祉人材養成校、実習センター、現任者研修実

施機関からなる福祉人材養成システムを構築し、推進するとともに、府北部地域に

おける福祉の学びの環境整備や大学の北部実習誘致等の取組を促進する等、更なる

推進を図ります。

■ さらに、この取組を通じ、北部地域において、大学等学生の実習ニーズが増大し

ていることから、実習生が北部地域での医療・福祉事業所等に触れるだけでなく、

地域の良さも感じ、就職にもつながる仕組みづくりを通じて、地域の活性化に資す

ることを目指すための取組を推進します。

■ 福祉ニーズの多様化、高度化に伴い、介護に携わる職員の専門性がますます重視

され、社会福祉士、介護福祉士等の資格を持つ人材の需要が高まっていることから、

関係機関や教育機関等と連携を強化し、社会福祉士、介護福祉士等の専門職の確保

・定着に努めます。

■ 介護職員等によるたん吸引等の医療的ケアの提供については、質の高いサービス

を安心・安全・安定的に提供できるよう、十分な知識と技術を持った指導者の養成

を図り、医療・介護の連携・協働をさらに進めていくとともに、介護職員等の研修

においては登録研修機関会議等の開催を通して、研修の質を担保できるような体制

を構築していきます。

■ 介護従事者が働きやすい環境を作るため、身体的な負担の軽減及び業務の効率化

に資する介護ロボットやＩＣＴを導入する介護事業者に対し、その経費の一部を補

助します。

■ 国において外国人技能実習生の「介護」職種の追加や出入国管理及び難民認定法

改正に基づく新たな在留資格「特定技能」の創設等により、介護分野における外国

人介護人材の参入がより一層見込まれるため、「外国人介護人材支援センター」に

おいて相談支援業務や介護技術、日本語能力に係る研修等に取組み、外国人介護人

材の確保、育成及び定着を推進します。
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２ 医師・歯科医師・薬剤師・看護師・管理栄養士及び栄養士等

この項目のポイント

▲

医師・看護師等の地域、分野偏在の解消

【現状と課題】

□ 京都府における人口当たりの医師数（平成30年末）は、全国２位となっています

が、一部地域や診療科で医師の確保が困難な事例も見られるなど、地域偏在の状況

にあります。

□ 平成30年度からはじまった新専門医制度では、新たに内科疾患全般、高齢者特有

の疾患に関わる診療を行う総合診療科領域が加わりました。

□ 平成30年12月末現在、看護職員数（看護師２８，２３８人､准看護師４，９６６

人）は、全国平均を上回っています。

一方、高齢化の進行と、在宅医療ニーズの高まり等、看護師等に求められる役割

は大きくなっています。

□ 府北部地域では、５０歳代以上の看護職員の割合が､丹後圏域４８．８％､中丹圏

域３６．７％と､京都府域の３２．４％よりも高く、従事者の高年齢化が進んでい

ます。

□ 在宅医療等の推進には質の高い訪問看護サービスが不可欠であり、訪問看護師の

確保や訪問看護ステーション、病院、診療所への支援とともに、人材育成研修の充

実が必要です。

【今後の取組】

■ 「京都府地域医療支援センター（ＫＭＣＣ）」や「京都府医療勤務環境改善支援

センター」等の機能を強化し、府内の大学、病院、医療関係団体などと連携したオ

ール京都体制のもと、若手医師の確保・育成、女性医師をはじめとする医療機関の

勤務環境改善、医師の診療科偏在・地域偏在の解消、総合診療医の確保など、総合

的な医師確保対策の取組を充実・強化します。

■ 「京都府医療勤務環境改善支援センター」を設置し、医療施設管理者等からの相

談対応や医療機関を訪問し助言等を行う等により、勤務環境の改善を図ることで医

療従事者の確保・定着を促進します。
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■ 「京都府ナースセンター」を拠点として、「看護師等免許保持者の届出制度」を

活用し、潜在化防止・復職支援の退職者等登録サイト「つながりネット」等関係機

関と連携して再就業支援を推進します。

■ 在宅医療等の推進に向けて、関係機関と連携してニーズの多様化・医療の高度化

に対応できる訪問看護師等の確保を図ります。

■ 看護師等やリハビリテーション専門職、薬剤師等の専門職が、積極的に地域へ出

て行き、在宅医療・介護や地域支援事業等に関われるよう支援します。

■ 在宅療養者への質の高い訪問栄養食事指導に必要な能力を有する管理栄養士の育

成を目的とした、関係団体が行う研修を支援します。

■ 府北部地域における安定的な看護師等の確保を図るため、「京都府北部看護職支

援センター」での支援・相談に加えて、他地域からの看護人材の誘導を行います。

■ 地域医療介護総合確保基金等を活用し、医師、歯科医師、薬剤師、看護師等、管

理栄養士及び栄養士、歯科衛生士、リハビリテーション専門職等の育成等の取組を

支援します。

■ 認知症サポート医の養成や、かかりつけ医、看護師、医療従事者等の認知症対応

力向上研修を実施します。〔再掲〕

■ 看取りに関わる多様な職種が在宅・施設・病院において看取りのサポートができ

るよう、看取り期を支援するスタッフのリーダーとなる医師の養成をはじめ、歯科

医師、薬剤師、看護師等、管理栄養士及び栄養士、リハビリテーション専門職、歯

科衛生士、ケアマネジャー、ソーシャルワーカー、臨床心理士、介護職員、施設関

係者など、各職域の看取り支援に対応できる専門性を向上するための研修等を実施

し人材の養成を推進します。〔再掲〕

■ 関係団体の設置する、「在宅医療・地域包括ケアサポートセンター」や「口腔サ

ポートセンター」、「栄養ケア・ステーション」等の在宅支援拠点等と連携し、在宅

医療等を担う診療所・歯科診療所や訪問看護ステーション、薬局、訪問リハビリテ

ーション事業所等に対する支援を行うなど、訪問診療等の機能を強化・拡充します。

〔再掲〕

171



第１２章

３ リハビリテーション専門医・専門職等

この項目のポイント

▲

リハビリテーション専門医や在宅等でリハビリテーションに対応できる

医師（かかりつけ医等）、リハビリテーション専門職（特に作業療法士、

言語聴覚士）の育成と地域的な偏在の解消

▲

リハビリテーション従事者等のさらなる質の確保

【現状と課題】

□ リハビリテーション需要が高まる中で、リハビリテーション専門医や、在宅にお

いてリハビリテーションに対応できる医師（かかりつけ医等）の確保・育成が必要

です。

□ リハビリテーション専門職（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士）は、京都市

内に勤務する者が多いなどの地域的な偏在や、病院・診療所への配置が中心で、介

護施設や障害・教育施設への配置が少ないなどの施設間の偏在があり、今後とも人

材の確保・育成を図ることが必要です。

【今後の取組】

■ 「京都府リハビリテーション教育センター」において研修・教育を実施（座学・

実地）し、府立医科大学のリハビリテーション医学教室と連携して、リハビリテー

ション専門医等の確保・育成を行います。

■ 理学療法士等修学資金貸与事業について、不足地域や職種等に対象を重点化する

など、特に不足している作業療法士、言語聴覚士の確保を行います。

■ リハビリテーション専門職に特化した、北部地域や介護系施設等を含めたリハビ

リテーション就業フェアを開催します。

■ 高齢者や障害児・者をテーマにした研修会を実施し、多様なニーズに対応できる

リハビリテーション専門職の人材の確保・育成を行います。

■ 「京都府リハビリテーション支援センター」、「地域リハビリテーション支援セン

ター」等によるリハビリテーションに関わる研修会、技術支援、訪問相談等を実施

します。

■ 地域医療介護総合確保基金等を活用し、医師、歯科医師、薬剤師、看護師等、管
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理栄養士及び栄養士、歯科衛生士、リハビリテーション専門職等の育成等の取組を

支援します。〔再掲〕

■ 認知症高齢者に対応したリハビリテーションの取組として、認知症にも対応でき

るリハビリテーション専門職等の育成を行うため、介護老人保健施設等での認知症

リハビリテーションにおいて、早期対応も含めてリハビリテーション専門職等に対

する研修会等を実施します。〔再掲〕

■ 地域ケア会議や介護予防事業等へ参画できる資質を備えたリハビリテーション専

門職を養成し、派遣できる体制を整備します。〔再掲〕

173



第１２章

４ 介護支援専門員

この項目のポイント

▲

地域包括ケアの要となる介護支援専門員の資質向上

【現状と課題】

□ 介護保険制度の開始以降、京都府内の介護支援専門員（ケアマネジャー）は着実

に増加しており、令和元年度末現在の登録者数は、１６，５００人となっています。

□ 介護保険制度の基本理念である高齢者の尊厳の保持と自立支援を、制度の隅々ま

で行き渡らせるため、介護保険制度のみならず地域包括ケアの要となる介護支援専

門員の役割はますます重要となっています。

□ 上記に鑑み、介護支援専門員実務研修・更新研修等のカリキュラムが、平成28年

度から大幅に拡充され、平成30年度からは、実務研修受講試験の受験資格の見直

しが行われています。

□ 主任介護支援専門員は、介護支援専門員の質の向上において重要な役割を担って

おり、平成30年度介護報酬改定において、居宅介護支援事業所の管理者は主任介

護支援専門員であることとされた（経過措置あり）こともあり、着実な養成が必

要です。

【今後の取組】

■ 介護支援専門員には、介護保険制度の要、また地域包括ケアの要として、チーム

ケアに必要なファシリテーションスキルや医療的知識、ケアマネジメントの手法、

さらに総合事業やインフォーマルサービス、通いの場に至るまで、幅広い技術と知

識が求められることから、京都府介護支援専門員会や京都府社会福祉協議会等と連

携して、介護支援専門員の資質向上に向けた体系的・継続的な研修を実施します。

■ 介護支援専門員実務研修・専門研修については、平成28年度から、研修カリキュ

ラムの大幅な拡充が行われたところですが、関係団体と密接に連携し、効果的な研

修カリキュラムの改善や実習受入事業所の確保、府北部地域での研修実施、オンラ

イン研修の導入、適切な感染防止対策の実施等、研修の質の向上及び受講しやすい

環境づくりを推進します。

■ 看取りに関わる多様な職種が在宅・施設・病院において看取りのサポートができ

るよう、看取り期を支援するスタッフのリーダーとなる医師の養成をはじめ、歯科
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医師、薬剤師、看護師等、管理栄養士及び栄養士、リハビリテーション専門職、歯

科衛生士、ケアマネジャー、ソーシャルワーカー、臨床心理士、介護職員、施設関

係者など、各職域の看取り支援に対応できる専門性を向上するための研修等を実施

し人材の養成を推進します。〔再掲〕
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 第13章　高齢者が安心して暮らせる
　 　　　多様な住まい（施設・住宅）の
　　 　　整備

４　サービス付き高齢者向け住宅への総合的な施策の展開

１　「京都府高齢者居住安定確保計画」について

２　高齢者の住まいの全体像、供給量及び方策

３　高齢者の住まいと暮らしを支援する体制の確保のため

　　の施策

この章では、高齢者が安心して暮らせる住まい（施設・住宅）の確保に向

けた取組の基本的な考え方や施策の方向性について説明します。なお、本

章は、

「京都府高齢者居住安定確保計画」の主たる章となります。

本章の本文中にある「各施設・住宅の供給量」については、現在、各市町
村に必要量等のヒアリングを行っているため、「検討中」としています。
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第１３章 高齢者が安心して暮らせる多様な住まい（施設・住宅）

の整備

この項目のポイント

▲

高齢者が住み慣れた地域で安心・安全・快適に暮らしていくためには、高齢

者にふさわしい住まい（ハード）と、医療・介護や生活支援などのサービス（ソ

フト）が提供されることが必要です。

▲

京都府では、今回「高齢者居住安定確保計画」を改定し、高齢者の多様なニ

ーズに対応した住まいとサービスの総合的な提供施策を推進します。

▲

高齢者が安心・安全・快適に暮らすことのできるサービス付き高齢者向け住

宅の供給促進を図るため、引き続き総合的な施策展開を進めることとします。

１ 「京都府高齢者居住安定確保計画」について

（１）高齢者居住安定確保計画の位置付け

□ 「京都府高齢者居住安定確保計画」（居住計画）は、「高齢者の居住の安定確保

に関する法律」（高齢者住まい法）に基づく法定計画です。この居住計画を、「第

９次京都府高齢者健康福祉計画」と一体のものとして策定するものです。

□ この居住計画は、「京都府住生活基本計画」（計画期間：2016（平成28年度）～

2025年度）に定められた高齢者に対する住宅施策と、この「第９次京都府高齢者

健康福祉計画」に定める介護保険施設等の整備計画や高齢者福祉サービス施策と

の調和を図り、高齢者の居住の安定確保に向けた施策を総合的に推進するもので

す。

（２）高齢者の居住の安定確保に向けた現状と課題

□ 超高齢社会を迎え、京都府においても、単身世帯の高齢者や、介護や支援を要

する高齢者が増加しています。（第２章図表２－３、２－４、２－５、２－６、

２－８、２－９参照）

□ 現在の持ち家や賃貸住宅には、高齢者にとって暮らしにくく、介護がしづらい

ものが少なくありません。（第２章図表２－１３、２－１４参照）
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□ 高齢者にとって、住み替えをする際には、住まい選びに必要な情報が不足して

いることや様々な情報が氾濫していることにより、自らにふさわしく、望ましい

住まいを的確に選択することが難しい状況にあります。

・在宅での介護が困難になってきた場合、介護や生活支援サービスの受けられる

介護保険施設等への住み替えが必要となります。

・また、生活の利便等のため、あらかじめ元気なうちに、バリアフリー設備が整

っていたり、見守り等の支援が受けられる高齢者住宅や老人ホーム等に住み替

えられるケースもあります。

・高齢者の住まい（施設・住宅）には、各法律等に基づき多種多様なものが提供

されていますが、それぞれの住まいの所管が法律等により分かれていたり、不

動産登記に表記される用途が統一されていないなど、高齢者やその家族にとっ

て住まいの違いや特徴が分かりにくく、相互比較を行うことが困難な状況です。

・また、インターネットでは多様な情報が、様々な主体から提供されていますが、

必ずしも客観的、網羅的情報とまではいえない状況です。

□ 高齢者が安心して住み慣れた地域で暮らし続けるためには、「高齢者の見守り」

や「日常生活支援」の充実をはじめ、「移動支援」や「買い物支援」の取組を広

げていく必要があります。

□ 「サービス付き高齢者向け住宅」については、平成23年10月の制度発足以降、

様々な制度的課題が指摘されてきたため、京都府の独自登録基準の設定やガイド

ライン（基準指針）の策定、立入検査の導入により、入居者に提供されるサービ

スの質の向上を図っているところです。（本章の４参照）

（３）計画における基本目標

□ 高齢者が安心・安全・快適に暮らすことのできる住まいを提供します。

・「住まい」は、高齢者が、地域包括ケアシステムを構成する保健・医療・福祉

・介護・生活支援等のサービスを受ける場として、システムの基点となるもの

です。

・したがって、地域において、高齢者それぞれの生活ニーズや経済力に合った住

まいが提供され、個人の尊厳とプライバシーが確保された生活が実現されるこ

とが必要です。

・さらに、高齢者が現在の住まいにおいても各種サービスを受けられるよう、バ

リアフリー化や耐震化を図ることが必要です。

・このため、地域包括ケアの基点たる住まいが、「安心・安全・快適」なもので

あることを第一の基本目標とします。

□ 高齢者の多様なニーズに対応し、住まいとサービスを総合的に提供します。

・高齢者の暮らしには、生活の場（ハード）としての住まいに加え、保健・医療
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・福祉・介護・生活支援等のサービスの提供（ソフト）が必要となります。

・介護保険施設を含め、施設や在宅での生活には、外部からのこうしたサービス

の提供が不可欠であり、高齢者の心身の状況やニーズに応じた様々なサービス

をうまく組み合わせていくことが必要となります。

・したがって、高齢者の多様な選択肢を確保し、かつ、必要な各種サービスが、

住まいの種別を問わず総合的に提供される体制を整備することを第二の目標と

します。

□ 高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることのできる環境を整備します。

・必要に応じ施設等に入居する場合でも、できる限り住み慣れた市区町村の範囲

内、さらに可能であれば、日常生活圏域の範囲内で住み替えができるよう、地

域密着型の施設の整備を促進することとします。

・また、遠方の住まいに住み替える場合であっても、そこが高齢者にとって「新

たな住み慣れた地域」となり、地域社会とのつながりを持ちながら暮らし続け

ることができるよう、地域包括ケアシステムを普及・浸透させることが必要で

す。

・したがって、地域包括ケアシステムの推進を、住まいの観点から図っていくた

め、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることのできる環境の整備を第三の

目標とします。

（４）計画期間

□ この居住計画は、第９次京都府高齢者健康福祉計画と一体のものとして策定し、

計画期間は、高齢者健康福祉計画と同じく、2021（令和3）年度から2023（令和5）

年度までの３年間とします。
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２ 高齢者の住まいの全体像、供給量及び方策

（１）高齢者の住まいの全体像とこの計画の構成

□ 高齢者の生活の場については、従来、民間の賃貸住宅や持ち家、公的住宅など

の「住宅」と、介護保険施設や福祉施設などの「施設」に大別され、また、施策

面でも、住戸面積や建築基準等のハード面を主とする「住宅施策」と、介護や生

活支援サービス提供等のソフト面を主とする「福祉施策」のそれぞれにおいて、

各種施策が実施されてきました。

□ この居住計画は、高齢者の生活の場を住宅、施設を問わない「高齢者の住まい」

として全体的・包括的に捉えた上、高齢者の住まいの供給量（供給目標）やこれ

に対する施策等を定めるものです。（図表１３－１）

【図表１３－１】京都府高齢者居住安定確保計画の構成と施策体系の模式図

※ この居住計画は、第２章で把握・分析する現状と課題をもとに、３つの基本目標（第１３章

の１）を設定し、これを実現するため、

① 高齢者の住まいの種別ごとの供給量を設定（第１３章の２）

② 供給量を確保するための施策を規定（第１３章の２）

③ 多様な住まいに居住する高齢者に対するサービス提供施策を規定（第１３章の３、４の
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ほか、高齢者健康福祉計画各章）することで、高齢者が居住する住まいの種類を問わず、

その居住の安定を確保し、地域包括ケアの実現に資することを目的とする構成となってい

ます。

※ この居住計画は、高齢者の住まい（施設・住宅）と、住まいでの暮らしを支えるサービス提

供（高齢者居宅生活支援事業）を対象としています。

□ 高齢者の住まいには、各種法令等に基づき、次項に記載する多様な種類のもの

が整備されていますが、その特性を費用負担及び入居者の介護の必要性の状況の

観点から分類した場合、図表１３－２のとおりとなります。また、各施設等にお

ける要介護度別のサービス利用状況は図表１３－３のとおりです。

【図表１３－２】費用負担と入居者の介護の必要性から見た住まいの特性イメージ

※ 斜点線の右側は、介護保険法の特定施設入居者生活介護の指定を受けたもの。

※ 公共賃貸住宅については、重度の要介護者も入居可能（単身者は介護サービス等で単独生活ができることが必要）

※ 網掛け部分は、介護保険法における施設サービス（地域密着型特養を含む。）
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【図表１３－３】施設種別ごとの要介護度別サービス利用状況・構成比（令和2年７月実績）

（２）高齢者の住まいの供給量とその確保のための方策

□ 今後、高齢者人口の増加に伴い、認知症高齢者や重度の要介護者、医療的ケア

が必要な高齢者も増加することが見込まれ、また、核家族化や単身高齢者の増加

等、家庭環境の問題などを踏まえると、在宅での生活が困難となり、介護保険施

設や居住系施設への入所・入居が必要な方が増加していくと見込まれます。

□ 一方、地域包括ケア推進の観点からは、高齢者ができる限り住み慣れた地域で

暮らし続けることができるよう、在宅介護・在宅生活の可能性を広げるため、小

規模多機能型居宅介護や、定期巡回・随時対応型訪問介護看護などの地域密着型

サービスを含む居宅系サービスの充実を図ることが重要であり、居宅系サービス

と施設・居住系サービスを車の両輪として充実させていく必要があります。

□ 施設・居住系サービスについては、ライフスタイルや価値観が多様化している

ことから、高齢者の生活ニーズや経済力に合わせ、介護保険施設や認知症高齢者

グループホームなどの施設における介護保険サービスだけでなく、軽費老人ホー

ムや有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅など、居宅における介護保険

サービスと生活支援サービスなどを組み合わせ、高齢者が安心・安全・快適に生

活することのできる多様な住まいの確保を図ります。

□ また、このうち介護保険施設については、地域の高齢者のニーズや介護保険施

設（介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健施設、介護療養型

医療施設及び介護医療院）及びその他の居住系施設間の整備の均衡等を総合的に

勘案し、市町村が介護保険事業計画で定めるサービス提供見込量及び現在の施設

の整備状況や多様な介護ニーズの受け皿となっている有料老人ホーム、サービス

付き高齢者向け住宅の設置状況等をもとに、必要となる入所定員総数を定め、そ

の確保を図ることとします。

（単位：人・％）

要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計
0 43 250 3,670 5,013 3,887 12,863

0.0% 0.3% 1.9% 28.5% 39.0% 30.2% 100.0%
0 488 1,502 2,296 2,046 1,069 7,401

0.0% 6.6% 20.3% 31.0% 27.6% 14.4% 100.0%
0 4 8 50 230 296 588

0.0% 0.7% 1.4% 8.5% 39.1% 50.3% 100.0%
0 7 43 169 694 1,072 1,985

0.0% 0.4% 2.2% 8.5% 35.0% 54.0% 100.0%
286 786 1,013 861 713 482 4,141
6.9% 19.0% 24.5% 20.8% 17.2% 11.6% 100.0%

5 395 904 1,247 717 447 3,715
0.1% 10.6% 24.3% 33.6% 19.3% 12.0% 100.0%
291 1,723 3,720 8,293 9,413 7,253 30,693
0.9% 5.6% 12.1% 27.0% 30.7% 23.6% 100.0%

18,224 25,850 33,280 24,822 18,274 12,637 133,087
13.7% 19.4% 25.0% 18.7% 13.7% 9.5% 100.0%
17,933 24,127 29,560 16,529 8,861 5,384 102,394
17.5% 23.6% 28.9% 16.1% 8.7% 5.3% 100.0%

施設・居住系サービス利用者計（a）

サービス受給者総計（ｂ）

在宅におけるサービス利用者推計値（b-a）

※介護保険事業状況報告より引用

介護療養型医療施設

認知症高齢者グループホーム

介護老人福祉施設（地域密着型含む）

介護老人保健施設

介護医療院

特定施設入居者生活介護（有老・サ高住・養護・軽費）
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□ 併せて、その整備に当たっては、地域密着型施設・ユニット型施設（※）の整

備を推進するなど、家族や地域との関係を保ちながら、なるべく在宅に近い環境

の下で生活ができるような施設環境の整備を進め、利用者一人ひとりの個性と生

活リズムを尊重するものとしていきます。

※ 地域密着型施設：入所（入居）定員が２９人以下のもの。地域に密着した運営ができるよう、

介護保険法に基づき、市町村が事業者の指定・指導を行い、原則として、その市町村の住民だ

けが入所（入居）できる施設

※ ユニット型施設：入居者の自律的な生活を確保するための少数の「個室」と、個室に近接し

て設けられ、家庭的な雰囲気の中で入居者が生活・交流できる「共同生活室」により一体的に

構成される「ユニット」を備えた施設

□ なお、地域密着型介護老人福祉施設（地域密着型特別養護老人ホーム）及び介

護保険施設の整備においては、国が参酌基準として示すユニット型施設の目標

(※）達成に向けて、創設や改修に当たっては、ユニット型を基本として進める

こととしますが、高齢者健康福祉圏域やサービスの種類ごとの整備状況等に相違

があることから、市町村や関係機関との連携に配慮しながら、地域の実情に応じ

た対応等を図っていくこととします。

※ 国が参酌基準として示す目標：2025年度の地域密着型介護老人福祉施設及び介護保険施設の

入所定員の合計数のうちのユニット型施設の入所定員の合計数が占める割合を５０%以上（そ

のうち、地域密着型介護老人福祉施設及び介護老人福祉施設については、７０%以上）とする。

□ また、これらの施設等において、医療・介護の連携強化に向けた人材育成や入

居者の看取り環境の整備を図るため、医師・看護師等医療職員に対する介護知識

・技能の研修や介護職員等に対する医療知識・技能の研修などを行うことで、高

齢者が安心・安全に生活できるよう取り組んでいきます。

ア 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）
□

特別養護老人ホームは、老人福祉法において、身体上又は精神上著しい障害が

あるために常時の介護を必要とし、かつ、居宅において介護を受けることが困難

な方を対象として、入所させ、養護する施設（老人福祉法第２０条の５）とされ

ています。

□ なお、介護老人福祉施設は、特別養護老人ホームの介護保険法における名称で

あり、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康

管理及び療養上の世話を行うことを目的とする施設（介護保険法第８条第２６項）

とされています。

□ また、このうち入所定員が３０人以上のものが、高齢者健康福祉圏域単位での

入所を前提とする広域型、２９人以下のものが地域密着型となります。

□

2023（令和5）年度の特別養護老人ホームの供給量（必要入所定員総数）につ
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いては、市町村介護保険事業計画で定める介護老人福祉施設及び地域密着型介護

老人福祉施設のサービス提供見込量や今後の施設整備の計画等を踏まえて設定し

ます。

□ 供給量

施設等種別 2020年度末 2023年度末 増減

（令和2年度末） （令和5年度末）

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

広域型

地域密着型

※ 医療療養病床及び介護療養型医療施設が転換する場合の増加分は含みません。

■ 方策

△

2023（令和5）年度の必要入所定員総数の確保に向けて、計画的な施設整備を

進めるため、国及び京都府の補助制度を活用し、施設整備を支援します。

△

特別養護老人ホームは高齢者が中長期にわたって利用する生活の場であること

から、できる限り在宅に近い環境の下で生活ができるよう、ユニット型施設の整

備を基本とするとともに、特に地域密着型施設の整備を重点的に進めます。

△

また、地域包括ケア推進の観点から、共用部分に医療・介護・福祉サービスの

連携推進や地域との交流を促進するためのスペース及び家族が宿泊するための設

備等を整備するよう求めていきます。

△

既存の特別養護老人ホームについても、改築や大規模改修の際にユニット型施

設への改修等を進めるとともに、地域の実情等を踏まえ、ユニット型準個室など

への改修も含め、個別ケアの実践によるサービスの質の向上が図られるようユニ

ットケアの導入を推進します。また、看取り環境の向上に向けた設備面や、研修

等のソフト面の体制整備を支援します。

△

介護保険制度の改正により、平成27年度から特別養護老人ホームへの入所が、

原則として要介護３以上の方に重点化されていますが、要介護１・２であっても、

やむを得ない事情により特別養護老人ホーム以外での生活が著しく困難な場合に

は、市町村の適切な関与のもと、入所が可能となる特例入所の制度が設けられて

おり、この制度の適切な運用を図っていくこととします。

イ 介護老人保健施設

□

介護老人保健施設は、在宅復帰に向けたリハビリテーションや医療的ケアを必

要とする要介護者に対し、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その

他必要な医療並びに日常生活上の世話を行う施設（介護保険法第８条第２７項）
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とされており、病院や診療所のような医療機関と、介護や生活支援サービスを提

供する特別養護老人ホームとの中間に位置づけることのできる施設です。

□

京都府では、在宅での生活への復帰を目指しリハビリ等を行う介護老人保健施

設本来の機能が発揮できるよう、市町村介護保険事業計画において定める介護老

人保健施設のサービス提供見込量や今後の施設整備の計画等を踏まえて、2023（令

和5）年度の介護老人保健施設の供給量（必要入所定員総数）を設定します。

□ 供給量

施設等種別 2020年度末 2023年度末 増減

（令和2年度末） （令和5年度末）

介護老人保健施設

通常分

介護療養型医療施設等からの転換分

※ 医療療養病床及び介護療養型医療施設が転換する場合の増加分は、必要入所定員総数には

含みません。

■ 方策

△

2023（令和5）年度の必要入所定員総数の確保に向けて、計画的な施設整備を

進めるため、国及び京都府の補助制度を活用し、施設整備を支援します。

△

介護老人保健施設についても、特別養護老人ホームと同様に、ユニット型施設

を基本として整備を促進することとします。

△
介護療養型医療施設からの転換分については、現時点で該当施設がないことか

ら、増減なしとしていますが、介護老人保健施設等に転換を希望する施設に対し

ては、入居者の処遇に留意するとともに、入所定員総数確保の観点から圏域市町

村の意見も踏まえた上で、国の転換支援制度を活用するなど、他施設への転換を

支援することとします。

ウ 介護医療院、介護療養型医療施設（介護療養病床）

□

介護療養型医療施設は、療養病床等を有する病院又は診療所であって、病状は

安定期にあるものの長期にわたり療養が必要な要介護者に対し、療養上の管理、

看護、医学的管理の下における介護、機能訓練その他必要な医療を行う施設（旧

介護保険法第８条第２６項）とされており、介護療養病床とも呼ばれていますが、

療養病床の再編に伴い2023（令和5）年度末までに廃止することとされています。

□ 一方、地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等改正（平成29年改正

法）により、慢性期の医療・介護ニーズへの対応のため、「日常的な医学管理が
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必要な重介護者の受入れ」や「看取り・ターミナルケア」等の機能と、「生活施

設」としての機能を兼ね備えた介護保険施設として、2018（平成30）年度から介

護医療院が創設されています。

□ 介護医療院は、介護療養病床（療養機能強化型）相当のサービス（Ⅰ型）と、

老人保健施設相当以上のサービス（Ⅱ型）の２つの類型が設けられることになっ

ており、床面積等の基準緩和、医療機関と併設する場合の人員基準の緩和、国（及

び京都府）の補助制度など、各種の転換支援策が設けられています 。

□ 介護療養型医療施設については、2023（令和5）年度末に廃止となることから

介護医療院や医療療養病床等他施設へ順次転換が行われており、2023（令和5）

年度末の供給量（必要入所定員総数）は、現時点での転換予定を反映して設定し

ています。

□ 供給量

施設等種別 2020年度末 2023年度末 増減

（令和2年度末）（令和5年度末）

介護医療院

介護療養型医療施設（介護療養病床）

※ 介護療養型医療施設は、平成18年介護保険法改正により、新たな指定はできません。

※ 医療療養病床及び介護療養型医療施設が転換する場合の増加分は含みません。

※ 介護老人保健施設（平成18年7月以降に医療療養病床及び介護療養型医療施設から転換し

た施設に限る）から介護医療院へ転換する場合の増加分は含みません。

■ 方策

△

介護療養型医療施設は、日常的に医療ケアを要する要介護高齢者の長期療養を

担っており、介護療養型医療施設の転換・廃止後においても高齢者に必要な医療

と介護・福祉サービスを一体的・重層的に切れ目なく提供していくことができる

体制の構築に向け、京都府・市町村・関係機関の連携により、取組を推進してい

くこととします。

△

2023（令和5）年度末の廃止までに全ての介護療養型医療施設の転換が完了す

るよう、転換先を未定としている施設に対し、フォローアップを行い、国・京都

府の制度により、介護療養型医療施設を含む療養病床から他の介護保険施設等へ

の転換を行う施設の支援を行います。

エ 養護老人ホーム
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□ 養護老人ホームは、６５歳以上で、環境上の理由及び経済的理由により居宅に

おいて養護を受けることが困難な高齢者を、市町村が行う措置に基づき入所させ、

養護するとともに、その者が自立した日常生活を営み、社会的活動に参加するた

めに必要な指導及び訓練その他の援助を行う施設（老人福祉法第２０条の４）と

されています。

□

養護老人ホームは、高齢化の進展に伴い、生活困窮や社会的孤立の問題等が顕

在化するとともに、介護ニーズ以外の面で生活上の課題を抱える高齢者が増加す

ることが見込まれる中、

① 入所者の自立支援や社会参加を促進し、住み慣れた地域に戻り自立した生

活を送るための支援 及び

② 地域に戻って自立した生活を送ることが困難な入所者に対する質の高い個

別的・継続的な伴走型支援を提供する役割に加え、

③ 地域で生活を送る高齢者の社会生活上の課題解決に向けたアウトリーチ機

能の充実が求められるなど、高齢者のセーフティネットとして今後も必要な

施設です。

□ 生活困窮等の課題を抱える高齢者が増加する中、入所が必要となる高齢者に対

して、今後も市町村が適切に措置を行い、入所させていくことが求められていま

す。

□ 供給量

2020年度末 2023年度末 増減

施設等種別 （令和2年度末） （令和5年度末）

施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数

養護老人ホーム

■ 方策

△

養護老人ホームの持つ高齢者のセーフティネットとしての機能を最大限発揮で

きるよう、市町村と連携してその利用を促進します。

△

また、入所が必要となる高齢者が適切に措置されるよう、必要に応じ、市町村、

関係団体等と連携して、地域の実情を踏まえた利用のあり方の検討を行います。

△

質の高い個別的・継続的な伴走型支援の提供に向けて、市町村、関係団体等と

連携して、府としての支援のあり方を検討します。
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△

老朽化した施設については、府の補助制度を活用し、改築に併せて多床室の解

消、個室化を支援します。

オ 軽費老人ホーム

□ 軽費老人ホームは、身体機能の低下等により自立した日常生活を営むことにつ

いて不安があり、家族による援助を受けることが困難な６０歳以上の高齢者を、

無料又は低額な料金で入所させるとともに、食事の提供その他日常生活上必要な

便宜を供与するのための施設（老人福祉法第２０条の６）とされています。

□ 制度創設時は、食事サービスを提供するＡ型、自炊が原則のＢ型の２種類でし

たが、その後、ケアハウスという類型が創設され、平成20年の制度改正以降は、

ケアハウスを原則とした制度に一元化され、Ａ型、Ｂ型の施設は、建替えを行う

までの「経過的軽費老人ホーム」とされています。

□ また、ケアハウスの制度をもとに、単身の高齢者が、さらに低い自己負担額で、

見守り等の支援を受けながら生活できる施設として、京都府独自に高齢者あんし

んサポートハウスを整備しています。

□ 経過的軽費老人ホームから高齢者あんしんサポートハウスへの将来的な移行を

促します。

□ 供給量

2020年度末 2023年度末 増減

施設等種別 （令和2年度末） （令和5年度末）

施設数 定員数 定員数 定員数

軽費老人ホーム

経過的（Ａ型）

ケアハウス

うち高齢者あんし

んサポートハウス

（ア）経過的軽費老人ホーム

□ 経過的軽費老人ホームについては、現在、京都府内で事業を実施しているのは
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Ａ型２施設のみで、Ｂ型の施設はありません。

■ 方策

△

府内のＡ型２施設については、施設の老朽化等が進んでいることから、必要な

改修を行った上で事業を継続していくとともに、高齢者あんしんサポートハウス

への将来的な転換を促進します。

△

入居者の収入に応じて、入居者が負担するサービスの費用の一部を補助するこ

とにより、軽費老人ホームの運営を支援します。

（イ）ケアハウス

□ ケアハウスは、高齢者がゆとりを持って生活できる高い居住性を持つ設備を有

し、職員が施設内に常駐して見守りや生活相談等のサービスを提供します。介護

サービスや介護予防サービスが必要な方は、原則として外部からの介護保険サー

ビスを利用することとなります。また、地域や医療機関との連携にも配慮された

運営が行われています。

□ 日常生活や介護に不安をもつ低所得の単身高齢者が、可能な限り住み慣れた地

域で、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むためには、ケアハウスのよ

うに、居住サービスと、見守りや生活相談等の支援サービスが組み合わされた形

で提供されることが必要となっており、地域ニーズに合った柔軟な支援機能の確

保の観点から、重要な役割を果たす施設です。

□ 一方、現在、京都府内に６６施設ありますが、施設や地域によっては空室が発

生しているケースもあります。

■ 方策

△

ケアハウスは、高齢者がなるべく自立した生活を送ることができるように生活

を支援するほか、特定施設入居者生活介護の事業者指定を受けて、特別養護老人

ホームと同様、看護職員や介護職員を配置してサービスを提供することもできる

施設であるため、今後も高齢者の多様な住まいの一つとして需要が見込まれると

ころであり、引き続き必要な施設の確保に努めます。

△

入居者の高齢化、要介護度の重度化が進んでいることから、身体的な介護が必

要な入居者が増加している施設については、市町村、関係団体とも協議、検討し、

特定施設入居者生活介護の指定を進めます。

△

入居者の収入に応じて、入居者が負担するサービスの費用の一部を補助するこ

とにより、ケアハウスの運営を支援します。
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（ウ）高齢者あんしんサポートハウス

□ 高齢者あんしんサポートハウスは、軽費老人ホーム（ケアハウス）の制度に対

する京都府独自の上乗せ制度として、介護は必要ないものの自宅での一人暮らし

が不安な６０歳以上の高齢者が入居し、国民年金の老齢基礎年金水準の自己負担

額で食事提供や２４時間の見守りサービスを受けることができる住まいとして、

整備を促進しているものです。

■ 方策

△

現在までのところ、京都府の各高齢者健康福祉圏域のうち、丹後圏域（１施設）、

南丹圏域（５施設）中丹圏域（２施設）、山城北圏域（１施設）に偏在している

ため、各圏域にバランスよく整備することができるよう、今後とも市町村、関係

団体と連携して整備を進めていきます。

△

京都府の補助制度により、高齢者あんしんサポートハウスの整備を支援します。

また、入居者の収入に応じ入居者が負担するサービス費及び居住費の一部を補助

し、その運営を支援します。

カ 認知症高齢者グループホーム（認知症対応型共同生活介護）

□ 認知症高齢者グループホーム（認知症対応型共同生活介護）は、認知症の高齢

者が、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の援助を受けながら、少

人数で家庭的な環境のもと共同生活を営む住まいです（老人福祉法第５条の２第

６項、介護保険法第８条第１９項）。

□ 認知症高齢者グループホームは、介護保険法における地域密着型サービスであ

り、認知症高齢者の状況や介護保険施設等居住系施設サービスの提供状況等も踏

まえ、市町村介護保険事業計画においてサービス提供見込量及びこれに基づく必

要利用定員総数が定められることとなるため、京都府としては、市町村計画の総

数を供給量として定めます。

□ 供給量

施設等種別 2020年度末 2023年度末 増減
（令和2年度末） （令和5年度末）

認知症高齢者グループホーム

■ 方策

△

2023（令和5）年度の供給量の達成に向け、この高齢者健康福祉計画に基づき、
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計画的な施設整備を進めるため、国の補助制度を活用し、施設の整備を支援しま

す。

キ 有料老人ホーム

□ 有料老人ホームは、高齢者を対象に、「入居サービス」に加えて、「入浴、排せ

つ又は食事の介護」、「食事の提供」、「洗濯や掃除等の家事」、「健康管理」（４サ

ービス）のうち、いずれか１つ以上のサービスを提供する施設です（老人福祉法

第２９条）。

□ 入居サービスと併せて４サービスのいずれか１つ以上を提供している施設は、

法律上、有料老人ホームに該当し、利用人数にかかわらず、京都府知事又は京都

市長への届出義務が発生します。

□ ただし、有料老人ホームのうち、サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けた

ものについては、老人福祉法に基づく有料老人ホームの届出は不要となります。

□ 現在、有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅を除く）は、京都府内に

７６施設あり、その内訳は特定施設入居者生活介護の事業所指定を受け介護保険

サービスを提供する介護付有料老人ホームが４３施設、介護サービスが必要とな

った場合は入居者自らが自宅と同じように外部の事業者による居宅サービスを利

用する住宅型有料老人ホームが３２施設、介護が必要ない高齢者だけを対象とす

る健康型有料老人ホームが１施設となっています。

□ 有料老人ホームは、入居の際に多額の前払金の費用負担が必要な場合があった

り、長期にわたり居住する施設であることから、継続的かつ安定した経営が求め

られるとともに、入居契約に際しては、必要な情報が十分提供されることが重要

です。
□

有料老人ホームは、民間事業者の届出制により設置されるものであり、また、

現在、類似の制度であり、国庫補助制度のあるサービス付き高齢者向け住宅の整

備が中心となっていることを踏まえ、供給量については、高齢者の状況や介護保

険施設等居住系施設サービスの提供状況等も踏まえ市町村介護保険事業計画にお

いて計画される範囲内の数とします。

□ 特定施設入居者生活介護の指定を受けていない有料老人ホームにおいても、施

設数の増加や高齢者のライフスタイル・価値観の多様化に伴い、介護が必要な方

を含め、多様な介護ニーズの受け皿となっています。

□ 適切な介護基盤整備を進めるため、老人福祉法が改正され（令和３年４月１日

施行）、有料老人ホームの設置状況に係る都道府県・市町村間の情報連携を強化

することとされています。
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□ 供給量

施設等種別 2020年度末 2023年度末 増減
（令和２年度末） （令和5年度末）

施設数 定員数 定員数 定員数

有料老人ホーム

健康型

住宅型

介護付（特定施設入
居者生活介護）

うち有老ホーム

うちサ高住

※ 供給量の設定に当たっては、介護付には、特定施設入居者生活介護の指定を受けた有料老人

ホームに該当するサービス付き高齢者向け住宅を含みます。

■ 方策

△

京都府では、高齢者世帯の増加や高齢者の多様な住まいのニーズに対応するた

め、良質なサービスを提供する事業者の参入を図るとともに、適正な運営を確保

するため、京都府独自の「有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅設置

運営基準指針（平成18年6月制定）」等に基づき、国の基準を上回る居室面積の確

保を求めるとともに、利用者保護の観点から事前審査や立入検査等を通じて入居

者の処遇確保や長期にわたる安定的な運営確保を図り、府民に対する適正な情報

の開示等について指導していきます。
△

入居者の安全の確保や居住の安定を図る観点から、老人福祉法上の有料老人ホ

ームの要件に該当しながら届出を行っていない施設（未届有料老人ホーム）の把

握に努めるとともに、対象施設があった場合、まずは有料老人ホームとしての届

出の指導を行い、その上で法令への適合や入居者の適切な処遇の確保に向け、必

要な指導を行っていくこととします。

△

有料老人ホームが多様な介護ニーズの受け皿となっている状況を踏まえ、設置

状況等の情報を積極的に情報提供します。

△

特に身体的な介護が必要な入居者が多数入居されている施設などについては、

適切な介護サービスが提供されるよう、市町村、関係団体とも連携し、特定施設

入居者生活介護の指定について、検討を促します。

検討中
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ク サービス付き高齢者向け住宅

□ サービス付き高齢者向け住宅は、６０歳以上の高齢者が安心して生活できるよ

う、法令で定められた登録基準（少なくとも状況把握と生活相談のサービスが提

供されるとともに、バリアフリー構造を有し、一定の居住部分の床面積基準や設

備基準など）を満たすものとして、京都府知事又は京都市長が登録した住宅です

（高齢者住まい法第５条）。

□ 供給にあたっての目標

高齢者に対する住宅施策との調和を図るため、京都府住生活基本計画（平成29年

1月）に定める成果指標を本計画においても設定します。

2015年度末 2025年度末
（平成27年度末） （令和7年度末）

高齢者生活支援施設を併設す 76.2％ 90.0％

るサービス付き高齢者向け住

宅の割合

■ 方策

△

サービス付き高齢者向け住宅については、本章の４で記載する総合的な施策を

展開・推進することにより、安心・安全・快適な住宅の供給を促進します。
△

整備促進策として、住宅及び併設施設に対する国から事業者への直接補助制度

が設けられています。

ケ 賃貸住宅

□ 供給目標

△

民間賃貸住宅については、供給目標の設定対象とはせず、適切な住宅市場の形

成、取引の適正化により、適切な供給を促進するものとします。

△

公営住宅については、府営住宅に特定目的優先入居の高齢者向け世帯枠として

年間３０戸程度を確保します。

■ 方策
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□ 民間住宅については、京都府居住支援協議会による住宅確保要配慮者や民間賃

貸住宅の賃貸人に対する情報提供等の取組により、高齢者をはじめとする住宅確

保要配慮者の民間住宅への円滑な入居を促進します。（本章の３（２）参照）

□ 公営住宅については、一般募集により高齢者をはじめとする住宅確保要配慮者

の住宅の確保のほか、特定目的優先入居のうち高齢者世帯向け優先入居を継続し、

真に住宅に困窮する高齢者世帯の住宅を確保します。
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３ 高齢者の住まいと暮らしを支援する体制の確保のための施策

□ 高齢者の暮らしに必要となる、保健・医療・福祉・介護・生活支援等のサービス

が総合的に提供され、高齢者ができる限り住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、

次のとおり、高齢者に適した良好な居住環境を有する住まいの整備、高齢者が入居

する賃貸住宅等の管理の適正化及び高齢者居宅生活支援事業の促進に取り組みます。

（１）高齢者が暮らしやすい住まいの整備促進

△

介護保険制度による住宅改修制度に加えて、京都府住宅改良資金融資制度（２１

世紀住宅リフォーム資金）や介護予防安心住まい推進事業等の支援制度により、

段差解消、手すり設置、ホームエレベーター設置工事などの住宅のバリアフリー

化を進めます。

△

誰もが安心して暮らせる住まい環境を実現するため、「京都府福祉のまちづく

り条例」に基づき、多数の人が利用する建築物や道路、公園等の整備に際して、

基準に適合するよう指導を行います。

△

耐震性が不足する昭和56年5月以前に着工したの既存住宅や高齢者福祉施設の

耐震化を促進するため、耐震診断・改修等の実施に対する補助制度の利用を推進

します。

△

社会福祉法人、ＮＰＯ等が地域支援の拠点となり、既存の空き家等を活用した

住まいの確保の支援や日常的な生活支援（見守り等）を行う地域善隣事業（低所

得高齢者等住まい・生活支援の取組）の普及を進めます。また、高齢者等が利用

する福祉サービス施設等に空き家を活用する場合には、耐震・防火性能や建築基

準、バリアフリー化等に十分な配慮を求めることとします。

△

自宅の一室を提供する高齢者と大学生等との交流を図る次世代下宿「京都ソリ

デール」や、高齢者を含む多世代で子育て世帯を支え、居住者同士が相互に家事

分担・サポートを行うコレクティブハウスの普及による住まいのシェアリングを

展開します。

（２）高齢者をはじめとする住宅確保要配慮者の民間住宅への入居円滑化の促進

△

平成29年10月に「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」

が一部改正され、関連支援制度が創設されたことに伴い、住宅確保要配慮者円滑入

居賃貸住宅の登録制度、登録住宅に係る改修費支援制度等の普及を図ります。

△

京都府居住支援協議会による高齢者等入居サポーターの登録・支援や地域連携

の取組など、高齢者をはじめとする住宅確保要配慮者の民間住宅への円滑な入居
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を促進します。

（３）高齢者の住まいに係る相談体制や環境の整備

△

京都府住宅相談所において、高齢者をはじめとする府民からの、耐震相談、悪

質リフォーム、賃貸住宅トラブル、住宅取得などの様々な相談に的確に対応し、

必要とされる情報を迅速に提供できるよう、建築・不動産関係団体や消費生活安

全センターなどとの連携強化を行います。また、法律相談等の専門的な相談体制

の充実を図ります。

△

高齢者が自らの意思で住み替え等の選択ができるよう、高齢者の総合的な相談

窓口である高齢者情報相談センター、市町村の地域包括支援センター等において、

住まいに関する情報提供を進めます。

△

高齢者世帯が安心して住み続けられるよう、高齢者向け優良賃貸住宅の家賃の

一部を一定期間補助し、入居者の家賃負担の軽減を図ります。

（４）公営住宅における取組と福祉施策との連携

△

公営住宅の耐震化を速やかに実施するため、個別診断と補強方法の検討を行い、

建替え又は耐震改修に取り組みます。

△

高齢者が安心して暮らせるよう、住戸部分や共用部分のバリアフリー改善等に

より既設公営住宅のバリアフリー化を推進します。

△

公営住宅の優先入居等の取組により高齢者や障害者などの居住の安定を図ると

ともに、入居者のニーズに応じた住み替え等の取組を進めます。
△

高齢化が進む公的賃貸住宅団地において、公的住宅管理者、社会福祉法人や医

療法人、ＮＰＯ、事業者が連携・協力して、介護サービスをはじめ、地域に密着

した見守りサービスや生活支援サービスなどが導入できる仕組みづくりを促進す

るとともに、地域に開かれた多世代交流のまちづくりを推進します。

（５）高齢者の日常生活を支える取組の充実

△

高齢者等を地域で見守る「絆ネット」の構築の支援をはじめ、府内の社会福祉

協議会、ＮＰＯ、ボランティア団体等で取り組まれている日常生活支援の取組を

支援します。

△

地域での生活と安心を支えるため、移動販売による買い物支援と見守り活動に

一体的に取り組む事業者との連携を促進します。

△

中山間地域において生活に必要な買物、交通・物流、金融等、多様なサービス
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をワンストップで継続的に提供する拠点（コミュニティ・コンビニ）や、旅客輸

送、貨物輸送及び生活支援サービスを一体的に提供する「コミュニティ支援マル

チ交通」の整備を推進します。

△

地域の実情に応じた生活交通の整備を支援するとともに、自家用車から公共交

通への利用転換を促進します。

（６）高齢者に対する適切な介護保険サービスの提供

△

介護が必要な高齢者に対し、それぞれの高齢者の状態やニーズに応じ、市町村

が定める介護保険事業計画に基づき、居宅サービス、地域密着型サービス、施設

サービスの各介護保険サービスを提供します。

（第５章参照）

（７）高齢者の在宅療養を支える介護保険サービス等の充実と医療・介護の連携促進

△

定期巡回・随時対応型訪問介護看護や小規模多機能型居宅介護などの地域密着

型サービスの提供体制を、地域毎のニーズに応じて充実させるとともに、医療・

介護の多職種が協働して高齢者の在宅療養を支える体制を強化します。

（第９章参照）

（８）介護予防・健康づくりの充実と高齢になっても生きがいを持って活躍できる地

域づくり

△

体操等の通いの場やサロン等、地域に存在する支え合い活動や、多様なサービ

スを提供する基盤作りを支援します。また、高齢者の多様な社会参加を支援し、

高齢者自身が多世代共生型の地域づくりの主役として活躍できる地域文化の醸成

を図ります。

（第５章、第１０章参照）

（９）高齢者の安心・安全な日常生活を支える取組の推進

△

地域のＮＰＯやボランティア団体、社会福祉協議会、民生委員、企業、商店、

警察、消防、行政など、地域の様々な活動団体と連携・協働した「見守り・支援

ネットワーク」＝「絆ネット」による多機関連携の見守り支援体制を推進します。

（第１１章参照）

（10）地域包括ケアを支える人材の確保・育成・定着

△

2021（令和3）年度～2023（令和5）年度の３年間で、介護・福祉人材７，５０

０人（北部１，０５０人）の確保を目標に定め、人材の育成と定着も含めた総合

的な取組を展開するとともに、地域包括ケアを支える多職種の連携と資質の向上
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を推進します。

（第１２章参照）

□ 成果指標と目標値

高齢者に対する住宅施策との調和を図るため、京都府住生活基本計画（平成29年

1月）に定めた成果指標等を本計画においても設定します。

成果指標 現況値 目標値

高齢者の居住する住宅の一定のバリアフリー化（手 41.3％ 75％

すり2箇所または屋内段差解消）率 2013（平25）年 2025（令7）年

共同住宅のうち、道路から各戸の玄関まで車いす 16.6％ 38％

・ベビーカーで通行可能な住宅ストックの比率 2013（平25）年 2025（令7）年

高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合（※１） 1.6％ 4％

2015（平27）年 2025（令7）年

高齢者生活支援施設を併設するサービス付き高齢 76.2％ 90％

者向け住宅の割合（再掲） 2015（平27）年 2025（令7）年

福祉、介護などの生活支援サービスの状況に対す 69.8％ －

る満足度（※２） 2013（平25）年

（※１）高齢者向け住宅：

有料老人ホーム、軽費老人ホーム、あんしんサポートハウス、シルバーハウジング

サービス付き高齢者向け住宅、地域優良賃貸住宅（高齢者型）、高齢者向け優良賃貸住宅

（※２）目標値の設定はしないが、府民の評価やニーズを把握するための「府民満足指標」として参

考に計画に記載
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４ サービス付き高齢者向け住宅への総合的な施策の展開

（１）サービス付き高齢者向け住宅の現状と課題

□

サービス付き高齢者向け住宅は、状況把握と生活相談のサービスが提供され、

バリアフリー構造と一定の居住部分の床面積や設備を有するなど、法令で定めら

れた登録基準を満たす住宅であり、平成23年10月の法改正により創設された高齢

者の住まいの登録制度です。

□

制度開始から約９年間が経過し、登録件数にやや鈍化が見られるものの、全国

で７，７０８棟、２５９，７１９戸（令和2年10月末現在）に達するなど、着実

に整備が進められている状況です。

□ こうした中、サービス付き高齢者向け住宅の登録制度は、自立の方を含めた高

齢者の住まいとして必要な登録基準を定めている一方、実際の入居者は、後期高

齢者や要介護の高齢者も少なくなく、多様な介護ニーズの受け皿となっています。

また、特に大都市圏においては、立地の偏在や、入居者に対する過剰な医療・

介護サービス提供等の問題点も指摘されているところです。

□

一方、京都府内の登録件数は、１５４棟、５，６８１戸（令和2年10月末現在）

となり、この３年間でさらに整備が進んでいます。これまで京都府では、次のと

おり、登録制度の適確な運用に努めてきたところです。

ア 京都府の独自登録基準の設定（詳細は（３）のアを参照）

・緊急通報装置の設置

・人権擁護、虐待の防止

・立地市町村への事前手続き

イ 「京都府有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅設置運営基準指針」

の策定

厚生労働省の標準基準指針に加え、新規基準を追加

（駐車場の確保、ＡＥＤ設置の努力義務）

ウ 定期的な立入検査の実施

エ 情報提供制度の導入

重要事項説明書を京都府ホームページで順次掲載
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（２）京都府が目指すサービス付き高齢者向け住宅の目標像

□ 府内のサービス付き高齢者向け住宅の整備状況及び実態調査結果、制度的な課

題に関する分析を踏まえ、次のようなサービス付き高齢者向け住宅を目標像とし

て設定します。

① 日中、夜間にかかわらず安心・安全・快適な居住環境が確保される。

② 地域との関わりをもつことで、必要に応じて、医療・介護が必要となってもサ

ービスを受けながら、入居者が地域の中で安心して暮らし続けることができる。

③ 事業者が、より望ましい、質の向上につながるサービスの提供等のための工夫

・取組を継続している。

④ 事業者の取組や努力等を含め、必要な情報が客観的に提供され、入居者や家族

が、それぞれにふさわしい住宅を選択できる。

（３）サービス付き高齢者向け住宅に対する施策

□ 京都府では、こうしたサービス付き高齢者向け住宅の供給促進に向け、次の施

策を総合的に展開・推進します。

ア 京都府の独自登録基準の設定

・ 高齢者の居住の安定確保に関する法律第７条第１項第９号及び国土交通省・厚

生労働省関係高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則第１５条第１項の規

定により、法令で定められた登録基準に加え、平成27年7月から京都府独自のサ

ービス付き高齢者向け住宅の登録基準を適用しています。2021（令和3）年度～2

023（令和5）年度についても、この基準を適用し、各種手続きや立入検査等を通

じ、登録基準が遵守されていることを確認します。

サービス付き高齢者向け住宅に係る京都府独自の登録基準

① 緊急通報装置の設置

・ 各住戸の居住部分に、緊急通報装置を設置すること。（登録事業者の職

員が登録住宅等に２４時間常駐する場合を含む。）

なお、「緊急通報装置」とは、国土交通省・厚生労働省関係高齢者の居

住の安定確保に関する法律施行規則第１１条第２号に規定する入居者の心

身の状況に関し必要に応じて通報する装置をいう。

② 人権の擁護・虐待の防止
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・ 入居者の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置すること等必

要な体制の整備を行うとともに、その職員に対し、研修を実施すること等

の措置を講じること。

③ 立地市町村への事前手続

・ 当該住宅が立地する市町村（京都市を除く。）に対し、市町村ごとに別

に定める住宅整備のための事前手続を行った上で、登録申請を行うこと。

（登録事項等の変更の届出、地位の承継の届出及び登録更新申請には適用し

ない。）

イ 行政・地域による支援体制の整備

・ サービス付き高齢者向け住宅の運営に当たっては、第三者的立場にある民生委

員等の参画する運営懇談会を設置する等、地域の協力を得たサービス提供が可能

となる体制整備を支援します。

・ サービス付き高齢者向け住宅が、地域包括ケアシステムの推進やサービスの質

のさらなる向上に取り組めるよう、研修等職員の資質を向上させる取組を支援す

るとともに、地域に即したサービス付き高齢者向け住宅の供給を促進するため、

市町村による高齢者居住安定確保計画の策定を支援します。

ウ 情報提供制度の推進

・ 老人福祉法の改正により、2018（平成30）年4月から、有料老人ホームから報

告された有料老人ホーム情報の都道府県等による公表が義務化されることから、

サービス付き高齢者向け住宅においても、京都府ホームページで府内全域の住宅

の公表を進め、高齢者が多様な住まいの中から自らにふさわしく、望ましい住ま

いを選択できるようにします。

・ 今後も相当量の新規開設が見込まれるサービス付き高齢者向け住宅について

は、各市町村においても高齢者の住まいとして重要な役割を占めることから、市

町村における施策展開との調和が図れるよう、登録内容及び運営状況等の情報共

有を進めます。

・ あわせて、特に入居者の高齢化・介護度の重度化が進む住宅などについては、

適切な介護サービスが提供されるよう、市町村・関係団体と連携し、特定施設入

居者生活介護の指定について、検討を促します。

エ サービス付き高齢者向け住宅登録制度の適確な運用

・ サービス付き高齢者向け住宅の登録制度（登録審査、事業者に対する指導監督）

を適確に運用し、登録情報や制度の信頼性向上を図るとともに、国の補助制度の
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利用促進も含め、社会福祉法人、医療法人、ＮＰＯ等幅広い事業者への制度普及

を図ります。

・ 事業者の自発的な取組や自助努力を評価・公表する外部評価制度を将来的に導

入できるよう、評価の前提となる適正な運営の確保のため、関係法令や「京都府

有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅設置運営基準指針」に即した、

定期的な立入検査を引き続き実施します。

・ 国におけるサービス付き高齢者向け住宅登録制度の見直し状況を踏まえ、必要

に応じ、施策の見直しを行うこととします。
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第14章　推 進 体 制

２　自立支援・重度化防止等に向けた市町村の取組の推進

３　介護保険制度の適正な運営の確保

４　高齢者の健康福祉サービス推進のための体制づくり

１　京都地域包括ケア推進機構における各種プロジェクトの
　　推進

この章では、この計画の推進のための体制整備について説明します。
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第14章 推進体制

１ 京都地域包括ケア推進機構における各種プロジェクトの推進

この項目のポイント

▲

オール京都体制による広域的な支援体制の整備

【現状と課題】

□ 京都府では、行政だけでなく医療・介護・福祉のあらゆる関係団体がオール京都

体制で「地域包括ケア」の実現に取り組むため、京都地域包括ケア推進機構（以下

「推進機構」という。）を設立し、制度や組織の壁を越えて連携の強化につながる

取組を進めています。

□ 推進機構では、先述の「在宅療養あんしん病院登録システム」のほか、地域包括

ケアを実現するための医療・介護・福祉の連携について、認知症総合対策、総合リ

ハビリテーションの推進、看取り対策を３大プロジェクトとして、それぞれ推進プ

ランを策定し、オール京都体制で取り組むこととしています。（図表１４－１）

□ 推進機構の構成団体の専門性と、市町村の取組とのマッチングによる事業展開を

更に推進し、市町村単位での医療・介護・福祉の連携強化を充実させていく必要が

あります。

【今後の取組】

■ 推進機構において、医療・介護・福祉の関係機関が連携したオール京都体制で、

「新・京都式オレンジプラン（第２次京都認知症総合対策推進計画）」、「総合リハ

ビリテーション推進プラン」、「『さいごまで自分らしく生きる』を支える京都ビジ

ョン・京都アクション」等に基づき、各種プロジェクトをオール京都体制で推進し

ます。（図表１４－１）
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【図表１４－１ 京都地域包括ケア推進機構の概要】

□京都府立医科大学 □一般社団法人 京都府医師会 □公益社団法人 京都府栄養士会 □公益社団法人 京都府介護支援専門
員会 □一般社団法人 京都府介護福祉士会 □一般社団法人 京都府介護老人保健施設協会 □公益社団法人 京都府看護協会
□京都大学 □京都府行政書士会 □一般社団法人 京都府言語聴覚士会 □京都府後期高齢者医療広域連合 □京都府国民健
康保険団体連合会 □一般社団法人 京都府作業療法士会 □一般社団法人 京都府歯科医師会 □公益社団法人 京都府歯科衛
生士会 □京都府市長会 □京都司法書士会 □社会福祉法人 京都府社会福祉協議会 □社会福祉法人 京都市社会福祉協議
会 □一般社団法人 京都社会福祉士会 □一般社団法人 京都私立病院協会 □一般社団法人 京都精神科病院協会 □京都府
地域包括･在宅介護支援センター協議会 □京都市地域包括支援センター・在宅介護支援センター連絡協議会 □京都府町村会
□一般社団法人 京都府病院協会 □京都府立大学 □京都弁護士会 □一般社団法人 京都府訪問看護ステーション協議会
□京都府民生児童委員協議会 □京都市民生児童委員連盟 □一般社団法人 京都府薬剤師会 □一般社団法人 京都府理学療
法士会 □京都府慢性期医療協会□京都府リハビリテーション連絡協議会 □一般社団法人 京都府老人福祉施設協議会
□一般社団法人 京都市老人福祉施設協議会 □京都府 □京都市 以上３９団体（５０音順）
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２ 自立支援・重度化防止等に向けた市町村の取組の推進

この項目のポイント

▲

市町村が介護保険事業計画に基づくＰＤＣＡサイクルを推進し、自立支援・

重度化防止、また地域包括ケアの推進等に係る効果的な取組を実施できるよ

う支援

▲

保健所と地域包括ケア推進ネットによる市町村への伴走支援

【現状と課題】

□ 介護保険制度の基本理念である、高齢者の尊厳の保持と自立支援を実現するため、

保険者である市町村が保険者機能を発揮して、高齢者の自立支援や重度化防止等に

主体的に取り組むことが必要です。（図表１４－２）

□ そのため、市町村は介護保険事業計画に基づくＰＤＣＡサイクルを推進し、課題

分析に基づく施策立案を行い、取組が効果的・効率的なものとなるよう、常に見直

しを行う必要があります。

□ また、地域包括ケアは、市町村が地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に

応じて作り上げていくことが必要です。

□ 在宅医療・介護連携など広域調整が必要な事業や、データに基づく課題分析など

専門的な視点が必要な事業に対しては、市町村が効果的な取組を実施できるよう、

府や京都地域包括ケア推進機構の支援が必要です。

【今後の取組】

■ 市町村が、データに基づいて地域の課題を分析・抽出し、高齢者の自立支援・重

度化防止に向けた具体的な取組内容と、事業の成果を評価するための数値目標を定

めて、介護保険事業計画に記載するとともに、取組の効果について毎年度評価を行

った上で結果を公表し、取組の改善に繋げることができるよう、ＰＤＣＡサイクル

の推進を支援します。

■ 介護給付・要介護認定データ等を専門的な観点から分析・検証し、その結果を市

町村に提供するとともに、自立支援・重度化防止に係る研修会や助言を行うことに

より、市町村の取組を支援します。

■ 市町村における地域包括ケアの構築等を、京都府と京都地域包括ケア推進機構の

連携のもと、府保健所と地域包括ケア推進ネットが伴走支援します。
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【図表１４－２ 自立支援・重度化防止のイメージ】
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３ 介護保険制度の適正な運営の確保

この項目のポイント

▲

介護サービスの事業者に係る指定審査及び指導・監査を適正に実施

▲

介護サービス事業者の情報の公表、第三者評価、外部評価の一層の推進

▲

不服申立て制度としての介護保険審査会を適正に運営

▲

第５期京都府介護給付適正化計画を策定し、市町村の取組を推進

（１）介護サービス事業者に係る指定、指導・監査

【現状と課題】

□ 令和2年3月末現在で、介護サービス事業所は、府内で１２，８２２事業所が指定

されていますが、要介護認定者数は今後も増加することが見込まれることから、引

き続き、介護サービスの充実を図っていく必要があります。

□ 介護サービスの利用の伸長に伴い、増加する介護サービス事業所に対する効率的

・効果的な指定、指導・監査の取組が必要です。

□ 介護サービス事業所については、悪質な不正事案に対して厳正に対処する一方、

サービスの質の向上を図る観点からの指導・育成が重要です。

□ 平成27年度介護保険制度改正に伴う一部事業の市町村への段階的な移行や平成30

年度・令和3年度制度改正等を踏まえ、各市町村と連携を密にし、適切な指導監督

を行っていく必要があります。

【今後の取組】

■ 事業者指定に当たっては、関係法令に定める指定基準に基づき、審査手続の公平

性と透明性を確保し、的確で効率的な審査を行っていきます。

■ 事業者に対する指導・監査については、各市町村と連携し、引き続き悪質な事案

に対し指定取消を含む厳正な対応を行うとともに、不正事案の未然防止・再発防止

の観点から、事業者に義務づけられている法令遵守等の業務管理体制についての指

導・検査を行うことにより、より一層の事業運営の適正化に努めます。

■ 事業者のサービスの質の向上を図る観点から、虐待防止や身体拘束廃止等に向け

た取組に対する指導的援助を図ります。
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（２）介護サービス事業者の情報の公表、第三者評価

【現状と課題】

□ 介護サービスの利用者が、質の高いサービスを適切に選択できるよう、事業者の

情報を利用者に適切に提供することが重要です。

□ 高齢者の自立支援・重度化防止のためのサービス提供に向けて、引き続き、介護

サービスの質の向上や、事業の透明性の向上に努めていく必要があります。

□ 特に、「介護サービス第三者評価」については、介護職員等において、よりよい

サービス提供の気づきを深め、質の向上に取り組む機会となるとともに、事業所の

透明性を高め、利用者のサービス選択に資するものであるため、その一層の推進が

求められます。

【今後の取組】

■ 利用者が質の高いサービスを適切に選択できるよう、介護・福祉サービス第三者

評価、介護サービス情報の公表制度及び地域密着型サービスの外部評価の事業推進

に取り組みます。

■ 引き続き、京都府における推進組織である「京都介護・福祉サービス第三者評価

等支援機構」と連携し、評価調査者の育成や評価項目の見直し等を行い、第三者評

価の推進を図っていきます。

■ また、「きょうと福祉人材育成認証制度」をはじめとする関連事業との連携によ

り、第三者評価の受診促進を図るとともに、一層の普及・啓発に努めます。

（３）介護保険審査会の運営

【現状と課題】

□ 市町村長が行う要介護認定や保険料の賦課等に対する不服申立てについては、京

都府介護保険審査会において対応しています。

【今後の取組】

■ 今後とも、不服申立ての制度がより円滑に機能し、権利・利益の迅速な救済が図

られるよう努めます。
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（４）介護給付適正化の推進〔第５期京都府介護給付適正化計画〕

① 趣 旨

□ 介護給付の適正化とは、介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、受給者が

真に必要とする過不足のないサービスを、事業者が適切に提供するよう促すことで

あり、適切なサービスの確保とその結果としての費用の効率化を通じて介護保険制

度への信頼を高め、持続可能な介護保険制度の構築を目指すものです。

□ 平成29年介護保険法改正において保険者機能の強化が盛り込まれ、市町村が保険

者機能を発揮し、高齢者の自立支援・重度化防止、介護給付の適正化について、具

体的な取組と目標を介護保険事業計画に記載して、ＰＤＣＡサイクルを推進するこ

ととされました。

□ さらに、介護給付適正化事業については、平成30年度に創設された保険者機能強

化推進交付金等においても、評価項目に位置づけられているほか、介護給付費財政

調整交付金の第８期計画期間の算定にあたって、下記の主要５事業の取組状況が勘

案されることとなるなど、これまで以上に取組の強化が求められています。

□ 京都府では、これまで４期にわたり、「京都府介護給付適正化計画」を策定し、「要

介護認定の適正化」、「ケアプランの点検」、「住宅改修等の点検」、「縦覧点検・医療

情報との突合」、「介護給付費通知」の主要５事業を柱として、各市町村における介

護給付の適正化の取組を推進してきたところです。

② 実施状況

□ 令和元年度現在、前期計画策定時と比較すると、「要介護認定の適正化」及び「縦

覧点検・医療情報との突合」が、平成26年10月から主要４帳票について京都府国民

健康保険団体連合会と連携して市町村の負担軽減を図っていることもあり、引き続

き全市町村で実施されるとともに、「住宅改修等の点検」が、未実施であった４市

町村で実施され全市町村で実施されています。

また、「ケアプランの点検」については、新たに３市町村で実施され、１５市町

村で実施されていますが、「介護給付費通知」については５市町村での実施にとど

まっています。（図表１４－３）

【図表１４－３ 府内市町村における介護給付適正化事業の取組状況（令和元年度）】

取 組 内 容 実施市町村数

（平成29年度からの増減）

要介護認定の適正化 ２６（±０）

ケアプランの点検 １５（＋３）

住宅改修等の点検 ２６（＋４）

縦覧点検・医療情報との突合 ２６（±０）

介護給付費通知 ５（±０）
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□ 京都府では、府内市町村の介護給付適正化事業の実施を支援するため、平成30年

度、新たに京都府介護給付適正化研修会を実施し、令和元年度以降も継続して実施

しています。また、令和元年度は介護給付適正化近畿ブロック研修会を京都府で開

催し、府内市町村へも広く参加を呼びかけたところです。

□ 第５期計画の策定にあたって、各市町村と個別意見交換を行い現状把握を行った

ところ、下記の課題を抱えている市町村が多いことが明らかになりました。（図表

１４－４）

【図表１４－４ 府内市町村における介護給付適正化事業毎の課題】

事業 主な課題

ケアプランの点検 ・介護支援専門員資格等を有する専門職等、専門知識を持った

職員の配置が困難

・定期人事異動によりノウハウの継承が困難

住宅改修等の点検 ・住宅改修の現地での検査確認に必要な体制やノウハウが不足

・リハビリテーション専門職等、専門知識を持った職員の配置

が困難

介護給付費通知 ・予算確保が困難

・実施による事業効果の評価・説明が難しい

③ 第５期における取組

■ 各市町村における課題や、厚生労働省の「『介護給付適正化』計画に関する指針」

をふまえ、ここに「第５期京都府介護給付適正化計画」（計画期間：2021（令和3）

～2023（令和5）年度）を策定し、下記の５事業を柱として、市町村の保険者機能

強化の一環として、各市町村における介護給付適正化の取組を推進します。

（図表１４－５）

【図表１４－５ 第５期京都府介護給付適正化計画における各市町村の介護給付適正化事業計画】

取 組 内 容 令和5年度実施市町村数（目標）

要介護認定の適正化

ケアプランの点検

住宅改修等の点検

縦覧点検・医療情報との突合

介護給付費通知

■ 各市町村の介護給付適正化の取組状況を随時把握するとともに、各種情報提供や、

個別意見交換における助言等を行い、具体的な取組と指標を盛り込んだ市町村介護

給付適正化計画が適切に策定されるよう支援します。

■ 「縦覧点検・医療情報との突合」については、点検実施における専門性の確保が

求められることから、引き続き京都府国民健康保険団体連合会と連携し、事業者へ

検討中
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の照会・確認から過誤調整までを含めた、効果的・効率的な点検業務を実施し、市

町村の負担軽減を図ります。

■ 「ケアプランの点検」等については、専門知識が求められることや職員の人事異

動時のノウハウの継承が課題となっていることから、京都府介護支援専門員会や京

都府国民健康保険団体連合会等と連携し、市町村職員を対象とした検討会や研修の

実施や、介護支援専門員等のアドバイザーの派遣等により、各市町村の取組を支援

します。

■ 小規模な市町村においても、それぞれの実情に応じた介護給付適正化の取組が推

進されるよう、他自治体の好事例の収集・提供に努めるとともに、研修会等の機会

に市町村間の情報交換を促進する等、府内全市町村での取組が進むよう支援します。
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４ 高齢者の健康福祉サービス推進のための体制づくり

この項目のポイント

▲

府民の理解の促進

▲

市町村、関係団体等との連携体制の整備

▲

関係課（室）や広域振興局との連携・調整等、庁内体制の整備

▲

市町村との連携による進行管理

（１）広報・啓発

■ 高齢者がそれぞれの健康状態や生活様式（ライフスタイル）等に応じて、住み慣

れた地域で健やかに充実した生活ができるとともに、いきいきと社会参加ができ、

安心・安全に暮らせる社会の構築を目指して、京都府では、この計画に基づき、市

町村等への支援を含め、様々な施策を展開していくこととしています。

■ これらの施策を効果的に推進するためには、高齢者はもとより、府民全員が、超

高齢社会の現状や課題を理解し、共に支え合うことが重要です。

■ このため、京都府広報誌やパンフレット、ホームページ等を活用するほか、市町

村や関係機関等との連携を図り、府民に対して計画策定の趣旨や計画内容の広報・

啓発に努めます。

■ また、高齢者の介護予防、健康づくり、社会参加の支援等、高齢者の健康福祉に

関する幅広い事業について、分かりやすい広報に努め、幅広い府民の参加を促しま

す。

（２）関係団体等との連携体制の整備

■ この計画は、高齢者に対する健康福祉施策を総合的に展開するための計画である

ことから、各種サービスを単一にではなく、関係団体と十分に連携を取りながら総

合的に提供できるよう調整を図る必要があります。

■ 京都府では、行政関係者、医療・介護・福祉の専門職・関係団体、学識経験者を

構成員として設置している「京都府高齢者サービス総合調整推進会議」で、高齢者

サービスの総合調整推進のための企画立案、医療・介護・福祉等に係る情報交換及

び連絡調整等を実施することとしており、定期的に計画の進捗状況の点検・評価を

行い、計画の円滑な進行を図ります。

■ この計画の推進に当たっては、市町村をはじめ、医療・介護・福祉の各種団体の
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果たす役割は重要であり、これら関係団体との連携の下に設置した推進機構がオー

ル京都体制で地域包括ケアの実現のための取組を推進します。

（３）庁内体制の整備

■ この計画は、高齢者を地域全体で支えるという観点から、庁内一体的な計画策定

を行うため設置している「京都府高齢者健康福祉計画関係課長等会議」により、関

係課（室）相互の情報交換及び連絡調整を図りながら作成しましたが、今後も、京

都府の高齢者施策の充実や市町村に対する助言等により計画の円滑な進行が図られ

るよう、関係課（室）との調整を行っていくこととします。

■ 高齢化の状況や課題等は市町村ごとに異なるため、地域の特性に応じた施策が行

われるよう、地域に密着した広域振興局、特に府保健所との連携を図りながら、市

町村に対する助言・支援を行っていきます。

（４）進捗管理

■ この計画は、各市町村計画と一体となって推進されることによりはじめて具体化

するものであるため、計画の推進に当たっては、各市町村と十分に連携して進めて

いく必要があります。

■ 各市町村においては、毎年各種サービスや取組と目標等の進捗管理を行い、年度

ごとの課題・問題点を整理することとしており、京都府においても、各市町村の状

況を的確に把握することにより、市町村計画及び京都府計画それぞれが、高齢者の

ニーズに沿った計画となるよう、３年ごとの見直しを実施することとしています。
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